
目的 柱 施策 細施策 管理番号 担当課 No.
111010 協働推進課、生涯学習・スポーツ課 1
111020 ボランティアマッチングの推進 協働推進課 2
111030 道路破損・災害時等における外部通報システムの構築 道路課 3
111040 交通政策課 4
112010 若者の参画促進 協働推進課 5
112020 職員等の派遣の推進 協働推進課 6
112030 協働内容の精査 協働推進課 7
121010 こども家庭課 8
121020 保健所業務に係る手数料収納業務の外部委託 保健総務課 9
121030 外部委託等推進方針の見直し 行財政改革課 10
122010 オープンデータの推進 情報政策課 11
122020 ＮＰＯ・企業からの協働事業提案制度の推進 行財政改革課 12
211010 職員のコスト意識の醸成 行財政改革課 13
211020 職員のＩＣＴスキルアップ 情報政策課 14
211030 職員提案の充実 行財政改革課 15
211040 職員の自主的な活動支援 職員課 16
212010 フレックスタイム制度の導入 職員課 17
212020 女性活躍の推進 職員課 18
212030 障がい者雇用率の拡大 職員課 19
212040 メンタル休職者の削減、ハラスメント対策の徹底 職員課 20
213010 組織内統制プロセス及び体制の整備 総務課 21
213020 業務におけるリスクの洗い出し、課題の整理 総務課 22
213030 コンプライアンスの推進 職員課 23
213040 内部通報制度の活用 職員課 24
221010 適切な労務管理による時間外削減 職員課 25
221020 繁忙期の人的支援（横断的な応援体制の構築）による時間外削減 職員課 26
221030 効率的に業務を遂行する職員への評価制度 職員課 27
221040 ＩＣＴを活用した職員の早期帰宅推奨 情報政策課 28
222010 電子文書化の推進 公文書管理室 29
222020 物品購入、支払いの一括管理 検査契約課 30
222030 駅南庁舎所属の消耗品の一括管理 保健総務課 31
222040 共有フォルダの管理ルールの徹底 情報政策課 32
222050 効率的な会議運営の推進 総務課 33
222060 電子会議等の推進 情報政策課 34
223010 ＡＩ・ＲＰＡの導入 情報政策課 35
223020 モバイルワークの推進 情報政策課 36
223030 電子入札・契約の促進 検査契約課 37
223040 電子申請の推進 情報政策課 38
223050 仮想化技術の利用による端末の集約化の検討 情報政策課 39
311010 債権の収納率向上 収納推進課 40
311020 キャッシュレス決済の導入 収納推進課 41
311030 固定資産税（償却資産）の調査 固定資産税課 42
311040 43
311050 44
312010 使用料・手数料の見直し 行財政改革課 45
312020 道路占用料の見直し 道路課 46
313010 貸付・売却可能な市有財産の公開と公売の推進 資産活用推進課 47
313020 多目的室等の貸室化 財産経営課 48
313030 廃校の有効活用の検討 教育総務課 49
313040 資産活用推進課 50
314010 発行物、市有財産への広告掲載（成人式案内通知） 生涯学習・スポーツ課 51
314011 発行物、市有財産への広告掲載（庁内パソコン） 情報政策課 52
314020 ネーミングライツの推進 資産活用推進課 53
314030 全庁的な広告事業の推進 資産活用推進課 54
314040 クラウドファンディング活用の推進 行財政改革課 55
314050 ふるさと納税の推進 資産活用推進課 56
314060 企業版ふるさと納税の推進 資産活用推進課、政策企画課 57
314070 効率的な公金の運用 出納室 58
321010 補助金適正化の推進 行財政改革課 59
321020 投資効果を踏まえた事前評価制度の構築 行財政改革課 60
322010 再配置基本計画に沿った施設のあり方検討の推進 資産活用推進課 61
322020 施設の複合化や集約化の推進 資産活用推進課 62
322030 校区再編の推進 教育総務課 63
323010 庁内備品の共同利用 出納室 64
323020 学校施設維持管理の効率化 教育総務課 65
323030 システムの共同利用の推進 情報政策課 66
324010 市債発行の抑制と計画的な公共事業の推進 行財政改革課 67
324020 行財政改革課 68
324030 一時借入金利子の軽減 出納室 69
324040 外郭団体の経営健全化（全体方針） 行財政改革課 70
324041 外郭団体の経営健全化（土地開発公社） 資産活用推進課 71
324050 公営企業の経営健全化（市立病院） 市立病院 72
324051 公営企業の経営健全化（水道局） 水道局 73

事務の共通化・集約化に
よる業務執行の推進

AI・RPA等の活用による業
務の改革

自
主
財
源
の
確
保
と
新
た
な
財
源
の
創
出

公
有
財
産
の
整
理
合
理
化
と
適
正
な
財
政
運

営
の
推
進

市有財産の活用及び売却
等の推進

新たな財源の創出

戦略的な予算配分の推進

公共施設再配置の推進

新たな事務経費削減手法
の展開

将来を見据えた計画的な
財政運営の推進

受益者負担の適正化

税等の適正賦課及び収納
率の向上

業参入の推進

積極的な課題解決に挑む
職員の育成

誰もが働きやすく能力を
発揮できる組織体制の構

築

内部統制機能の強化

時間外勤務の抑制に向け
た取組の強化

市政改革プラン実施計画担当課一覧
実施計画名

市

と
共
に
目
指
す

満
足
度
の
高
い
行
政

サ
ー
ビ
ス
の
実
現

間
活
力
の
導
入

に
よ
る
質
の
高
い

行
政
サ
ー
ビ
ス
の

提
供

柔
軟
か
つ
適
正
な
業
務
遂
行
の
た

め
の
職
員
力
・
組
織
力
の
向
上

質
の
高
い
市

サ
ー
ビ
ス
の
提
供
と
効
率
的
な
行
政
経
営
の
両
立

多
様
化
す
る
市

ニ
ー
ズ
へ

対
応
す
る
た
め
の
協
働
・

連
携
体
制
の
強
化

柱１

柱２

時
代
の
変
化
に
即
応
で
き
る
組
織
体
制
の
構
築

柱３

将
来
を
見
据
え
た
持
続
可
能
な
財
政
基
盤
の
確
立

働
き
方
の
見
直
し
に
よ
る
生
産
性
の
向
上

サービスを提供できる仕
組みの構築

地域を支えるための行政
の支援推進

適切な業務分担による外
部委託の推進



実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

地区公民館は社会教育法に基づく教育委員会の所管施設ですが、平成２０年に鳥取市自治基本条例が制定され、コミュニティ活動の拠点施設
という位置づけが加わりました。現在、市内全６１地区に「まちづくり協議会」が設置されており、地区公民館を活動の拠点に、地域の課題
や住民ニーズを把握し、その解決と地域の活性化を図るための取り組みが展開されています。このような中、急速な人口減少や少子高齢化、
地域課題の多様化、地域のつながりの希薄化など、地域コミュニティを取り巻く環境が厳しさを増しており、地域によっては、人材の不足な
どにより組織や活動の維持存続に不安を抱えておられる状況があるため、平成２９年度から地域とともに地域組織のあり方の検討を進めてい
ます。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 111010

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

・佐治地区の拠点施設への指定管理者制度の導入（令和３年度～）

担当課 協働推進課、生涯学習・
スポーツ課柱 多様化する市民ニーズへ対応するための協働・連携体制の強化

施策 市民と共に目指す満足度の高い行政サービスの実現

細施策 市民ニーズに沿った行政サービスを提供できる仕組みの構築

実施計画名 地区公民館の地域運営（希望する地区での指定管理者制度の活用など）

改革の目標
地域の実情に即した公民館運営が可能となるよう検討を進めるととも
に、必要な支援を行うことで、希望される地区の全てにおいて、指定
管理者制度が活用されることを目指します。

個
別
成
果

指
標

希望される地区におけ
る指定管理者制度の活

用率：100％

効
果
額

―

個
別
成

果
指
標

１００％（１／１地区）

次
年
度
の

取
組
方
針

・指定管理者制度を導入した佐治地区の取組を評価
・取組状況等を他地区と共有

効
果
額

0万円

実
績
及
び
担
当
課
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

Ｂ
担
当
課
自
己

評
価

・予定どおり指定管理者制度を導入し、地域による施設運営へと移行することができた。
・新型コロナウイルス感染症の影響があり、施設利用や事業展開に制限があったものの、１年間大きな問題なく地
域運営できた。２年目以降はより地域の特色を生かした施設運営を期待したい。

単
年
度
計
画

・指定管理者に対するフォロー、ヒアリング調査
・指定管理者制度導入の効果や課題等の把握・分析
・希望する地区との意見交換 進

捗
状
況

・指定管理者制度を予定どおりに導入し、指定管理者へのヒアリ
ングを実施したが、大きな問題はなく、指定管理者による円滑な
事業展開を行っている。
・指定管理者の取組状況等について、公民館長会等で情報共有を
図っている。

進
捗
度
評
価

目指す姿
(実現する
内容)

活動の主体となる「まちづくり協議会」などの地域組織が、より裁量を持って地区公民館の運営を行っていただくことができる
よう指定管理者制度を活用することで、社会教育と地域づくり活動のより一層の連携を図り、住民自治を推進します。

取
組
の
概
要

令和２年度までに、地域
組織のあり方について外
部委員会や地域との意見
交換を踏まえ検討すると
ともに、モデル地区の地
区公民館における指定管
理者制度の活用を検討し
ます。また、令和３年度
以降は、当該モデル地区
において指定管理者によ
る地区公民館の管理運営
を開始するほか、他の地
域においても希望に合わ
せて指定管理者制度の活
用を進めます。

備
考

令和６年度

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

希望する地区における指定管理者制度の活用

外部委員会等による

検討（社会教育委員

会議・市民自治推進

委員会）

地域との意見交換

モデル地区での指定

管理者導入の検討

モデル地区で指定管理

者による公民館運営開

始

1



実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

本市では、平成15年7月に「市民活動拠点アクティブとっとり」を開設、翌平成16年4月には、平成7年10月に開設した鳥取市ボ
ランティアセンターを「鳥取市ボランティア・市民活動センター」に改称し、市民活動の促進、普及、啓発を進めています。
ボランティアのマッチングは、主に福祉施設向けに取り組んでいますが、多様なニーズや活動とのマッチングが求められていま
す。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 111020

施策 市民と共に目指す満足度の高い行政サービスの実現

細施策 市民ニーズに沿った行政サービスを提供できる仕組みの構築

実施計画名 ボランティアマッチングの推進

担当課 協働推進課
柱 多様化する市民ニーズへ対応するための協働・連携体制の強化

目指す姿
(実現する
内容)

ボランティアを提供する人（企業を含む）と支援を求める人をマッチングする仕組みを構築し、市民活動の促進を図ります。

取
組
の
概
要

令和2年度から3年度にか
けて、関係団体などとの
意見交換や試行運用を行
い、ボランティアマッチ
ングシステムを構築しま
す。令和４年度以降はボ
ランティアマッチングシ
ステムの運用を行いなが
ら継続的に必要な改善を
行います。

実
績
及
び
担
当
課
評
価

単
年
度
計
画

・新型コロナウイルス感染症の状況をふまえつつ、関係機関との
意見交換を実施
・ボランティアに関心がある事業者への情報発信、意見交換 進

捗
状
況

・令和３年度のボランティアマッチング件数は６８件となり、令
和元年度の０件、令和２年度の１８件と比較すると増加傾向にあ
る。
・ボランティアセンター職員とともにボランティア活動に参加す
る企画やボランティア登録者への研修などを実施している。
・企業への情報発信として、商工会議所への広報チラシの配架を
実施している。

進
捗
度
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

改革の目標 ボランティアマッチングシステムを利用することで、市民同士の助け
合いの促進が図られます。

個
別
成
果

指
標

ボランティアマッチン
グシステムの運用開
始：令和4年度

効
果
額

―

Ｂ
担
当
課
自
己

評
価

・当初、機械的なボランティアマッチングシステムの導入を検討していたが、ボランティアセンターと協議し、対
面を重視した丁寧なマッチングを行うこととした。現在、順調に取組が進んでおり、継続していく。
・コロナ禍の中でも、ボランティアをしたいという方は増加傾向にある。SDGｓ等を切り口に団体・企業へのボラ
ンティア参加の呼びかけを広げていきたい。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

・ボランティアマッチングシステム構築に向けた庁内検討
・対面を重視したボランティアマッチングシステムを構築

個
別
成

果
指
標

なし

次
年
度
の

取
組
方
針

・ボランティアマッチングの本格運用
・ボランティアマッチングの継続という面から、ボランティアのマナー等の質を高め、受け入れ側が安心できる体制を整える。（ボラ
ンティア登録者への継続的な研修の実施等）
・団体・企業へのアプローチを強め、企業のボランティア参加促進に向けた取組を進めていく。

効
果
額

0万円

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

※計画変更実施

マッチングシステムの検討

関係団体などとの意見交換

制度構築 マッチングシステムの運用、改善

2



改革の目標
通報システムの導入により、市民の通報にかかる手間の簡略化が図ら
れます。また、職員の現場確認に要する時間が不要となるため、市道
の破損や災害発生時の対応の迅速化が図られます。

個
別
成
果

指
標

通報システムの本格稼
働：令和3年度

効
果
額

20万円

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 111030

担当課 道路課
柱 多様化する市民ニーズへ対応するための協働・連携体制の強化

施策 市民と共に目指す満足度の高い行政サービスの実現

細施策 市民ニーズに沿った行政サービスを提供できる仕組みの構築

実施計画名 道路破損・災害時等における外部通報システムの構築

Ｂ
担
当
課
自
己

評
価

年度初めから、システム利用案内の説明に努め、実証実験を実施後、全市域での本格運用を図ることができた。

単
年
度
計
画

・一部地域において実証実験を行う。
・実証実験の成果検証を行う。
・全市域での本格運用を開始する。 進

捗
状
況

令和３年５月から２地域（賀露地区・湖山地区）で実証実験を実
施し、検証した結果、大きな問題はなかった。
令和３年７月から全市域で本格運用を開始した。

進
捗
度
評
価

実
績
及
び
担
当
課
評
価

目指す姿
(実現する
内容)

通報システムを構築し、市民が直接異常個所を写真撮影し投稿することで、職員は現場に行かずとも状況を把握し対応すること
ができるようになります。さらに、当該システムを活用することで、災害発生時の迅速な初動対応を目指します。

取
組
の
概
要

令和2年度に通報システ
ムを導入し実証実験を
行ったうえ、令和2年度
中に本格運用を行いま
す。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

・既存の道路管理システムを改良し、外部通報機能を追加

個
別
成

果
指
標

通報システムの本格稼働：令和3年度

次
年
度
の

取
組
方
針

より多くの町内会にシステムを活用してもらえるよう、利用説明会等を開催するとともに、改善点等について適宜検証していく。

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

効
果
額

0万円

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

市道の破損等の異常個所については、日常パトロールのほかは、主に町内会長ほか市民からの電話通報によるものが多く、職員
が現場を確認し対応方法を決定しているため、通報を受けてから対応までに時間が掛かる場合があります。

※計画変更実施

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

実証実験

成果の検

証

外部委託

（システム構築業

務）

本格運用、改善等の検証

3



実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

人口減少、運転手不足を背景に路線バスの廃止や縮小が続く一方で、高齢化の進展等により公共交通に対する市民ニーズは高
まっており、将来にわたり持続可能な公共交通の維持・確保が喫緊の課題となっています。このような中で、将来にわたり持続
可能な生活交通の維持・確保を図るための指針「鳥取市生活交通創生ビジョン」を令和2年3月に策定しました。令和2年度よ
り、このビジョンに基づき各地域の事情に合った利便性の高い効率的な公共交通を地域住民や交通事業者との連携により取り組
みます。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 111040

施策 市民と共に目指す満足度の高い行政サービスの実現

細施策 市民ニーズに沿った行政サービスを提供できる仕組みの構築

実施計画名 地域住民との連携による公共交通の維持・確保

担当課 交通政策課
柱 多様化する市民ニーズへ対応するための協働・連携体制の強化

目指す姿
(実現する
内容)

不採算バス路線の再編と新たな交通システムの構築を図り、効率的で利便性の高い公共交通を実現します。

取
組
の
概
要

令和2年度から、路線バ
ス等の廃止・減便の可能
性のある地域において、
より利便性が高く効率的
な移動手段の確保につい
て検討します。また、共
助交通など新たな交通シ
ステムの運行主体の育
成・確保に取り組んでい
きます。

実
績
及
び
担
当
課
評
価

単
年
度
計
画

・生活交通に関する地域との検討会を開催（佐治、青谷、神戸）
・共助交通等の運行主体の育成・確保
・バス路線再編に関する路線バス事業者との検討会を開催 進

捗
状
況

令和3年10月1日から佐治町で共助交通の運行を開始した。青谷
町、神戸地区では生活交通の確保策の方針を決定し、令和4年度
に新たな交通手段の試験運行を実施する。また、令和3年8月に全
市的に共助交通の取組を支援いただくNPO法人と連携協定を締結
し実施体制の強化を図った。こうした取組と併行して、不採算バ
ス路線の再編に向けた具体案についてバス事業者と協議を進め
た。

進
捗
度
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

改革の目標
公共交通の不便地域において、その地域の実情に合った利便性の高い
公共交通を確保するとともに、不採算バス路線の再編とそれに代わる
新たな交通システムの構築による予算削減が図られます。

個
別
成
果

指
標

新たな交通システムの
構築：令和5年度

効
果
額

1000万円

Ｂ
担
当
課
自
己

評
価

概ね計画通り進めることができている。引き続き、地域の実情にあった交通システムの構築に向けた具体的な取組
を検討、実施していく必要がある。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

個
別
成

果
指
標

なし

次
年
度
の

取
組
方
針

不採算バス路線の再編に向け、地域や交通事業者と連携を図りながら、新たな交通手段の導入に向けた検討、準備を進める。

効
果
額

0万円

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

各地域の新たな交通システムの検討

新たな運行主体の育成・確保

実証運行・検証・改善

バス路線の再編

新たな交通システムの構築

4



実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

本市では、若者が地域のまちづくり活動に興味を持ち、地域の魅力創造や課題解決に取り組む公民館事業に積極的に関わってい
ただくよう、鳥取大学、公立環境大学と連携し、平成29年度から若者のまちづくり事業（有償ボランティア制度）を実施してい
ます。これまでに、6地区公民館（若者延べ52人が参画）において取り組みが進められてきました。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 112010

施策 市民と共に目指す満足度の高い行政サービスの実現

細施策 地域を支えるための行政の支援推進

実施計画名 若者の参画促進

担当課 協働推進課
柱 多様化する市民ニーズへ対応するための協働・連携体制の強化

目指す姿
(実現する
内容)

若者（大学生等）の地区公民館の事業やまちづくり等への参加が広がるよう、さらなる取り組みを進め、地域社会の担い手とな
る人材の育成や、新たな発想や活力による地域の活性化を目指します。

取
組
の
概
要

令和2年度中に若者参加
を促進する取組を検討・
実施し、以降継続して取
組を進めます。

実
績
及
び
担
当
課
評
価

単
年
度
計
画

・令和２年度の成果を各地区へ提供
・地域活動に若者の参画を希望する地区を募集
・若者（大学）と調整して、若者を雇用し、地区活動に参画
・取組促進のための検討

進
捗
状
況

・６地区において若者事業を実施
修立：新感覚のエコクラブ活動とＳＤＧｓへの取組
日進：クリスマスイルミネーションフェスティバル
明徳：子どもと大人のふれあい事業、プロジェクションマッピン
グ
美保南：夏休み工作教室、星を観る会、ミニ文化祭
湖山：ＳＮＳを活用した「湖山フォトコンテスト」
鹿野：防災デイキャンプ(コロナ禍により中止)

進
捗
度
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

改革の目標 参加する若者の移動支援などによってより参加しやすい制度としま
す。

個
別
成
果

指
標

若者のまちづくり事業
を活用した地区数（累

計）：12地区

効
果
額

―

Ｂ
担
当
課
自
己

評
価

・若者の発想による新しい地域活動が展開され、地域活性化につながった。
・特にインスタグラムやＳＤＧｓなど若者の視点による企画は地域にとって新たな刺激になった。
・オンラインによる参加者同士の交流会を開催し、取組が発展するように努めた。

備
考

R4.4若者による取組を各地区へ広げて地域活性化を図ることを成果の一つとして、評価する主な成果指標を「地区数」へ変更します。これ
まで成果指標としていた参加者数（人材育成）は参考として取扱います。

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

・若者の参加　３地区１０人（令和２年度）
 　（修立、明徳、美保南地区公民館）
・若者の参加　６地区２５人（令和３年度）
 　（修立、日進、明徳、美保南、湖山、鹿野地区公民館）

個
別
成

果
指
標

若者のまちづくり事業に参加した若者の人数（累計）
３５人

若者のまちづくり事業を活用した地区数（累計）６地
区

次
年
度
の

取
組
方
針

・引き続き、大学と連携した取組で地域活性化を図る。
・これまでの取組に加え、地域が若者を確保する仕組みを検討していく。
・参加した若者と意見交換して得られた課題等について検討し、参加しやすい環境づくりに努める。
※工程表を具体化（計画そのものに変更はなし）

効
果
額

0万円

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

取組促進のた

めの検討

取組の推進

5



効
果
額

0万円

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

本市では、まちづくり協議会が地域の課題解決のため策定する「コミュニティ計画」の作成支援や必要な行政情報の提供を行う
ことを目的として、本市職員によるコミュニティー支援チーム（CST)を設置し、地域の取組を支援しています。
CSTの設置から10年以上経過した現在、地域から役割や必要性などについてご意見が寄せられており、あり方についての検討が
必要となっています。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 112020

改革の目標 専門知識や技術を持つ人材（アドバイザー）の派遣により、地域活動
の活性化に繋げます。

個
別
成
果

指
標

希望された地域・分野
への派遣割合：100％

効
果
額

―

個
別
成

果
指
標

希望された地域・分野への派遣割合
１００％

次
年
度
の

取
組
方
針

・外部アドバイザーだけでなく、本市職員も可能な範囲で地域に出向いて地域組織のあり方検討をサポートしていく。
・地域組織のあり方見直し以外にも、協働のまちづくりについて知っていただくための仕掛けを検討する。

協働推進課
柱 多様化する市民ニーズへ対応するための協働・連携体制の強化

施策 市民と共に目指す満足度の高い行政サービスの実現

細施策 地域を支えるための行政の支援推進

実施計画名 職員等の派遣の推進

実
績
及
び
担
当
課
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

Ｂ
担
当
課
自
己

評
価

・外部アドバイザー派遣を求める声が無く、市職員によるアドバイスで足りる部分があった。
・新型コロナウイルス感染症の影響で、地域で話し合う場が制限されているものと考えられる。
・一括交付助成事業を活用する地区が増え、地区同士で情報共有を図っていることも確認されている。

単
年
度
計
画

・各地区へ制度の周知を図る。
・希望のあった地区に対してアドバイザーを派遣する。
・外部アドバイザーだけでなく、市職員のスキル向上を図る。 進

捗
状
況

・地区からの要請に基づき、まちづくり協議会のあり方について
議論するため市職員を派遣（令和３年度：延べ３回）

進
捗
度
評
価

目指す姿
(実現する
内容)

活動の主体となる「まちづくり協議会」など地域組織が、地域が目指す姿やその実現に向けた取り組みを検討するに当たり、専
門知識を有するアドバイザーなどを派遣することで、住民自治の促進を目指します。

取
組
の
概
要

令和2年度から、派遣制
度の内容について検討
し、令和3年度から4年度
にかけて試行的に制度を
実施します。この結果を
踏まえ、令和5年度から
派遣制度を正式に運用し
ます。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

・湖南地区にアドバイザー派遣（令和２年度）
・市職員による出前説明

担当課

※計画変更実施

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

制度検討（メ

ニュー、人材）

アドバイザー派遣制度の実施
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担
当
課
自
己

評
価

・地域と意見交換し、一部の地区では地域内で類似の役割を担う組織の一体化を行い、地域の負担軽減につなげる
ことができた。
・協働内容の精査（地域負担の軽減等）について課題を共有し、関係課で議論を重ねていく。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

・庁内検討（令和２、３年度）
・自治連との意見交換（令和３年度）

個
別
成

果
指
標

協働のまちづくり推進本部会議・幹事会

次
年
度
の

取
組
方
針

・関係課とともに継続して対応を検討
・自治連など地域との協議を実施
・市から地域への依頼事項を整理し一覧として共有

効
果
額

0万円

協働推進課
柱 多様化する市民ニーズへ対応するための協働・連携体制の強化

目指す姿
(実現する
内容)

地域と市がそれぞれの特性や持ち味を生かし、協働して、ともに暮らしたくなる鳥取市の実現を目指します。

取
組
の
概
要

令和2年度に、現在の協
働の取組における役割分
担の状況把握を行い、令
和3年度には地域と市の
双方の役割分担のあり方
を検討する場を設けま
す。令和3年度の後半か
らは検討結果を踏まえ
て、より良い役割分担へ
向けた取組の整理を実施
します。

実
績
及
び
担
当
課
評
価

単
年
度
計
画

・関係課へのヒアリング調査
・自治連役員へのヒアリング調査
・調査結果をふまえて庁内検討
・自治連等との協議開始

進
捗
状
況

・庁内で対応を検討（情報共有・意見交換）
・自治連役員との意見交換を開催
・一部の地区でまちづくり協議会と公民館運営委員会を組織統合
・公民館長の地域推薦が難しい地区を対象として公募制度を導入

進
捗
度
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

改革の目標 地域へ依頼する内容を精査することで、地域と市それぞれが、取り組
むべき課題に注力できる環境を構築します。

個
別
成
果

指
標

地域との協議の場の設
置、運用：令和3年度

効
果
額

―

Ｂ

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

本市では、鳥取市自治連合会、まちづくり協議会など、地域運営を担うコミュニティ組織を協働のパートナーと位置づけ、市民
と行政との協働によるまちづくりを進めています。近年、急速な人口減少や少子高齢化、地域課題の多様化、地域のつながりの
希薄化など、地域コミュニティを取り巻く環境が厳しさを増しています。地域によっては、人材の不足などにより組織や活動の
維持存続に不安を抱えておられる状況があり、地域と市との役割分担の検討が求められています。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 112030

施策 市民と共に目指す満足度の高い行政サービスの実現

細施策 地域を支えるための行政の支援推進

実施計画名 協働内容の精査

担当課

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

地域と市の役割分担の検討、

あり方を考える場の設置（地域と

市）

現状の把握

運用、改善
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担
当
課
自
己

評
価

令和３年度に民営化対象とする園を変更したが、目標である２園の民営化に向けて計画変更し実施する。
引き続き関係機関、保護者と調整・協議が必要である。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

・城北保育園の民営化運営開始。
・保育園２園について、民営化に向けた協議、業者への意向調査を実
施。その結果、民営化ではなく公立園として継続運営することに決定。
・その他の２園について、民営化協議を行い、１園の民営化を決定。

個
別
成

果
指
標

民営化した保育園数1園

次
年
度
の

取
組
方
針

・当初予定していた保育園２園については、当該園の保育の需要や公私立の配置バランス等を考慮し、民営化ではなく公立を継続する
ことに決定した。
・令和３年度に決定した１園の民営化運営を開始。
・その他の１園について、民営化に向けた協議を行う。
・第３次民営化計画の策定を行う。

効
果
額

15,349万円

こども家庭課
柱 多様化する市民ニーズへ対応するための協働・連携体制の強化

目指す姿
(実現する
内容)

将来にわたり良好な保育環境を整備し、さらにその向上を図るために、民間保育事業者との官民協働による保育サービスの提供
を進めていくことが最も必要であると考え、「子ども・子育て支援新制度」により定められた多様な運営形態を採用しながら公
立保育園の民営化を目指します。

取
組
の
概
要

令和2年度には城北保育
園の民間運営を開始しま
す。併せて、他の保育園
の民営化に向けた保護
者・地元との協議を進
め、令和5年度の民間運
営開始を目指します。ま
た令和4年度には令和5年
度以降の民営化計画を策
定します。

実
績
及
び
担
当
課
評
価

単
年
度
計
画

・保育園２園について、民営化協議を進め、実施時期等計画を作
成する。
・その他の２園について民営化に向けた協議を行う。 進

捗
状
況

・保育園２園について、民営化協議を進めたが、公立保育園とし
て施設整備を行い継続運営することに決定。
・その他の２園について、関係機関等（民間事業者、保護者会
等）と民営化に向けた協議を行い、１園について令和４年度から
民営化することに決定。

進
捗
度
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

改革の目標 民営化を機に新園舎になることで保育環境が改善されます。また、民
間事業者による保育サービスの向上も図られます。

個
別
成
果

指
標

民営化した保育園数：
3園

効
果
額

2億9,820万円

Ｂ

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

本市では平成21年度4月に「鳥取市立保育園民営化ガイドライン」及び第1次民営化計画を策定し、平成23年度から公立保育園7
園の民営化に取り組んできました。さらに平成30年3月には平成30年度から令和4年度までを計画期間とした第2次民営化計画を
策定し、引き続き民営化の取組を進めております。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 121010

施策 民間活力の導入による質の高い行政サービスの提供

細施策 適切な業務分担による外部委託の推進

実施計画名 保育園の民営化

担当課

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

城北保育園民営運営開始（令和2年4月～）

保護者・地元との施設整備等協議（令和元年～）

保護者・地元との施設整備協議

施設整備・合同保育 保育園民営運営開

始

施設整備・合同保育

第３次民営化計画の

策定
第３次民営化計画の推進

8



備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

・保健所内の収納事務を、鳥取食品衛生協会に委託し、経費の削減を
図った。（令和２年度）

個
別
成

果
指
標

収納業務を外部委託した部署数
３部署（保健総務課、保健医療課、生活安全課）

次
年
度
の

取
組
方
針

・鳥取食品衛生協会への収納事務の委託により経費の削減を図る。
・収納事務の委託の実績を踏まえ、新たな保健所関連業務が生じる場合は、随時調整を行い外部委託の促進を図る。

効
果
額

73万円

実
績
及
び
担
当
課
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

目指す姿
(実現する
内容)

生活安全課が鳥取食品衛生協会とともに駅南庁舎に移転するのにあたり、駅南庁舎に移転する他課において今まで職員が対応し
ていた手数料等の収納業務を鳥取食品衛生協会に委託することで、委託による経費削減効果を生活安全課以外の課にも広げま
す。

取
組
の
概
要

令和2年度中に駅南庁舎
に移転する各部署に関連
する収納業務のうち、委
託可能な業務を集約して
外部委託の拡充を行いま
す。
また、駅南庁舎において
新たな収納業務が生じる
場合は、随時調整を行い
外部委託の促進を図りま
す。

施策 民間活力の導入による質の高い行政サービスの提供

細施策 適切な業務分担による外部委託の推進

実施計画名 保健所業務に係る手数料収納業務の外部委託

改革の目標
各部署に関連する収納業務のうち、委託可能な業務を集約して外部委
託することで事務の効率化と経費削減を図るとともに、民間活力を活
用した窓口サービスの質の向上を図ります。

個
別
成
果

指
標

収納業務を外部委託し
た部署数：3部署

効
果
額

170万円

Ｂ
担
当
課
自
己

評
価

生活安全課をはじめ保健所内の収納事務については、順調に進めることができ、経費削減につながっていると考え
る。
また、保健所内がコロナ対応で繁忙化する中、収納業務の効率化が図られていることで、職員の負担軽減に効果が
あったものと考える。

単
年
度
計
画

・鳥取食品衛生協会への収納事務の委託により経費の削減を図
る。

担当課 保健総務課
柱 多様化する市民ニーズへ対応するための協働・連携体制の強化

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

鳥取食品衛生協会は、鳥取県東部庁舎で業務を行っている生活安全課内にあり、生活安全課の業務（食品営業許可等）に関する
許可手数料等の収納業務を受託しています。
生活安全課の手数料等の収納業務に要する人員は、0.2人役程度であり、現在の生活安全課職員の平均給料単価を基本に換算す
ると、653千円が必要となりますが、鳥取県食品衛生協会に支払っている委託料は、442千円（平成28～平成30年度平均）である
ことから、年間211千円の経費が削減できています。

進
捗
状
況

保健所内の収納事務を委託により実施し、経費の削減を図った。

進
捗
度
評
価

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 121020

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

事務

調整

駅南庁舎における手数料等の収納事務を実施
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担
当
課
自
己

評
価

・事前調査とそれに基づく見直し作業を行い、方針改定(案)の作成を進めている。
・指定管理者制度等の個別の取組については、随時、対象案件の検討、ガイドラインや運用マニュアルの見直し等
を行っている。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

個
別
成

果
指
標

なし

次
年
度
の

取
組
方
針

・外部委託推進方針を改定し、外部委託等の導入を促進することにより、民間活力の活用による更なる市民サービスの向上と業務効率化
を目指す。

効
果
額

0万円

行財政改革課
柱 多様化する市民ニーズへ対応するための協働・連携体制の強化

目指す姿
(実現する
内容)

現在の「鳥取市外部委託等推進方針」は策定後10年以上が経過していることから、近年取組を進めてきた公共施設整備における
PPP（公民連携）や包括的外部委託等の新たな手法を盛り込むとともに、他自治体での先進的な取組を参考とした今後の方針を示
すことで、庁内業務の外部委託等の検討を促進し、民間活力の活用による更なる市民サービスの向上と業務効率化を目指しま
す。併せて外部委託等による市民サービス向上の効果検証に取り組み、市民への情報提供に努めます。

取
組
の
概
要

令和2年度に他自治体の
取組事例を研究するとと
もに、本市の外部委託等
の現状調査を行います。
また令和3年度にはそれ
らの結果を基に外部委託
等推進方針を見直し、令
和4年度～6年度にかけ
て、外部委託等の取組を
推進します。

実
績
及
び
担
当
課
評
価

単
年
度
計
画

・他自治体の取組事例の研究
・外部委託推進方針の見直し

進
捗
状
況

・庁内の外部委託の状況調査
・外部委託推進方針改定(案)の作成
・（特非）日本ＰＦＩ・ＰＰＰ協会主催のＰＰＰ（公民連携）研
修へ出席し、他市のPFI事業等の事例研究を行うとともに、民間
提案制度担当課の資産活用推進課と外部委託の現状、今後の方針
について協議を行った。

進
捗
度
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

改革の目標 外部委託等推進方針を見直し、全庁統一的なルールを示すことによ
り、新たな外部委託の検討が促進されます。

個
別
成
果

指
標

外部委託等推進方針の
見直し：令和3年度

効
果
額

―

Ｃ

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

本市では平成19年1月に「鳥取市外部委託等推進方針」を策定し、指定管理者制度の本格導入や、家庭ごみ・し尿の収集運搬、給
食センターの調理・運搬業務などの外部委託化に取り組んできたほか、平成29年度以降は公共施設の整備や運営におけるPPP（公
民連携）の推進や総合窓口の包括的外部委託など、積極的に民間活力を導入し、市民サービスの向上と業務の効率化を進めてき
ました。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 121030

施策 民間活力の導入による質の高い行政サービスの提供

細施策 適切な業務分担による外部委託の推進

実施計画名 外部委託等推進方針の見直し

担当課

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

他市事

例研究

現状

調査

外部委託等推進方針

の見直し
新方針に基づく取組の推進

成果検証
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担
当
課
自
己

評
価

・職員研修を令和4年1月に予定していたが、新型コロナウイルス感染症拡大により、オンラインでも研修の実施が
困難な状況となったため中止した。
・個々のデータのオープンデータ化は順次行っているが、全庁的な意識醸成については今後の課題である。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

・鳥取県と今後の方向性に関する協議の開始（令和２年度）

個
別
成

果
指
標

・R3末時点：14件中9件公開（推奨形式での公開0件）
・R2末時点：14件中8件公開（推奨形式での公開0件）

次
年
度
の

取
組
方
針

・地域情報化アドバイザー制度を活用した職員研修を実施し、職員の意識を深める。
・庁内データ利活用について調査研究を行い、市としてのオープンデータへの取組の方向性の検討を進める。

効
果
額

0万円

情報政策課
柱 多様化する市民ニーズへ対応するための協働・連携体制の強化

目指す姿
(実現する
内容)

令和元年度時点で公式ウェブサイトに公開していない情報のオープンデータを充実させるとともに、オープンデータ化に際して
は機械判読に適したデータ形式（主に国の推奨データセット）による公開を目指します。

取
組
の
概
要

令和2年度以降、職員に
向けたオープンデータの
理解を深めるための研修
を毎年実施するととも
に、各課公開情報の更な
るオープンデータ化を進
めます。

実
績
及
び
担
当
課
評
価

単
年
度
計
画

・オープンデータ職員研修の開催
・オープンデータの取組の推進（庁内データ利活用の検討）

進
捗
状
況

・研修未実施
・オープンデータ利活用セミナーにて他団体の事例収集を行っ
た。
・推奨データセットのうち、地域・年齢別人口をオープンデータ
として公開した。（ホームページにＣＳＶデータとして公開）
・名木・古木、指定等文化財、埋蔵文化財包蔵地のデータをオー
プンデータ化した。（鳥取市地図情報サービスに掲載）

進
捗
度
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

改革の目標 オープンデータの公開によって、市民や事業者が知りたい情報を、自
由な形で利用できる環境を構築することができます。

個
別
成
果

指
標

推奨データセット形式
での公開：100％

効
果
額

―

Ｃ

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

平成28年度より、鳥取市オープンデータ推進基本方針を策定し、令和元年度には公式ウェブサイトの更新とあわせて、公式ウェ
ブサイトの掲載情報は可能な限りオープンデータとして公開することとしました。これにより、平成30年度末時点で34件のデー
タをオープンデータとして公開していますが、国が推奨する「機械判別に適したデータ形式」となっていない状態であることか
ら、今後はオープンデータ化の推進とともに、データ形式の修正も行っていく必要があります。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 122010

施策 民間活力の導入による質の高い行政サービスの提供

細施策 民間への情報提供及び事業参入の推進

実施計画名 オープンデータの推進

担当課

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

オープンデータの推進

職員研

修

職員研

修

職員研

修

職員研

修

職員研

修
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実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

近年、民間企業による地域貢献が活発になりつつあり、また行政においては多様な市民ニーズへの対応やより質の高いサービス
の提供が求められています。このような中、民間企業と行政の双方にとって効果的な事業を展開するには、官民協働により創意
工夫を凝らした取組を行うことが必要です。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 122020

施策 民間活力の導入による質の高い行政サービスの提供

細施策 民間への情報提供及び事業参入の推進

実施計画名 NPO・企業からの協働事業提案制度の推進

担当課 行財政改革課
柱 多様化する市民ニーズへ対応するための協働・連携体制の強化

目指す姿
(実現する
内容)

市内のNPOや企業から事業提案を受け、民間の活力を積極的に取り入れ事業を実施する仕組みを構築することで、市民サービス
の向上と官民協働の更なる推進を目指します。

取
組
の
概
要

令和2年度～3年度にかけ
て、他自治体の事例研究
を行うとともに本市の協
働事業提案制度を検討
し、令和4年度に制度構
築を行います。令和5年
度以降は制度に沿って募
集を開始し、協働事業を
展開します。

実
績
及
び
担
当
課
評
価

単
年
度
計
画

・他自治体の事例を踏まえ、制度の検討を行う
・制度内容について、関係課と協議を行う

進
捗
状
況

協働推進課と協議を実施。協働推進課で、民間事業者（NPO、企
業等）からの提案を一元的に受け付ける窓口の設置を検討してお
り、まずは次年度に窓口を設置するところからスタートすること
となった。
すでに県が同様の取り組みを実施しており、実績について照会を
行った。

進
捗
度
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

改革の目標

民間事業者等は協働提案事業を通して市と協働事業を行うことで、社
会貢献と新たな事業参入の機会が生まれます。また市は民間資金やノ
ウハウを生かした効果的かつ質の高い市民サービスの提供ができるよ
うになります。

個
別
成
果

指
標 協働事業の実施：1件

効
果
額

50万円

Ｂ
担
当
課
自
己

評
価

概ね計画通り進めることができている。
まずはスモールスタートということで協働推進課にて窓口の立ち上げを行うこととなったが、今後民間事業者から
の反響、問い合わせ状況等を注視し、制度のあり方を検討する必要がある。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

個
別
成

果
指
標

なし

次
年
度
の

取
組
方
針

各担当課と協議を行いながら役割の確認、整理を行い、民間事業者からの提案を受け付ける仕組みづくりを行う。

効
果
額

0万円

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

協働事業提案

制度の構築
周

知

事業化

の検討

提

案

募

集

審

査

協

定

締

結

協働事業

の実施

成

果

検

証

他自治体の事例研究

制度検討
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実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

厳しい財政状況が続く中、選択と集中により市民にとって真に必要なサービスを提供していく必要があります。このため、国の
施策や社会情勢、市民ニーズを的確に捉えつつ、費用対効果を意識した政策立案、効率的な業務遂行ができる職員が求められて
います。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 211010

担当課 行財政改革課
柱 時代の変化に即応できる組織体制の構築

施策 柔軟かつ適正な業務遂行のための職員力・組織力の向上

細施策 積極的な課題解決に挑む職員の育成

実施計画名 職員のコスト意識の醸成

改革の目標
研修やその後の情報提供等のフォローアップを通じて、職員一人ひと
りがよりコスト意識を持ち政策立案や事業実施ができるようになりま
す。

個
別
成
果

指
標

　研修会受講者数：課長級以
下の全職員

　コスト意識調査の実施：5
回（年1回実施）

効
果
額

―

個
別
成

果
指
標

新採研修、幹部会議及び課長補佐を対象にした予算説
明会で市の財政状況を共有

次
年
度
の

取
組
方
針

継続した階層別研修会の実施や、アンケート調査によりコスト意識の醸成を図る。

効
果
額

0万円

実
績
及
び
担
当
課
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

Ｃ
担
当
課
自
己

評
価

今年度は対面での会議等が開催できたことから各階層に応じた情報提供と行動促進に注力できた。
アンケートについては効果的な設問を検討するため、実施には至らなかったが、引き続き内容の検討を進めてい
く。

単
年
度
計
画

職員のコスト意識を醸成するための情報提供及び財政研修(課長
補佐級）、コスト意識調査の実施

進
捗
状
況

４月の新採研修と幹部会議、10月の課長補佐を対象とした予算編
成説明会などで、各階層に応じた資料を用いて、市の財政状況を
共有するとともに、行財政改革の取り組みや業務改善の提案を促
した。また、これらを令和４年度の予算編成に反映するため、財
務係の各主計員が個別に担当課と費用対効果を踏まえた業務改善
について協議を行うなど意識の向上を図った。

進
捗
度
評
価

目指す姿
(実現する
内容)

鳥取市の財政状況等に関する研修会の開催、コスト意識調査、それらを踏まえた情報提供等を行うことで、事務事業や施策の費
用対効果を常に意識し、付加価値の高い市民サービスを提供できる職員の育成を目指します。

取
組
の
概
要

令和2年度から職員を対
象とした本市の財政状況
に関する研修を行うとと
もに、意識調査を実施し
ます。また、コスト意識
に関連する情報提供を行
います。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

情報提供

財政研修

の実施

コ
ス
ト
意
識
調
査

財政研修

の実施

コ
ス
ト
意
識
調
査

財政研修

の実施

コ
ス
ト
意
識
調
査 財政研修

の実施

コ
ス
ト
意
識
調
査 財政研修

の実施

コ
ス
ト
意
識
調
査
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改革の目標 職員がICTツールを使いこなせるようになり、事務の効率化が図られ
ます。

個
別
成
果

指
標

研修受講者数：延べ
6500人

　研修理解度：80％

効
果
額

―

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 211020

担当課 情報政策課
柱 時代の変化に即応できる組織体制の構築

施策 柔軟かつ適正な業務遂行のための職員力・組織力の向上

細施策 積極的な課題解決に挑む職員の育成

実施計画名 職員のICTスキルアップ

Ｃ
担
当
課
自
己

評
価

・各種研修の実施、参加については、コロナウイルス感染症対策の側面から、一部未実施となったものもあった
が、オンラインで研修を開催するなどといった工夫により、予定していた研修は概ね開催することができた。
・年度末アンケートは未実施

単
年
度
計
画

・新任研修(新規採用職員研修、サブシステム管理者研修等)
・操作研修(住民情報系システム操作研修、グループウェア操作
研修等各種操作研修)
・特定課題研修(情報セキュリティ研修、データ活用とオープン
データ研修、働き方の見直しとAI・RPA研修等の課題研修)
・ICT専門研修　・その他教育機会の提供
●アンケートで研修の理解度を測定し、翌年度の内容に反映させ
る。

進
捗
状
況

・新任研修：予定内容を実施
・操作研修：予定内容を一部未実施
・特定課題研修：予定内容を一部未実施
・ICT専門研修：予定内容を一部未実施

進
捗
度
評
価

実
績
及
び
担
当
課
評
価

目指す姿
(実現する
内容)

職員がICTに関するリテラシー（情報及び知識の活用能力）を身につけ、既存のICTツールの利活用方法などを自発的に発見し、
全ての職員が等しくICTツールの利活用ができるようになることを目指します。

取
組
の
概
要

令和2年度以降、職員に
向けたICT研修及び研修
後の理解度を測るアン
ケート調査を実施しま
す。また、アンケート調
査結果を踏まえ、翌年度
以降の研修内容を継続的
に改善します。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

・各種研修会の実施（令和２年度、令和３年度）

個
別
成

果
指
標

研修受講者数：850人/令和2年、900人/令和3年

次
年
度
の

取
組
方
針

・コロナウイルス感染症対策を見据えたリモート環境でも実施可能となる各種研修を継続して実施する
・年度末にアンケートを実施し、研修の理解度を測定し、翌年度の研修内容に反映させる。

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

効
果
額

0万円

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

令和元年度の新本庁舎移転に併せて市民サービスの向上及び業務の効率化などを目的として新たなICTツール（どこでもPC、ソ
フトフォン、どこでも会議、印刷認証）を導入しました。しかし、利用する職員側でツールの利用方法が理解できていないた
め、十分に機能が生かし切れていないことや、オフィスソフトを非効率に利用している事案などが散見されています。

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

ア
ン
ケ
ー
ト

職員研修

の実施

ア
ン
ケ
ー
ト

職員研修

の実施

ア
ン
ケ
ー
ト

職員研修

の実施

ア
ン
ケ
ー
ト

職員研修

の実施

ア
ン
ケ
ー
ト

職員研修

の実施
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実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

職員の企画提案力の向上と、自由闊達な政策論議ができる職場風土づくりに取り組むため、企画提案型の「職員プロポーザル」
と、業務改善等につながるアイデアを投稿する「アイデアポスト」により提案を募集しています。提案された企画は、SQプロ
ジェクトチームまたは担当課において事業化を検討しています。
※職員プロポーザル提案件数　令和元年度13件

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 211030

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

・R3年度職員提案を実施
（実績）職員プロポーザル：提案者数13名、提案件数18件
　　　　アイデアポスト：提案者数26名、提案件数71件

担当課 行財政改革課
柱 時代の変化に即応できる組織体制の構築

施策 柔軟かつ適正な業務遂行のための職員力・組織力の向上

細施策 積極的な課題解決に挑む職員の育成

実施計画名 職員提案の充実

改革の目標 職員の意識改革、企画提案能力の向上と、組織の活性化を図ります。

個
別
成
果

指
標

職員プロポーザル提案
件数：40件

効
果
額

―

個
別
成

果
指
標

職員プロポーザル提案件数：18件

次
年
度
の

取
組
方
針

・各担当課での、提案の実現に向けた検討の進捗管理を行う
・次回の職員提案にさらに提案数が増やせるような仕組みの検討を行う

効
果
額

0万円

実
績
及
び
担
当
課
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

Ｂ
担
当
課
自
己

評
価

・職員プロポーザルについて、目標件数（20件）にはわずかに届かなかったが、前回（R元年度）の実績13件を超
える提案があったほか、新規採用職員からの提案や複数名による共同提案もあった。また、アイデアポストは前回
（R元年度）の28件を大きく上回る提案があり、全庁的に改善提案しやすい雰囲気の醸成が進んでいると考えてい
る。

単
年
度
計
画

・職員提案の実施

進
捗
状
況

・R3年4月～6月にかけて職員提案を募集
（実績）職員プロポーザル：提案者数13名、提案件数18件
　　　　アイデアポスト：提案者数26名、提案件数71件
・職員プロポーザルについては幹部職員による書類審査（希望者
はプレゼンも実施）を行い、優秀提案を選定、表彰を行った
・職員プロポーザルの18提案について各担当課と調整を行い、実
現に向けての検討を行うよう依頼

進
捗
度
評
価

目指す姿
(実現する
内容)

職員提案制度の改善を図り、提案件数の増加や、提案実現をサポートする仕組みの構築を目指します。

取
組
の
概
要

令和2年度には、令和元
年度職員提案についてSQ
プロジェクトチームや各
担当課において事業化を
検討し、可能なものは事
業化します。また、より
職員が提案しやすくなる
ように提案制度の改善を
検討します。以降は令和
3年度、令和5年度と隔年
で職員提案を実施すると
ともに、制度内容も継続
的に改善していきます。

備
考

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

　

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和元年度職員提案

の事業化検討及び・

事業化

提案制度の改善検討
令和3年度職員提

案の実施

令和3年度職員提案の事業

化検討及び・事業化

提案制度の改善検討
令和5年度職員提

案の実施

令和5年度職員提案の事業

化検討及び・事業化

提案制度の改善検討
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目指す姿
(実現する
内容)

自主的に調査研究を行う職員グループの活動に対し、施設使用の許可、物品の貸し出し等の支援を行うことで、さらなる職員の
自己啓発意欲の高揚及び人を育てる職場風土の醸成を目指します。

取
組
の
概
要

令和2年度に、職員の自
主的な活動を支援する制
度について検討し、関係
課と調整を進めます。令
和3年度以降は当該制度
の利用を促進するため、
職員への案内や呼びかけ
を実施します。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

Ｃ
担
当
課
自
己

評
価

アンケート調査の結果、会議室の利用やPC等機材の貸与等について、一定数のニーズがあることを把握することが
できた。

単
年
度
計
画

支援内容等制度の検討、職員のニーズ把握、関係課と協議

進
捗
状
況

　新型コロナウィルス感染症対策のため、各種研修等延期や中止
となっているものも多く、グループによる活動自体、現在推奨し
ていないため、制度化、呼びかけを延期、制度化の検討を行っ
た。制度化の検討にあたり、アンケート調査を実施し、職員ニー
ズの把握に務めた。

進
捗
度
評
価

担当課

効
果
額

―

個
別
成

果
指
標

なし

次
年
度
の

取
組
方
針

アンケート調査結果を踏まえ、具体的な支援内容等の制度化に向け関係課との協議を実施する。協議結果等を踏まえ、案内、呼びかけ
の実施に向けた準備を進めていく。

職員課
柱 時代の変化に即応できる組織体制の構築

施策 柔軟かつ適正な業務遂行のための職員力・組織力の向上

細施策 積極的な課題解決に挑む職員の育成

実施計画名 職員の自主的な活動支援

実
績
及
び
担
当
課
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

効
果
額

0万円

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

現在は業務に関する研修、職階別の研修等により、職員のスキルアップにつながる支援を行っています。また、各職員が自己啓
発のために研修を選択し、受講できるよう研修内容の周知・紹介を行っており、各職員は自ら選択した研修の受講が可能となっ
ています。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 211040

改革の目標 支援制度により、職員の自主的な活動の活性化が図られます。

個
別
成
果

指
標 制度利用件数：10件

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

※計画変更実施

制度の検討、関係課との協議

案内、呼びかけ
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効
果
額

0万円

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

国・鳥取県においては平成28年度より全職員を対象としたフレックスタイム制度を実施されており、本市においても職員それぞ
れの実情に合わせた多様な働き方によるワークライフバランスの推進が求められています。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 212010

改革の目標 フレックスタイムの導入により働きやすい職場をつくることで業務の
効率化が図られます。

個
別
成
果

指
標

フレックスタイム制度
の開始：令和2年度

効
果
額

―

個
別
成

果
指
標

フレックスタイム制度の本格運用開始（令和２年１０
月）

次
年
度
の

取
組
方
針

引き続きフレックスタイム制度を運用していく。
制度の見直しが必要であれば、随時見直しを行っていく。

職員課
柱 時代の変化に即応できる組織体制の構築

施策 柔軟かつ適正な業務遂行のための職員力・組織力の向上

細施策 誰もが働きやすく能力を発揮できる組織体制の構築

実施計画名 フレックスタイム制度の導入

実
績
及
び
担
当
課
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

Ｂ
担
当
課
自
己

評
価

フレックスタイム制度については大きな問題なく運用できており、状況に応じて、見直しを行いながら運用してい
る。

単
年
度
計
画

・フレックスタイム制度の運用
・制度の見直しの検討

進
捗
状
況

令和２年度に引き続き、フレックスタイム制度を運用したが、新
型コロナウイルス感染症対応の保健所業務のために制度を利用す
る場合もあることから、前月末までの申請期限を前日の申請でも
可とするなど、制度を一部変更し、弾力的な運用をしている。

進
捗
度
評
価

目指す姿
(実現する
内容)

職員それぞれの実情に合わせた多様な働き方によるワークライフバランスの推進に向けて、フレックスタイム制度を実施しま
す。

取
組
の
概
要

令和元年度から令和2年
度にかけてフレックスタ
イム制度の試行運用を実
施し、制度の構築を行い
ます。令和2年度中に制
度の本格運用を開始する
とともに、その後は、必
要に応じた見直しを継続
的に実施します。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

担当課

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

試

行

運

用

試行結果

を踏まえた

本格運用

の検討

本格運用・見直し
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実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

平成28年3月に「鳥取市女性職員の活躍推進に関する特定事業主行動計画」を策定し、毎年度、特定事業主行動計画に基づく具
体的な取り組みを行っているところです。
令和元年度にはこれまでの取り組みを分析し、新たな目標設定のための検討委員会を行い、その結果、今後、次期計画の新たな
目標に向かって取り組んでいくこととなりました。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 212020

施策 柔軟かつ適正な業務遂行のための職員力・組織力の向上

細施策 誰もが働きやすく能力を発揮できる組織体制の構築

実施計画名 女性活躍の推進

担当課 職員課
柱 時代の変化に即応できる組織体制の構築

目指す姿
(実現する
内容)

引き続き、特定事業主行動計画に基づき、男女を問わず、職員一人ひとりが能力を発揮できる取り組みを行っていきます。

取
組
の
概
要

令和2年度以降、特定事
業主行動計画に基づく取
組を推進します。また令
和6年度には検討委員会
を開催し次期計画の策定
を行います。

実
績
及
び
担
当
課
評
価

単
年
度
計
画

計画に基づく取組を推進していく
・ジョブローテーション（4月）
・キャリアアップ研修を実施（7月）
・女性の受験割合の拡大に向けた取組の実施（4～5月）
・アンケート調査の実施
・ロールモデル

進
捗
状
況

・多様な職務機会を付与するため計画的なジョブローテーション
を実施（R3.4）
・新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点からキャリアアップ
研修の実施は見送った
・採用試験総合案内に女性職員の声を掲載。女性職員がオンライ
ン説明会に参加。

進
捗
度
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

改革の目標 女性登用を推進することで多様な視点や能力を活かした業務の推進が
図られます。

個
別
成
果

指
標

役職段階別の女性職員の割
合：部長及び次長級12％以
上、課長級30％以上

効
果
額

―

Ｃ
担
当
課
自
己

評
価

研修の実施については見送ったが、他の取組については概ね順調に取組が進んでいる

備
考

現計画策定時の実績
部長級及び次長級 9.1％、課長級 21.4％（H31.4.1現在）

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

個
別
成

果
指
標

部長級及び次長級 14.3％、課長級 22.2％（R4.5.1現
在）

次
年
度
の

取
組
方
針

引き続き、計画に基づく取組を推進していく
※毎年度末に次年度の具体的な取り組みを検討・決定することとしており、令和４年度以降の工程表に追記した。

効
果
額

0万円

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

令和元年度策定

特定事業主行動計画に基づく取り組み

次期計画策定の

ための検討委員

会の開催
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実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

本市の障がい者雇用率は、国が定める法定雇用率を上回る率を維持してきました。
平成29年度：2.46％（法定雇用率2.30％）、平成30年度：2.56％（法定雇用率2.50％）
令和元年度：2.60％（法定雇用率2.50％）

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 212030

施策 柔軟かつ適正な業務遂行のための職員力・組織力の向上

細施策 誰もが働きやすく能力を発揮できる組織体制の構築

実施計画名 障がい者雇用率の拡大

担当課 職員課
柱 時代の変化に即応できる組織体制の構築

目指す姿
(実現する
内容)

会計年度任用職員制度移行により算定基礎となる職員数が増加する中にあっても、令和2年3月に策定予定の障害者活躍推進計画
に基づき、引き続き法定雇用率を上回る率の維持を目指すとともに、障がい者雇用率の向上に努めます。

取
組
の
概
要

毎年度、障がい者受け入
れ態勢を検討し、それに
基づき翌年度の採用試験
を計画的に実施します。

実
績
及
び
担
当
課
評
価

単
年
度
計
画

・採用試験を実施（正規職員、会計年度任用職員）
・翌年度の配置に向けた受け入れ態勢の検討
・採用者の定着に向けた取組の検討 進

捗
状
況

正規職員、会計年度任用職員とも採用試験を実施し、正規職員１
名、会計年度任用職員１名を採用した。
採用日までに採用予定者、配属先とで面談を実施し、採用後の態
勢などを事前に確認した。
定着に向けて、個別に検討し、必要に応じて個別面談を実施する
などの対応を行った。

進
捗
度
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

改革の目標 障がい者雇用を推進することで多様な視点や能力を活かした業務の推
進が図られます。

個
別
成
果

指
標

法定雇用率：2.6％以
上を維持

効
果
額

―

Ｂ
担
当
課
自
己

評
価

概ね計画どおり進めることができている。

備
考

R3.4法定雇用率の引き上げ（R3.3）に伴い指標変更「2.5％以上」→「2.6％以上」

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

個
別
成

果
指
標

実雇用率 2.67％

次
年
度
の

取
組
方
針

引き続き障がい者雇用のための採用試験を実施し、採用後の定着に向けた取り組みについて検討し、実施していく。

効
果
額

0万円

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

採用試験

（正職）

採用試験

（会計年度）

受け入れ態勢の検

討

採用試験

（正職）

採用試験

（会計年度）

受け入れ態勢の検

討

採用試験

（正職）

採用試験

（会計年度）

受け入れ態勢の検

討

採用試験

（正職）

採用試験

（会計年度）

受け入れ態勢の検

討

採用試験

（正職）

採用試験

（会計年度）

受け入れ態勢の検

討
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実
績
及
び
担
当
課
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

Ｂ
担
当
課
自
己

評
価

　ストレスチェックについては、昨年と同様に受検率が低い所属には所属長より職員への声掛けを行ってもらっ
た。
　高ストレス者に対して、医師または保健師による面接指導、健康リスクが高い所属については所属長と協議し、
職場環境の改善に向けた取り組みを行った。引き続きメンタル不調を未然に防ぐため受検率100％を目指してい
く。

単
年
度
計
画

・新任管理職、係長級対象のハラスメント防止研修の実施、制度
の周知
・ストレスチェックの回答率向上への取組を行う 進

捗
状
況

・ハラスメント防止研修
　所属長対象・・・7/28に実施し117人が受講
　主任級対象・・・9/14に実施し95人が受講
・ストレスチェックは90.7%の受検率となった
・高ストレス者や高リスクの所属に対しての面接指導

進
捗
度
評
価

目指す姿
(実現する
内容)

引き続き、職員が相談しやすい環境づくりに努めるとともに、メンタルヘルス、ハラスメントの防止に係る研修の実施により、
風通しの良い職場風土の形成を図ります。併せて、セルフケアとして職員自身の気づきのきっかけとなるよう、ストレスチェッ
クの実施を推進します。

取
組
の
概
要

メンタルヘルス、ハラス
メントの防止に係る研修
を毎年実施するととも
に、職員個人のストレス
チェック実施を徹底しま
す。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

担当課 職員課
柱 時代の変化に即応できる組織体制の構築

施策 柔軟かつ適正な業務遂行のための職員力・組織力の向上

細施策 誰もが働きやすく能力を発揮できる組織体制の構築

実施計画名 メンタル休職者の削減、ハラスメント対策の徹底

改革の目標 メンタルヘルスの相談がしやすく風通しの良い職場環境づくりを行い
ます。

個
別
成
果

指
標

ストレスチェック回答
率：100％

効
果
額

―

個
別
成

果
指
標

回答率 90.7％(令和元年度 78.1％)

次
年
度
の

取
組
方
針

ハラスメント防止研修については、職階を変え実施していく

効
果
額

0万円

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

本市では、心の健康づくり事業計画に基づき、定期検診時のメンタルヘルスの問診・指導、ストレスチェックなどによるセルフ
ケア、産業医による定期相談、職員課保健師による相談、職場復帰プログラムによる職場復帰支援、メンタルヘルス研修の実施
など専門の産業保健スタッフによるケア、外部相談窓口の設置などのメンタルヘルス対策を実施しており、この結果、近年のメ
ンタル不調による長期病休者数は横ばいを維持しています。また、ハラスメント防止指針を策定し、管理職を対象としたハラス
メント防止研修を実施するなど、風通しの良い職場環境づくりに努めています。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 212040

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

職員研修、制度の周知

ストレス

チェック

ストレス

チェック

ストレス

チェック

ストレス

チェック

ストレス

チェック
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改革の目標 令和6年度までに組織内統制プロセスを確立することで、適正な事務
執行を確保することができるようになります。

個
別
成
果

指
標

組織内統制プロセスの
確立：令和6年度

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 213010

Ｂ
担
当
課
自
己

評
価

組織内統制を推進する部局と組織内統制を評価する部局は異なることが望ましいが、令和3年8月時点で地方自治法
に基づく内部統制を導入済の中核市５市については、２市が同一の担当課で推進と評価を担っている。本市にとっ
て適切な体制の整備を検討する必要がある。

単
年
度
計
画

県、政令指定都市における内部統制制度の運用状況を踏まえ、令
和４年度の組織内統制の試験運用に向けた制度の検討を行う。

進
捗
状
況

先進自治体における制度の実施体制について事例研究を行った。
特に、内部統制の取組を評価する部局は内部統制を実務レベルで
推進する部局から独立した評価が望まれるため、実施手法（担当
課を分ける、担当課は同一だが事務分掌・担当者を分ける等）を
調査した。

進
捗
度
評
価

担当課

効
果
額

―

総務課
柱 時代の変化に即応できる組織体制の構築

施策 柔軟かつ適正な業務遂行のための職員力・組織力の向上

細施策 内部統制機能の強化

実施計画名 組織内統制プロセス及び体制の整備

実
績
及
び
担
当
課
評
価

目指す姿
(実現する
内容)

組織横断的、総合的な組織内統制の体制を整備・運用し、事務事業の適正かつ効率的な執行を確保することにより、市民から信
頼される市政運営を行います。

取
組
の
概
要

令和2年度から3年度にか
けて、政令市や都道府県
といった先進事例を研究
し鳥取市における組織内
統制のあり方を検討しま
す。令和4年度からは組
織内統制プロセスや体制
の整備を行うとともに試
験的に運用を行い、令和
6年度に組織内統制を確
立します。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

個
別
成

果
指
標

なし

次
年
度
の

取
組
方
針

組織内統制の取組を推進する部局、組織内統制の運用状況を評価する部局及びそれらを総括する全庁的な体制整備を検討し、令和５年
度の試行運用開始に備えます。

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

効
果
額

0万円

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

本市においては、会計事務の適正執行、職員の信用失墜行為防止などを担う相当の組織内統制が既に存在しています。この組織
内統制をさらに効果的でかつ効率的なものにするためには、各部署の統制機能を組織横断的・総合的に運用していく必要があり
ます。

令和６年度

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

組織内統制

プロセスの確

立

先進自治体の事例研究

組織内統制

プロセスや体

制の整備

組織内統

制プロセ

スの試行

運用
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実
績
及
び
担
当
課
評
価

目指す姿
(実現する
内容)

業務におけるリスクを全庁的に見える化、共有化することで課題の整理を行い、組織的なリスク対策の実施を目指します。

取
組
の
概
要

令和2年度から3年度にか
けて庁内の事務上のリス
クの洗い出しを実施しま
す。令和4年度に整備す
る組織内統制プロセスや
体制を踏まえ、令和5年
度以降は洗い出されたリ
スクに対する対応策を整
備するとともに、潜在す
るリスクや対応策を継続
的に点検・見直しを行い
ます。

備
考

管理番号213010「組織内統制プロセス及び体制の整備」と一体的に進め、令和２年度から令和３年度までの「事務上のリスクの洗い出し・
評価」を踏まえた「組織内統制プロセスや体制の整備」（管理番号213010）を令和４年度に実施します。

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

個
別
成

果
指
標

リスクの洗い出し：令和３年度

次
年
度
の

取
組
方
針

財務リスク対応策の根拠となる規程類の洗い出しを行う。
※工程表に追記（計画自体に変更はなし）

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

効
果
額

0万円

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

本市においては、会計事務の適正執行、職員の信用失墜行為防止などを担う相当の組織内統制が既に存在しています。この組織
内統制をさらに効果的でかつ効率的なものにするためには、各部署の統制機能を組織横断的・総合的に運用していく必要があり
ます。

Ｂ
担
当
課
自
己

評
価

設定したリスク一覧は、当該リスクに対する適切な対応策がとられているか検討するために策定した。次年度は、
当該リスクに対する有効な規程類が整備されているか検討する必要がある。

単
年
度
計
画

財務に関する事務における想定されるリスクの一覧を作成する。

進
捗
状
況

これまでの本市における監査委員の指摘事項の事例等を基に、収
入事務におけるリスク、入札・契約におけるリスク等の１３件に
類型化し、そのうち特に注意を要するリスク（不適切な調定事
務、不適切な契約相手の選定方法等）の一覧を作成した。

進
捗
度
評
価

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 213020

担当課 総務課
柱 時代の変化に即応できる組織体制の構築

施策 柔軟かつ適正な業務遂行のための職員力・組織力の向上

細施策 内部統制機能の強化

実施計画名 業務におけるリスクの洗い出し、課題の整理

改革の目標 不適正な事務や信用失墜行為につながるリスクをあらかじめ把握し、
事前防止を図ることができるようになります。

個
別
成
果

指
標

リスクの洗い出し：令
和３年度、

リスク対応策の整備：
令和５年度

効
果
額

―

令和４年度 令和５年度 令和６年度

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度

リスク対応策の整備・実施事務上のリスクの洗い出し・評価

リスク対応策の点検・改善
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実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

職員のコンプライアンスの徹底を目的に設けている「懲戒処分等の基準」や「利害関係者との会食等の出席に関する基準」のほ
か、綱紀粛正等に関する各種通知により職員に対し周知徹底しています。その他、内部通報制度の導入、コンプライアンス研修
の実施により、コンプライアンスに対する意識の醸成に努めています。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 213030

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

担当課 職員課
柱 時代の変化に即応できる組織体制の構築

施策 柔軟かつ適正な業務遂行のための職員力・組織力の向上

細施策 内部統制機能の強化

実施計画名 コンプライアンスの推進

改革の目標 職員のコンプライアンス意識の底上げにより、誠実かつ公正な事務執
行に努めます。

個
別
成
果

指
標

研修参加者：全階層職
員

効
果
額

―

個
別
成

果
指
標

なし

次
年
度
の

取
組
方
針

未だ新型コロナウイルス感染症の終息がみえず、オンライン開催等も視野に入れ実施を検討する。

効
果
額

0万円

実
績
及
び
担
当
課
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

Ｃ
担
当
課
自
己

評
価

新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から開催を中止としたが、コンプライアンス確保への意識向上のため、
感染状況を確認しながら研修を実施していきたい。

単
年
度
計
画

課長補佐級対象（連携中枢都市圏合同研修）と係長級対象の研修
を実施

進
捗
状
況

・新規採用職員研修で「公務員の心構え」について講義を行った
・新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から開催を中止とし
た
（受講者が広域に渡ることやグループワークができないことによ
り研修効果が低くなると判断したことによるもの）

進
捗
度
評
価

目指す姿
(実現する
内容)

引き続き、綱紀粛正等に関する職員への周知を図るとともに、コンプライアンス研修の実施により、意識の底上げを目指しま
す。

取
組
の
概
要

令和2年度から6年度まで
に、各階層ごとのコンプ
ライアンス研修を実施し
ます。

備
考

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

研修の実施
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実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

本市の内部通報制度については、平成18年度より実施しています。外部通報窓口も設置していますが、近年通報がない状態が継
続しています。
今後も内部通報制度の適切な運用により不適正事務等を継続的に防止できるよう、引き続き取組を推進する必要があります。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 213040

施策 柔軟かつ適正な業務遂行のための職員力・組織力の向上

細施策 内部統制機能の強化

実施計画名 内部通報制度の活用

担当課 職員課
柱 時代の変化に即応できる組織体制の構築

目指す姿
(実現する
内容)

庁内通知、研修等を通じて内部通報制度の周知を図り、当該制度の適切な運用によって、不適正事務の防止を目指します。

取
組
の
概
要

内部通報制度の周知・案
内を継続的に実施すると
ともに、令和2年度、4年
度、6年度に職員アン
ケートを実施し、職員へ
の制度の周知率把握を実
施します。

実
績
及
び
担
当
課
評
価

単
年
度
計
画

庁内グループウェア掲示板に加え、研修の実施などにより職員に
対して内部通報制度の周知を行うことで認知度のさらなる向上を
図る。 進

捗
状
況

新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け研修の実施は見送っ
たが、庁内グループウェア掲示板への掲載により職員に対して内
部通報制度の周知を行った。

進
捗
度
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

改革の目標 不適正な事務処理の防止に繋がるとともに、万が一不適正事務が発生
した場合の早急な是正が図られます。

個
別
成
果

指
標

内部通報制度の周知
率：100％

効
果
額

―

Ｂ
担
当
課
自
己

評
価

概ね計画どおり順調に進めている。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

個
別
成

果
指
標

48.78%

次
年
度
の

取
組
方
針

庁内グループウェア掲示板に加え、研修の実施などにより職員に対して内部通報制度の周知を行うことで認知度のさらなる向上を図
る。

効
果
額

0万円

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

制度周知・案内

アンケートアンケートアンケート
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担
当
課
自
己

評
価

打刻された出退勤時刻と時間外申請との乖離を把握するための仕組みづくりに時間がかかり、乖離のある所属への
指導ができていない状況ではあるが、令和４年度の早い段階で各所属への指導等を進めていきたい。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

勤務時間の実態把握のための機器等の導入（令和２年度）

個
別
成

果
指
標

勤務実態に合わせた指導を行う仕組みを構築：令和3
年度

次
年
度
の

取
組
方
針

時間外申請と退勤時間等の乖離を把握し、乖離のある所属への指導を行い、適切な労務管理を進めていく。

効
果
額

6,425万円

職員課
柱 時代の変化に即応できる組織体制の構築

目指す姿
(実現する
内容)

出退勤管理機器の導入等により全職員の出退勤時刻を把握・管理し、指導に繋げる仕組みを構築します。

取
組
の
概
要

令和2年度以降、出退勤
管理機器を活用して職員
の勤務実態の把握を継続
的に行います。また、時
間外申請と退勤時間に乖
離がある部署や、時間外
勤務の多い部署への指導
等を行います。

実
績
及
び
担
当
課
評
価

単
年
度
計
画

職員課で勤務時間の実態把握を行い、時間外申請と退勤時間等の
乖離のある所属への指導を行う。

進
捗
状
況

打刻された出退勤時刻と時間外申請との乖離を把握するための仕
組みは年度内に利用ができる状態にはなったが、乖離のある所属
に対しての指導はできていない。

進
捗
度
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

改革の目標 勤務実態を把握することで、適切な時間管理及び指導に繋げ、時間外
勤務の抑制を図ります。

個
別
成
果

指
標

勤務実態に合わせた指
導を行う仕組みの構
築：令和3年度

効
果
額

5480万円

Ｃ

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

　働き方改革関連法における労働安全衛生法の改正に伴い、「客観的方法による労働時間把握」が義務化されています。
　また、本市の特定事業主行動計画においても「定時退庁ができない職員等を把握し、時間外勤務の適正化を図る」ことを取り
組み内容としています。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 221010

施策 働き方の見直しによる生産性の向上

細施策 時間外勤務の抑制に向けた取組の強化

実施計画名 適切な労務管理による時間外削減

担当課

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

勤務時間の実態把握（出退勤管理機器等の導入など）

・時間外勤務とのチェック

時間外申請と退勤時間の乖離がある所属への指導

実態把握の結果、時間外勤務の多い所属への指導・助言、成果の検証等
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担
当
課
自
己

評
価

令和3年度は新型コロナウイルス感染症対応、給付金業務などの突発的な業務が多く、昨年度と比較し時間外勤務
が増となったが、保健所業務等の業務軽減には繋がった。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

市民税課（賦課業務）への応援（令和2年度）
新型コロナウィルス感染症対策業務、給付金等業務への対応（令和2年
度）

個
別
成

果
指
標

―

次
年
度
の

取
組
方
針

今年度までの運用において一定の効果が認められたものと認識しているとともに、新型コロナウイルス感染症の感染拡大は今後も継続
すると思われることから、引き続き、感染症対応業務への運用を中心に横断的な応援体制の構築を図る。

効
果
額

0万円

職員課
柱 時代の変化に即応できる組織体制の構築

目指す姿
(実現する
内容)

繁忙期の時間外勤務抑制と職員の効率的な運用のため、効果的な兼務、併任等により、部署を横断した応援体制の構築を目指し
ます。

取
組
の
概
要

令和2年度から3年度にか
けて、部署横断的な人的
支援を行う制度につい
て、試行運用を行いなが
ら検討します。令和4年
度以降は、当該制度の運
用を開始し、必要に応じ
て継続的に見直しを実施
します。

実
績
及
び
担
当
課
評
価

単
年
度
計
画

全庁的な応援体制を試行、制度化の検討

進
捗
状
況

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の状況下であったことか
ら、当該感染症対策業務への運用がメインとなり、現場対応優先
として柔軟な対応を行ったため制度化まで至っていないが、年間
を通じて各部局職員に保健所兼務を発令したことで感染症対応を
円滑に遂行することができた。

進
捗
度
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

改革の目標 横断的な応援体制により繁忙期における特定の所属又は職員の時間外
業務負担を分散化します。

個
別
成
果

指
標

制度を利用した所属の
職員一人当たりの時間
外勤務：10％削減

効
果
額

―

Ｂ

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

庁内所属によっては、繁忙期など特定の理由により時間外勤務が集中的に行われている所属があります。この時間外勤務が集中
する期間が、年度内の一時期のみである場合、時間外勤務の解消、平準化のための人事異動による職員の配置は難しい状況にあ
ります。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 221020

施策 働き方の見直しによる生産性の向上

細施策 時間外勤務の抑制に向けた取組の強化

実施計画名 繁忙期の人的支援（横断的な応援体制の構築）による時間外削減

担当課

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

制度の検討・試行運用

運用

見直し 見直し 見直し
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実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

長時間労働の是正については、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」に基づく特定事業主行動計画及び、「働き
方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律」に基づく時間外勤務の上限規制の導入により、全庁的に取り組んでいま
す。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 221030

施策 働き方の見直しによる生産性の向上

細施策 時間外勤務の抑制に向けた取組の強化

実施計画名 効率的に業務を遂行する職員への評価制度

担当課 職員課
柱 時代の変化に即応できる組織体制の構築

目指す姿
(実現する
内容)

職員の時間管理意識を向上するため、時間外勤務の抑制等、業務の効率化に努めたことが公正・公平に評価されるよう、人事評
価の評価指標の見直しを行います。

取
組
の
概
要

令和2年度中に、時間外
勤務の抑制や業務の効率
化に努めた職員を評価す
るための評価項目等を検
討します。令和3年度以
降は人事評価に反映させ
ていきますが、制度開始
から2年程度（令和4年度
まで）は、検討委員会に
より評価制度の状況を確
認し、より適正な評価制
度となるよう必要に応じ
て見直しを行います。

実
績
及
び
担
当
課
評
価

単
年
度
計
画

人事評価項目へ反映し運用する。

進
捗
状
況

令和３年度当初に改めて人事評価制度検討委員会を開催し、評価
制度マニュアルの改定内容の委員了承を得た上で、令和３年度よ
り運用を開始した。

進
捗
度
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

改革の目標 職員の時間管理意識を高めることで生産性向上が図られます。

個
別
成
果

指
標

人事評価への反映開
始：令和3年度

効
果
額

―

Ｂ
担
当
課
自
己

評
価

工程表のとおりのスケジュールで進めている。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

人事評価検討委員会での検討実施（令和２年度）

個
別
成

果
指
標

令和3年度より人事評価へ反映済

次
年
度
の

取
組
方
針

課題等が生じた場合は、適宜、人事評価制度検討委員会で見直し検討を行いながら、引き続き改定内容で運用を行う。

効
果
額

0万円

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

評価項目、内容の

検討

評価項目の反映・運用

検討委員会によ

る見直し

検討委員会によ

る見直し
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担
当
課
自
己

評
価

・早期帰宅勧奨のため管理ツールを利用した職員パソコンへの設定について、情報政策課と職員課で実際に使って
見ながら検討し、令和４年４月からの試行運用を迎えることができた。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

・パソコンへの帰宅勧奨メッセージの表示開始（令和４年４月）

個
別
成

果
指
標

なし

次
年
度
の

取
組
方
針

・試行運用の結果を集計し、帰宅状況の分析を行うことで、効果を検証する。
・検証結果を踏まえて、令和５年からの本格運用を目指して、より効果の出るパソコンへの告知方法を検討する。

効
果
額

0万円

情報政策課
柱 時代の変化に即応できる組織体制の構築

目指す姿
(実現する
内容)

一定時刻になると、起動している全パソコンに対して帰宅勧奨のメッセージを表示するなど、職員への早期帰宅の意識付けを行
うことで、時間外勤務の抑制を目指します。

取
組
の
概
要

令和2年度に時間外のパ
ソコン稼働時間を測定す
るとともに、全パソコン
へのメッセージ表示を行
うツールやルールを検討
します。令和3年度の前
半にはメッセージ表示の
動作検証を行い、令和3
年度後半から本格運用を
開始します。併せて運用
後に効果測定を行い、継
続的に見直しを行いま
す。

実
績
及
び
担
当
課
評
価

単
年
度
計
画

・現在の帰宅状況の分析実施
・実施ツールの動作検証
・運用の開始 進

捗
状
況

・管理ツールを職員PCへ配布し設定
・管理ツールを利用した帰宅状況の集計実施
・実施ツールの動作検証による通知手法の検討
・令和４年４月からの試行運用に向けた庁内周知

進
捗
度
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

改革の目標 各人PCへの通知により早期帰宅への意識づけを行うことで、業務時間
内の効率的な業務推進が図られます。

個
別
成
果

指
標

18時時点のパソコン稼
働台数：5％減（令和2
年度測定値比）

効
果
額

―

Ｂ

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

本市では、職員課が提示する『時間外勤務５原則』において、「仕事は原則として終業時刻以降に持ち越さない」、「緊急の必
要がある場合のみ時間外勤務を行う」、「「慣れ残業」はしない」、「管理職員は、特定の職員に時間外勤務が集中しないよう
に配慮する」、「やむを得ず時間外勤務を行う場合は、午後５時までに時間外勤務命令申請により承認を得る」の点について、
時間外勤務の縮減に取り組んでおります。今後の働き方改革推進のため、職員へさらなる周知・徹底が必要となります。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 221040

施策 働き方の見直しによる生産性の向上

細施策 時間外勤務の抑制に向けた取組の強化

実施計画名 ICTを活用した職員の早期帰宅勧奨

担当課

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

実施方法・ツール検

討
運用開始

動作

検証

効果測定

事前測定

引き続き運用実施
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実
績
及
び
担
当
課
評
価

目指す姿
(実現する
内容)

文書を電子化し、かつ電子決裁を推進することで、発生簿冊量及び紙文書の削減に取り組み、業務の効率化を目指します。

取
組
の
概
要

令和2年度以降、全庁的
な電子決裁の推進に向け
た取組を行うほか、必要
に応じて電子決裁の運用
ルールの見直しを継続的
に行います。

備
考

＜効果額の算出方法＞
文書管理システム上で管理する行政文書として、2,000,000枚／年が発生。（簿冊１冊当たり500枚、合計4,000冊）
紙文書化（印刷）するコスト（年間）＝10,000,000円（5円／枚×2,000,000枚）
よって、電子決裁を一切行わない（比率０％）状況と比較し、１％向上するごとに100,000円のコスト削減を見込むことができる。

＜年度別の目標値設定＞
令和元年度末時点（40％）を基準に、10％向上を目標とする。
５カ年計画であるが、初年（令和２年度）は目標を設定せず、２年目以降段階的に向上させていくこととした。

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

個
別
成

果
指
標

3.3%向上

次
年
度
の

取
組
方
針

・個別聴取の結果を踏まえて具体的な取組みを実行につなげる。
（例）システム操作研修会の実施、共有フォルダルールの確立(情報政策課と要協議）
・今後の取組を計画的に実施するため工程表を詳細化した。

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

効
果
額

33万円

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

各課からの引継ぎにより、本庁舎及び駅南庁舎にある総務課所管の文書保管書庫の空き容量は年々少なくなりつつあります。た
だし、簿冊そのものは年間で約4,000冊程度発生しており、使用中又は総務課への引継ぎ分も含め、簿冊の全体量は、年々増加
しています。
（簿冊量：Ｈ27　108,591冊、Ｈ28　112,695冊、Ｈ29　115,106冊）

Ｂ
担
当
課
自
己

評
価

アンケートの回答結果を踏まえて方針策定につなげる計画であったが、より詳細な聴取が必要との判断に至り、こ
の点においては遅れている。
一方で、定量的評価である電子決裁比率においては目標値である43％を達成した（実績値43.3％）ため、左記の評
価とした。

単
年
度
計
画

１　職員アンケートの回答結果等から課題を抽出し、方針を６月
末までに策定する。
２　７月以降は、策定した方針に基づき取組みを展開していく。
（必要に応じて、ルールの見直し等）

進
捗
状
況

令和２年度に実施したアンケートの回答内容を分析するも、「分
野ごとに課題は異なる」との結論に至り、個別聴取を実施した。
（令和４年３月）
ヒアリングの内容を踏まえて、具体的な取組みを検討していると
ころである。

進
捗
度
評
価

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 222010

担当課 公文書管理室
柱 時代の変化に即応できる組織体制の構築

施策 働き方の見直しによる生産性の向上

細施策 事務の共通化・集約化による業務執行の推進

実施計画名 電子文書化の推進

改革の目標
電子文書化を推進することで文書検索時間の迅速化に繋げ、情報開示
請求への応答時間短縮を図ります。また、印刷コストの削減を目指し
ます。

個
別
成
果

指
標

電子決裁比率：10％向
上

効
果
額

260万円

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

電子決裁の運用（全庁）

運用ルールの修正等（随時）
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実
績
及
び
担
当
課
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

Ｂ
担
当
課
自
己

評
価

概ね計画通りに進めることができている。
駅南庁舎についても管理担当者を決め、運用を開始することができた。

単
年
度
計
画

・コピー用紙の保管管理
・コピー用紙購入実績の記録
・駅南庁舎への範囲拡大 進

捗
状
況

年間を通して月２回の発注時での在庫状況等の把握を行った。
駅南庁舎についても在庫管理・一括発注の運用を開始した。

進
捗
度
評
価

目指す姿
(実現する
内容)

新庁舎移転に合わせて、複写機、コピー用紙の管理・支払い等を集約し、業務の効率化及び経費削減を目指します。（コピー用
紙のストックを39か所（課）から8か所へ（市役所本庁舎））

取
組
の
概
要

令和2年度に、各課のコ
ピー用紙購入に係る予算を
部局単位にまとめ、用紙の
保管及び調達に係る事務を
集約します。また、令和4
年度にかけて、複写機のプ
リント数、保管場所毎のコ
ピー用紙使用量を集約先部
署（予算要求担当）に提供
し、翌年度のコピー用紙の
予算要求に反映させること
とします。目標値への到達
状況を見ながら、令和5年
度以降も引き続きコピー用
紙の使用量の把握に努めま
す。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

用紙の保管及び調達に係る事務を集約（令和２年度）
新たに駅南庁舎での運用を開始（令和３年度）

担当課 検査契約課
柱 時代の変化に即応できる組織体制の構築

施策 働き方の見直しによる生産性の向上

細施策 事務の共通化・集約化による業務執行の推進

実施計画名 物品購入、支払いの一括管理

改革の目標
複写機の管理、コピー用紙の購入等に係る事務を集約することで業務
効率化を図るとともに、各課で保管していたコピー用紙を集約化する
ことで余分なストック（購入）を抑え、経費削減を目指します。

個
別
成
果

指
標

コピー用紙の購入量
（箱数）：30％減

効
果
額

790万円

個
別
成

果
指
標

なし

次
年
度
の

取
組
方
針

引き続き、購入実績などの状況把握に努め、継続した運用を図っていく。

効
果
額

100万円

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

本市では、複写機の調達のみ検査契約課が一括で行っており、調達後の複写機の管理やコピー用紙保管、支払いは各課が行って
います。コピー用紙については、各課がそれぞれで管理するため、不足に備えて、必要以上にストックを抱える状況になってい
ます。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 222020

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

コピー用紙の保管場

所、支払の集約

コピー用紙の

使用量を計測

予

算

反

映

コピー用紙の使用量を計測
コピー用紙の

使用量を計測

予

算

反

映

コピー用紙の

使用量を計測

予

算

反

映
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担
当
課
自
己

評
価

内部規定により使用簿や在庫管理表等、管理するために必要な様式を作成したため、発注や在庫管理に活用するこ
とができた。また、よりわかりやすく物品整理を行ったことで、管理する側の物品補充等にかかる時間短縮につな
がった。
一方で、各課事業費で発注すべき個別の消耗品もあり、事業進捗に合わせた各課発注が一部求められる。その他の
消耗品については、ほぼ一括管理を行った。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

・一部の事務消耗品について一括発注。
・消耗品の在庫の一括管理。

個
別
成

果
指
標

共通の消耗品の一括管理・一括調達

次
年
度
の

取
組
方
針

消耗品の一括管理に係る職員、備品の週管理を行う。職員の省力化・負担軽減につながる運用方法の検討を行う。

効
果
額

43万円

保健総務課
柱 時代の変化に即応できる組織体制の構築

目指す姿
(実現する
内容)

各課で行っている消耗品の調達を駅南庁舎所属で一括して行い保管スペースも集約することで、調達や保管に係る手間を省力化
するほか、保管スペースと在庫の圧縮を目指します。

取
組
の
概
要

令和2年度から一部の消
耗品について部内での一
括発注を開始します。令
和3年度には一括発注の
ための消耗品データベー
スを作成し、令和4年度
以降、すべての消耗品の
一括発注を実施します。
また、消耗品の一括発注
の取組と併せて、備品の
一括発注一括管理につい
ても検討を進めます。

実
績
及
び
担
当
課
評
価

単
年
度
計
画

・効率的な在庫管理、年間の使用量の把握。
・各課で発注すべき消耗品（各事業費分）と集中管理消耗品の切
り分けを行う。 進

捗
状
況

消耗品については、令和３年４月から内部規定を施行し、在庫管
理や使用量の把握等を行いデータベース化が完了した。
備品については、一括発注一括管理の検討を行ったが、職員負担
に対する効果が望めないことから、計画を変更することとした。

進
捗
度
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

改革の目標 消耗品調達に係る事務や保管場所を集約することで、事務の効率化が
図られます。

個
別
成
果

指
標

全ての消耗品の一括調
達を実施：令和4年度

効
果
額

390万円

Ｂ

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

令和２年度駅南庁舎に、保健所、保健センター、子育て支援機能を集約し、「健康づくりと子育て支援の総合拠点」としてオー
プンするための整備をしています。今まで別々の庁舎に配置されていた部署が1フロアに集まるため、限られたスペースの有効
活用が必要となりました。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 222030

施策 働き方の見直しによる生産性の向上

細施策 事務の共通化・集約化による業務執行の推進

実施計画名 駅南庁舎所属の消耗品の一括管理

担当課

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

  

部内標準事務費（一

部）の集約化

消耗品発注品集約の

データベース整備

（データベース作成ソ

フトなどを用いる）

一部消耗品の一括発注の開始

データベース整備

後、すべての消耗

品一括発注の推進

備品についても、一括発注一括管理につい

て検討

継続実施
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実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

庁内の電子データを管理する共有フォルダにおいては、ファイル名称やフォルダ階層に関する特定のルールはなく、各課、各個
人が独自に作成・保存しており、このことから、業務に必要なファイルが即座に利用できない、という課題が生じています。ま
た、本市では平成31年4月1日より、文書事務の電子決裁に取り組んでいます。電子決裁や業務の電子化をこれまで以上に推進す
るため、電子をベースとした業務ルールの見直しを行う必要があります。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 222040

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

担当課 情報政策課
柱 時代の変化に即応できる組織体制の構築

施策 働き方の見直しによる生産性の向上

細施策 事務の共通化・集約化による業務執行の推進

実施計画名 共有フォルダの管理ルールの徹底

改革の目標 共有フォルダの管理に関する全庁ルールを適用することで、資料検索
に掛かる作業の効率化が図られます。

個
別
成
果

指
標

全庁ルールの浸透率：
80%

効
果
額

―

個
別
成

果
指
標

未測定

次
年
度
の

取
組
方
針

フォルダ運用管理ルールの徹底と、現状ルールの問題点の見直しを行い、全庁展開の徹底を進める

効
果
額

0万円

実
績
及
び
担
当
課
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

Ｃ
担
当
課
自
己

評
価

フォルダ運用管理ルールの案の展開について、各課の対応状況の確認が出来ていない。各課の状況を把握し、ルー
ルの見直しも含めて、実運用に向けて検討を進める必要がある。

単
年
度
計
画

・フォルダ運用管理ルールの検討
・運用ルールに基づく運用の開始

進
捗
状
況

・フォルダ運用管理ルールの案を周知
・運用ルールに基づく試行運用は一部の部署で実施

進
捗
度
評
価

目指す姿
(実現する
内容)

共有フォルダの整理方法をルール化し徹底することでファイルを探す手間を削減し、業務の効率化を行います。

取
組
の
概
要

令和2年度に、共有フォ
ルダの整理方法に関する
全庁ルールを検討すると
ともに試行運用を行いま
す。その結果を踏まえて
令和3年度から全庁ルー
ルによる運用を開始し、
必要に応じてルールの改
善を行います。

備
考

令和６年度

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

全庁

ルール

検討

試行

運用
運用開始

効果測定修正

改善

引き続き運用

32



担
当
課
自
己

評
価

市役所の内部会議については、会議運営ガイドラインに沿った運用となっているが、外部委員を含む会議のペー
パーレス化について早期に検討が必要と考える。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

・会議運営ガイドラインの策定（令和2年度）

個
別
成

果
指
標

なし

次
年
度
の

取
組
方
針

現在の運用状況を確認し、外部委員を含む会議のペーパーレス化について検討する。

効
果
額

0万円

総務課
柱 時代の変化に即応できる組織体制の構築

目指す姿
(実現する
内容)

ICTの活用によるペーパーレス会議の推進など、会議マネジメントの手法を見直し、効率的な会議を運営します。

取
組
の
概
要

令和2年度に会議運営ガ
イドラインを策定し、運
用を開始します。また、
令和4年度から5年度にか
けて、会議運営状況の把
握を行うとともに必要な
見直しを行います。

実
績
及
び
担
当
課
評
価

単
年
度
計
画

ガイドラインを全庁に周知し、ガイドラインに沿った会議運営を
進める。

進
捗
状
況

ガイドラインをグループウェア全庁掲示板への掲載及び各課へ
メールで周知し、ガイドラインに沿った会議運営を進めている。

進
捗
度
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

改革の目標 全庁的な会議ルールの策定により、業務時間内の効率的な会議運営が
図られます。

個
別
成
果

指
標

会議運営ガイドライン
策定の成果検証：令和

6年度

効
果
額

―

Ｂ

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

本市では長時間に及ぶ会議や必要以上に多数の参加を求める会議、また会議の目的や結論が明確でないなどの指摘を受けること
が多々あります。また、会議資料の作成及び修正や日程調整等に時間を要し担当者の負担が大きいこと、本庁舎以外の所属にお
いては、本庁舎での会議に出席する移動時間も負担となっています。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 222050

施策 働き方の見直しによる生産性の向上

細施策 事務の共通化・集約化による業務執行の推進

実施計画名 効率的な会議運営の推進

担当課

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

会議運営ガイドライ

ンの策定

会議運営ガイドライ

ンの見直し
周知徹底 周知徹底

成果を検証
ペーパーレス会

議の実施困難な

状況等を把握
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担
当
課
自
己

評
価

コロナ禍により、特段の周知活動を行わずともweb会議のニーズ自体は高まった。初めてweb会議を主催・参加する
職員からの問い合わせが増えたことから、利用手順の整備を行った。web会議を開催する場合、外部の方がweb会議
を主催する場合、市の主催するweb会議に参加する場合など、場面ごとの利用手順を作成することで、不慣れな職
員もweb会議を利用しやすい環境とした。

備
考

電子会議・・・パソコンを使ったビデオ通話による会議
　　ビデオ会議・・・電子会議のうち、庁内のビデオ会議システムを利用した内部会議
　　Web会議・・・電子会議のうち、CiscoWebex（アプリ）を用いて行う外部との会議

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

・庁外を交えたweb会議の環境を整備し、会議の電子化を推進させた（令
和２年度）

個
別
成

果
指
標

ビデオ会議開催数 209回、web会議開催数 1748回・参
加者数延べ12797人

次
年
度
の

取
組
方
針

ビデオ会議、web会議を継続的に利用促進する

効
果
額

38万円

情報政策課
柱 時代の変化に即応できる組織体制の構築

目指す姿
(実現する
内容)

鳥取市会議運営ガイドラインを基に、会議の効率的運用に活用する各種ツール（電子会議等）の運用ルールを策定します。ICT
ツールを活用することで、現在要していた労力を最小限に抑え、コスト削減を目指します。

取
組
の
概
要

令和2年度に電子会議等
の運用ルールを策定し、
令和3年度以降、運用
ルールの周知徹底ととも
に電子会議等の実施を推
進します。

実
績
及
び
担
当
課
評
価

単
年
度
計
画

・ビデオ会議、web会議の継続的な利用促進

進
捗
状
況

・利用場面別のweb会議手順を整備

ビデオ会議開催数 111回
web会議開催数 1121回・参加者数延べ7958人

進
捗
度
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

改革の目標 ビデオ会議の活用により、日程調整や資料配布等を効率化するととも
に、会議会場への移動経費の抑制が図られます。

個
別
成
果

指
標

電子会議への参加者
数：延べ5,000人

効
果
額

260万円

Ａ

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

会議の実施時には、日程調整、資料準備、会場移動、会議後資料作成など、多大な人件費等の経費を要しています。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 222060

施策 働き方の見直しによる生産性の向上

細施策 事務の共通化・集約化による業務執行の推進

実施計画名 電子会議等の推進

担当課

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

運用ルールの周知及び電子会議等の推進運用ルールの策定
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実
績
及
び
担
当
課
評
価

目指す姿
(実現する
内容)

機械でできる単純作業・繰り返し作業を可能な限り機械に行わせることで、職員を市民サービスの充実や課題解決のための業務
に専念させることが可能になります。

取
組
の
概
要

令和2年度に、パソコン
型のRPAシステム(※1)を
導入するとともに、庁内
業務のいくつかを絞って
AI・RPAの導入を検討し
ます。令和3年度以降
は、対象となる庁内業務
を徐々に拡大するととも
に、サーバ型のRPAシス
テムの導入を進め、令和
5年度にサーバ型RPAシス
テム(※2)の運用を開始
します。

備
考

・RPA:Robotics Process Automationの略。パソコン上の操作を自動化するソフトフェアロボット。
・OCR：Optical Character Recognitionの略。紙に手書き・印字された文字を読み取り、文字データに自動変換する仕組み。

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

・AI議事録の試行導入（令和2年度）

個
別
成

果
指
標

RPAを利用する業務数13業務

次
年
度
の

取
組
方
針

試行導入の結果を基に、本運用に向けて検討を進めていく。
運用休止中の３業務について課題解決の検討を行う。

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

効
果
額

-567万円

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

少子高齢化や人口減少の進展により将来的な労働力不足が懸念される中、行政においても今後大幅な職員の増員は見込めないも
のと考えられます。このような中にあっても多様化する市民ニーズや山積する行政課題に的確に対応していくため、必要な人的
資源を補っていくことが必要とされています。

Ｂ
担
当
課
自
己

評
価

計画どおりの試行導入を進めることができ、一定の成果が得られた。
新規に８業務RPAを開始したが、令和２年度試行導入３業務についてはOCRの精度などの課題により運用休止中と
なった

単
年
度
計
画

・RPAの継続利用による利用範囲の拡大
・AI議事録の継続利用

進
捗
状
況

・RPAの利用業務追加
　RPAを利用する業務数１３業務（令和3年度末時点）
　８業務新運用開始
・AI議事録の試行導入の実施

進
捗
度
評
価

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 223010

担当課 情報政策課
柱 時代の変化に即応できる組織体制の構築

施策 働き方の見直しによる生産性の向上

細施策 AI・RPA等の活用による業務の改革

実施計画名 AI・RPAの導入

改革の目標 単純作業における作業時間を短縮するほか、作業上のミスの減少や職
員の専門的業務への注力による市民サービスの向上が図られます。

個
別
成
果

指
標

RPA利用業務数：50業
務

効
果
額

280万円

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

業務を絞って

AI・RPAを導入
対象業務の拡大

サーバ型共同調達

の検討
サーバ型調達 サーバ型運用開始パソコン型の導入・運

用
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実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

令和元年度に完成した新本庁舎では、LGWAN系ネットワーク（庁内の行政事務用ネットワーク）の無線LAN環境を整備し、あわせ
て、閉域SIMを利用したタブレット端末を導入したことで、モバイルワークを利用できる環境を整えました。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 223020

施策 働き方の見直しによる生産性の向上

細施策 AI・RPA等の活用による業務の改革

実施計画名 モバイルワークの推進

担当課 情報政策課
柱 時代の変化に即応できる組織体制の構築

目指す姿
(実現する
内容)

LGWAN系ネットワークのモバイル環境の有用性を職員へ周知し、移動先での業務利用や、隙間時間の有効活用により業務の効率
化を目指します。

取
組
の
概
要

令和2年度に、職員に向
けたモバイルＰＣ(※1)
の利用方法等に関する研
修を行い、モバイルワー
ク(※2)を推進します。

実
績
及
び
担
当
課
評
価

単
年
度
計
画

・職員周知の実施

進
捗
状
況

・職員周知の実施（幹部会による周知）
・私用PCでのリモート接続を可能とするサービス（自治体テレ
ワークシステム）を活用し、テレワーク実証実験を実施
・モバイルワーク利用数 588件
・テレワーク実績 714件（モバイルPC利用 181件、自治体テレ
ワーク533件）
・災害時の避難所対応貸出 30件

進
捗
度
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

改革の目標
移動や現場対応などの隙間時間に業務を行うことで、庁外でも迅速に
業務を行うことができるようになるとともに、これまで時間外に行っ
ていた仕事量が削減され、時間外勤務の削減が図られます。

個
別
成
果

指
標

モバイルPCの利用率：
50％

（次年度実績より指標
変更予定）

効
果
額

―

Ｃ
担
当
課
自
己

評
価

通常のモバイルワークに加え、コロナ禍での取り組みの一環として、テレワークの実証実験を実施。自宅にテレ
ワーク環境の整っていない職員に向けモバイルPCの貸出を行ったほか、私用PCを活用して業務を行うことが可能に
なった。また、豪雨災害に伴う避難所設置の際にモバイルPCの貸出を行っており、緊急時における活用は進んでい
ると考えている。

備
考

R4.4新たな指標の設定（R4年度実績より反映）
 モバイルPCの稼働率を指標にすると、導入端末数によって実績が左右されてしまう。また、災害発生時など、利用が必要な場面で確実に使
えることが必須と考えるため、指標をモバイルワークの利用回数に変更し、併せて「モバイルPCの年間貸し出し不可数ゼロ」を追加指標と
する。
 「モバイルPCの利用率：50％」→「モバイルワークを行った回数：600回」＆「モバイルPCの年間貸し出し不可数：ゼロ」

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

個
別
成

果
指
標

モバイルPCの稼働率 5％（令和2年度）、7％（令和3
年度）

次
年
度
の

取
組
方
針

職員周知を行い、利用者数の増加を目指す。

効
果
額

0万円

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

モバイルワークの推進
研修の

実施
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目指す姿
(実現する
内容)

庁内の内部事務システムの更新に併せて電子入札システムを導入し、入札参加者の移動・待ち時間、移動経費の負担軽減を目指
します。

取
組
の
概
要

令和2年度から3年度にか
けて、電子入札の導入事
例の調査及び本市におけ
る電子入札のシステム仕
様について検討を行いま
す。令和4年度には電子
入札システムを構築し令
和5年度以降、本格的な
電子入札の実施を目指し
ます。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

電子入札システム導入業者の決定（令和2年度）
電子入札システムの構築及び業者登録の開始（令和3年度）

Ｂ
担
当
課
自
己

評
価

電子入札システムの利用できる環境を整備し、入札参加登録を開始した。

単
年
度
計
画

・電子入札システムの構築
・電子入札システムの試行実施

進
捗
状
況

電子入札システムの構築を行った。
電子入札に参加する業者の登録を開始した。

進
捗
度
評
価

担当課

効
果
額

90万円

個
別
成

果
指
標

なし

次
年
度
の

取
組
方
針

業者の登録が進めば、電子入札システムを利用した入札を実施していく。

検査契約課
柱 時代の変化に即応できる組織体制の構築

施策 働き方の見直しによる生産性の向上

細施策 AI・RPA等の活用による業務の改革

実施計画名 電子入札・契約の促進

実
績
及
び
担
当
課
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

効
果
額

0万円

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

本市では、工事・測量等業務として年間約500件の入札が行われています。これらの入札は現在、入札書を直接提出する方法で
行っており、入札参加者にはその都度入札のために来庁していただいています。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 223030

改革の目標 入札参加者の移動及び入札参加における時間的負担の軽減を図るとと
もに、入札に係る職員の事務の効率化を目指します。

個
別
成
果

指
標

電子入札の実施件数：
570件

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

※計画変更実施

工事・測量等・物品役務等について、各業種での入札の試行を行

う

物品等の業者意向や工事の工種・格付クラス等を勘案し、順次、電子入札運用開始

導入に向けた検討と事例調査及びシステム構築
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改革の目標 オンライン申請を拡大することで来庁せずに完了できる手続きが増
え、市民の利便性向上が図られます。

個
別
成
果

指
標

オンライン申請件数：
20,000件（毎年度
4,000件）

効
果
額

―

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 223040

担当課 情報政策課
柱 時代の変化に即応できる組織体制の構築

施策 働き方の見直しによる生産性の向上

細施策 AI・RPA等の活用による業務の改革

実施計画名 電子申請の推進

Ａ
担
当
課
自
己

評
価

コロナ禍による押印等見直しの取組と併せて電子申請対応可能な手続きの棚卸しを行い、計画的に対応作業を行う
ことで、大幅な手続き拡充ができた。今後は利用者への周知啓発活動を行う。

単
年
度
計
画

・オンライン化のさらなる推進

進
捗
状
況

・オンライン化推進方針の作成
・７７６手続きについて電子申請対応を実施
　令和２年度末時点で電子申請対応可能なもの（２３９件）を含
め、１，０１５手続きについて電子申請が利用できるように大幅
拡充
・オンライン申請件数１６，３３５件（令和３年度）

進
捗
度
評
価

実
績
及
び
担
当
課
評
価

目指す姿
(実現する
内容)

オンライン化対象手続きを継続的に増やしていくことで、手続き件数を増やし、さらなる市民サービスの向上や業務の効率化を
目指します。

取
組
の
概
要

令和2年度に、電子申請
を推進するための5か年
計画を策定し、これに基
づき令和6年度まで様々
な市民向け手続きのオン
ライン化を推進します。

備
考

取り組みを具体化し工程表に反映しました

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

・電子申請まとめサイト（ｅ-鳥取市役所）の開設（令和2年度）
・電子申請手続きの大幅拡充（令和3年度）（776手続き）

個
別
成

果
指
標

オンライン申請件数28,235件

次
年
度
の

取
組
方
針

・令和２年度の計画策定を受けて、令和４年度までにオンライン化対応を完了するように工程表を具体化した
・オンライン化（電子申請）の周知啓発活動

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

効
果
額

0万円

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

平成29年度より、県内自治体で共同調達した「とっとり電子申請サービス」の運用を開始し、平成30年度には、鳥取市情報化推
進本部において「オンライン化できる手続きは可能な限りオンライン化する」という方針を決定しました。平成30年度末時点で
は134の手続きがオンライン化（電子申請化）されており、令和元年度末にも206手続きのオンライン化を開始する予定としてい
ます。

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

5か年計画

の策定
計画に沿ったオンライン化の実践
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担
当
課
自
己

評
価

次期システム更新（R7）に向けた情報収集を行った。
ネットワーク環境の検討と合わせて、実現性の検討を継続的に行っていく必要がある。

備
考

・標準化システム・・・地方公共団体の基幹業務システム（住民基本台帳、市民税など17業務の国民生活に直接関係する事務に係る情報シ
ステム）について、住民サービスの向上と行政の効率化、コスト削減を図るため、原則全ての地方公共団体が、令和７年度までに導入する
こととなる、国の示す標準化基準に適合したシステム。

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

個
別
成

果
指
標

なし

次
年
度
の

取
組
方
針

次期更新時（令和７年の標準化導入）に向けて情報収集、手法の検討を行う。

効
果
額

0万円

情報政策課
柱 時代の変化に即応できる組織体制の構築

目指す姿
(実現する
内容)

仮想化技術の導入により、LGWANパソコンで住民情報系システムを稼働させることで、パソコン台数を個人1台に集約し、適切な
在席表示や、IP電話の対応を容易にさせます。また、担当者が交代する際にも、自席からパソコンを窓口に持ってくることによ
り、スムーズに業務システム利用できるだけでなく、LGWAN系と住民情報系それぞれに登録されている必要書類が1台のパソコン
で利用可能となることで、質の高い市民サービスの提供を目指します。

取
組
の
概
要

令和2年度に、LGWANパソ
コンと住民情報系パソコ
ンの集約化の手法を検討
し、集約化に必要な仮想
化システムを構築しま
す。令和3年度以降は集
約したパソコンでの
LGWAN系事務、住民情報
系事務を推進します。

実
績
及
び
担
当
課
評
価

単
年
度
計
画

次期更新時（令和７年の標準化システム導入）に向けて基礎調
査、手法の検討を行う

進
捗
状
況

仮想化技術を提供している業者と協議し、最新の仮想化技術等の
情報収集を行った。（協議業者数：6社）
令和4年度～5年度更新予定のネットワーク強靭化対応も考慮した
検討を行った。

進
捗
度
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

改革の目標 端末集約により機器管理が効率化するとともに、住民情報系端末にお
けるセキュリティ向上が図られます。

個
別
成
果

指
標

更新計画の策定（令和
６年度）

効
果
額

―

Ｂ

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

LGWANパソコン(※1)は、全職員に配布しており、住民情報系パソコン(※2)は、住民窓口担当課の職員に1台程度配布していま
す。（令和元年度末時点で合計445台）そのため住民窓口担当課では、事務机に2台設置してあり机上が狭いだけでなく、通常業
務を住民情報系パソコンで行っていることが多く、LGWAN系パソコンを利用した在席表示やIP電話が十分活用されていません。
また、総合窓口で業務変更による担当者（部署）が交代する際に、パソコン及び業務システムへの再ログインが必要となり時間
を要しています。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 223050

施策 働き方の見直しによる生産性の向上

細施策 AI・RPA等の活用による業務の改革

実施計画名 仮想化技術の利用による端末の集約化の検討

担当課

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

※計画変更実施

検討・構築

次期更新に向けた検討
方向性

の確定

更新計画

の確定

環境構築準

備
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効
果
額

15,712万円

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

本市では財政の健全化と市民負担の公平性を確保するため、H26年度に債権管理課を新設し、徴収に携わる職員を対象とした研
修会の開催、各部署における徴収状況のヒアリングと指導・助言等行ってきました。また徴収困難な案件は、収納推進課が徴収
事務を引き受け、法的手続きによる滞納整理を実施するなど、各種債権の全庁的な徴収強化に取り組んでいます。その結果、平
成23年度に約49億円とピークを迎えていた本市の債権の未収金は減少に転じ、平成30年度では約29億円となっています。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 311010

改革の目標

債権回収に携わる職員への研修により、徴収業務の適正化・効率化を
図ります。また、各債権の徴収状況について担当部署へのヒアリング
を行い、徴収困難となっている案件については収納推進課への事務移
管により、債権回収を促進します。

個
別
成
果

指
標

債権の徴収状況について各担
当部署へのヒアリング：15回

（年3回×5か年）

効
果
額

2億円

個
別
成

果
指
標

ヒアリング６回実施

次
年
度
の

取
組
方
針

令和3年度の債権管理方針の改訂により、各債権の目標とする収納率の設定を行った。懸案事項等についてヒアリングを実施するなど、
債権所管課との連携を密にし、債権所管課が目標値を達成できるよう助言・指導を行う。

収納推進課
柱 将来を見据えた持続可能な財政基盤の確立

施策 自主財源の確保と新たな財源の創出

細施策 税等の適正賦課及び収納率の向上

実施計画名 債権の収納率向上

実
績
及
び
担
当
課
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

Ａ
担
当
課
自
己

評
価

住宅新築資金貸付金の大口回収案件が減少した結果、令和2年度と比べ、徴収額は15.8％減少したものの、目標額
は達成することができた。

単
年
度
計
画

・移管債権徴収目標額4000万円
・債権管理推進ヒアリング年3回
・研修会の開催（年１回以上） 進

捗
状
況

・債権の適正な管理を推進するため、債権所管課に対し3回のヒ
アリングを実施し、徴収困難案件の速やかな移管を促した結果、
年間732件の債権移管を受け、71,803千円を徴収した。
・新任担当者研修会及び県内の自治体職員等を対象とした債権管
理職員研修会を開催し、職員のスキルアップに努めた。

進
捗
度
評
価

目指す姿
(実現する
内容)

財産等の調査により、滞納者の現状把握に努め、納付できる資力があるにもかかわらず納付されない場合は法的手続きにより、
債権回収を図ります。一方、滞納整理の中で生活困窮などの状況が判明した場合は、関係機関を案内するなど、生活再建の糸口
となるよう努めます。

取
組
の
概
要

令和2年度以降、徴収に
関わる職員への研修会を
毎年実施するとともに、
各債権の徴収状況につい
ての担当部署へのヒアリ
ングを継続的に行い、徴
収困難案件の移管と滞納
整理を行います。

備
考

各債権所管課で徴収困難となっている案件について、収納推進課が徴収事務を引き受け（移管を受け）ており、介護保険料や下水道使用料
などの自立執行権を有する強制徴収公債権のほか、強制執行を行うには裁判手続きを必要とする非強制徴収公債権及び私債権などの徴収を
行っています。

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

・学校給食費等に係る債権移管により3,354千円を徴収（令和2年度）
・令和２年４月の民法改正に対応した債権管理マニュアルの改正（令和2
年度）
・債権管理課と徴収課の統合に伴う徴収事務の効率化（令和2年度）

担当課

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

徴収に携わる職員を対象とした研修会の開催

債権の徴収状況についての各部署へのヒアリングと指導・助言

徴収困難案件の滞納整理の実施

40



改革の目標 キャッシュレス決済の導入で、税等の納付に係る市民の利便性向上が
図られます。

個
別
成
果

指
標

ＱＲコード決済の導
入：令和5年度

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 311020

Ｂ
担
当
課
自
己

評
価

キャッシュレス決済はすでに市民生活に浸透している。金融機関やコンビニに出かけることなく納税ができるスマ
ホ決済の導入は、納付される方の利便性の向上のみならず感染症予防対策にもなったと考える。

単
年
度
計
画

・スマホ決済について広報を行う
・その他の収納手段の導入、拡充等について検討を行う

進
捗
状
況

・スマホ決済について広報を行う（鳥取市広報番組・文字放送・
チラシ配布）
・その他の収納手段の導入について検討を行う（納付環境整備プ
ロジェクト会議）
・地方税共通納税システムを活用したＱＲコード決済の導入を検
討している。

進
捗
度
評
価

担当課

効
果
額

―

収納推進課
柱 将来を見据えた持続可能な財政基盤の確立

施策 自主財源の確保と新たな財源の創出

細施策 税等の適正賦課及び収納率の向上

実施計画名 キャッシュレス決済の導入

実
績
及
び
担
当
課
評
価

目指す姿
(実現する
内容)

納付される方の利便性の向上のため、コンビニ納付や口座振替の推進を図るほか、新たな決済システム（キャッシュレス決済）
を導入するなど、時代に適合した納付環境の整備を目指します。

取
組
の
概
要

令和2年度に、PayPay、
LINEペイ、支払秘書と
いったスマートフォンア
プリを利用したキャッ
シュレス決済を導入しま
す。また、クレジット収
納などその他の収納手段
についても引き続き検討
を行います。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

・スマホアプリを使用したキャッシュレス決済の導入
　（令和２年度～、PayPay、ＬＩＮＥペイ、支払秘書）
・スマホアプリを使用したキャッシュレス決済についての広報
　（市報、当初納通へのチラシ同封など実施中）
・その他の収納手段の導入についての検討

個
別
成

果
指
標

令和２年度のキャッシュレス決済の導入後、地方税共
通納税システムを活用したＱＲコード決済の導入に向

けて検討を行っている。

次
年
度
の

取
組
方
針

・スマホ決済についての広報を行う
・その他の収納手段の導入について検討を行う。
・令和５年度の地方税共通納税システムを活用したＱＲコード決済の導入に向けて整備を行う。（対象税目は、固定資産・都市計画
税、軽自動車税）

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

効
果
額

0万円

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

市税等の納付については以前から口座振替の促進に努めており、平成25年度は国民健康保険料で平成27年度からは市税等に拡大
して「ペイジー口座振替受付サービス」を導入し、よりいっそう口座振替の促進に取り組んできました。
また、納付書納付される方の利便性の向上や納期内納付の推進を図るため、18種類の税や料金について、コンビニ納付を実施し
ているところです。

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

スマートフォンア

プリを使用した電

子決済の導入

（PayPay、ＬＩＮＥ

ペイ、支払秘書）

スマートフォンアプリを使用した電子決済について市報、チラシ等による周知

その他の収納手段（クレジット収納等）の導入についての検討
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改革の目標 新規事業者の情報収集等により、未申告事業者の調査の効率化を図
り、償却資産課税の増額を目指します。

個
別
成
果

指
標

　新規の償却資産申告
事業者：250者

　既申告事業者の調
査：50者

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 311030

Ｃ
担
当
課
自
己

評
価

未申告者・新規開業者の調査に注力し、適正課税と効果額に繋がっている。既申告事業所の調査については、調査
対象事業者の選定ができておらず未実施であった。

単
年
度
計
画

・未申告事業者の掘り起こし（入札参加資格者名簿や雇用保険事
業者情報を活用）　約50件
・既申告事業者の調査　約10件 進

捗
状
況

・開業届や入札参加資格者名簿を用いて申告勧奨を行い、申告が
行われた。　50件
・鳥取労働局に対して、雇用保険適用事業所設置届の届出のある
事業の情報提供を依頼した。
・既申告事業者の調査　なし（未申告者の調査を中心に実施）

進
捗
度
評
価

担当課

効
果
額

1500万円

固定資産税課
柱 将来を見据えた持続可能な財政基盤の確立

施策 自主財源の確保と新たな財源の創出

細施策 税等の適正賦課及び収納率の向上

実施計画名 固定資産税（償却資産）の調査

実
績
及
び
担
当
課
評
価

目指す姿
(実現する
内容)

未申告事業者を減らすことで、新たな納税者を増やして増収を図ります。

取
組
の
概
要

令和2年度以降、新規事
業者の調査を効率的に実
施するとともに、申告の
働きかけを実施します。
また、既に申告のある事
業者に対しても簡易調査
を行い、その結果を賦課
に反映させます。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

未申告者の掘起こしを中心に行い、50件以上の新たな申告を受け付け
た。

個
別
成

果
指
標

・償却資産申告事業者数 104件／100件
・既申告事業の調査　0件／20件

次
年
度
の

取
組
方
針

関係機関と連携し、未申告事業所の調査及び掘り起し、申告勧奨を行うことで適正課税、効果額に繋げる。R2.3年度未実施である既申
告事業者の調査を行う。

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

効
果
額

388万円

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

償却資産申告の取組については第6次鳥取市行財政改革大綱（平成27年度～令和元年度）でも実施しており、これまで太陽光発
電システムや新規開業事業者向けへの償却資産の申告の働きかけを行い、一定の効果を上げてきました。未申告者の把握と申告
の働きかけは今後も継続して取り組む必要があることから、新規事業者への働きかけとともに、申告内容の調査を行っていきま
す。

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

新規事業者の情報収集、申告の働きかけ

簡易調査の実施

調査結果を賦課に反映
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目指す姿
(実現する
内容)

ＩＣＴの活用や資料提供等の複合的な方法により、未申告所得情報の取得拡大に向けた調査・収集等体制の構築を図り、未申告
所得の捕捉と税収の増加を目指します。

取
組
の
概
要

令和2年度から3年度にか
けて未申告情報の調査・
収集体制を強化し、未申
告所得の抽出を行うとと
もに、収集した情報を基
に申告の受付・賦課を行
います。令和4年度には
未申告情報の調査・収集
体制の見直しを行い、以
降の効果的な申告・賦課
に繋げます。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

令和２年度に初めて、鳥取労働局からの情報提供を受け、その情報を元
に調査を行った。
令和３年度は、労働基準監督署が公開している情報を活用し、前年より
多くの調査を行った。

Ｂ
担
当
課
自
己

評
価

〇太陽光発電による売電所得のある者の調査においては、発電規模が小さく、マイナスの所得となる納税者が多く
なってきている。
〇今年度は労働基準監督署の資料を活用し、営業実態があるが当市に課税資料の提出が無い事業所の調査及び課税
を行った。
様々な取り組みによる効果額は目標に達しなかったが、課税対象の捕捉と、それに伴う所得割納税義務者数の増
（202人/570人：35.4%）であったことから、担当課の評価を「概ね目標どおり」とした。

単
年
度
計
画

①太陽光発電による売電収入を得ている者のうち、未申告者の調
査
②市内に事業所又は家屋敷を有する個人で市内に住所を有しない
者の調査
③鳥取労働局からの雇用保険に加入している企業情報の提供に基
づき、給与支払報告書（給報）未提出事業所の調査及び提出勧奨

進
捗
状
況

①過去に把握・折衝した未申告者のうち反応がない者と、FIT制
度（固定買取制度）新規登録者619名に対し申告勧奨を実施。74
人更正、課税額430千円。
②市内に事業所又は家屋敷を有する個人に対する文書照会を実
施。672人更正、課税額2,352千円。
③前年度給報提出済で今年度未提出の事業所並びに新規把握事業
所へ提出勧奨を行うとともに、提出された給報により課税を行っ
た。

進
捗
度
評
価

担当課

効
果
額

3560万円

個
別
成

果
指
標

所得割納税義務者数
202人増

次
年
度
の

取
組
方
針

①太陽光発電、給報未提出事業所の調査は引き続き行うこととし、次年度は新たな課税対象の補足について検討を行う。
②事業所・家屋敷課税について、より多くの課税対象を捕捉するため調査範囲の見直しを行う。
③鳥取労働局からの雇用保険加入企業情報に基づき、給報未提出事業所の調査及び提出勧奨を行う。

市民税課
柱 将来を見据えた持続可能な財政基盤の確立

施策 自主財源の確保と新たな財源の創出

細施策 税等の適正賦課及び収納率の向上

実施計画名 個人市・県民税に係る課税ベースの拡大

実
績
及
び
担
当
課
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

効
果
額

1,036万円

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

所得調査や国税局からの情報連携、及び資料提供によって判明した未申告所得の情報について、公平で適正な課税を目指し、個
人市・県民税の賦課を実施しています。その一環として調査等行うことにより判明した所得税の申告が不要な所得についても、
市・県民税（住民税）の申告が必要であることから、申告を促し、適正な所得申告の促進を図っています。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 311040

改革の目標 未申告所得の捕捉により、税収の増加を目指します。

個
別
成
果

指
標

所得割納税義務者数：
570人増

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

所得情報等の調査・収集体制の構築

申告受付・賦課 実績・比較

所得情報等

の調査・収集

体制の見直

し

情報等の調査・収集及び未申告所得の抽出

情報調査・収集の実施 情報調査・収集の実施 情報調査・収集の実施

申告受付・賦課

情報調査・収集の実施情報調査収集の実施

情報等の調査・収集及び未申告所得の抽出

所得情報等の調査・収集体制の構築

実績・比較

申告受付・賦課 実績・比較

申告受付・賦課 実績・比較

申告受付・賦課

43



担
当
課
自
己

評
価

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、申告期限内に申告を行えない法人は、昨年度より減少したものの、
催告後に申告書が提出される事例が多かった。また、未届法人の調査は県と協力し、広範囲で調査を進めることが
できた。全体としては、法人市民税の課税対象の捕捉及び適正課税に向けた取り組みの結果、5年間の計画目標に
対する進捗度は、６１％(３６７件/６００件）となり、年度当初に立てた計画のとおり取り組むことが出来たこと
から、担当課の評価を「概ね目標どおり」とした。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

令和２年度に初めて、鳥取労働局からの情報提供を受け、その情報を元
に調査を行った。
令和３年度は主に労働保険の情報を使用し、昨年度より規模の大きい
データを元に調査を行った。

個
別
成

果
指
標

申告勧奨後の申告受付件数及び決定件数
367件

次
年
度
の

取
組
方
針

今後も新型コロナウイルス感染症の影響が続くと思われるが、引き続き関係機関との連携や、適切なタイミングでの申告勧奨、未届法
人の調査により、公平・公正な課税事務を行っていく。

効
果
額

7,880万円

市民税課
柱 将来を見据えた持続可能な財政基盤の確立

目指す姿
(実現する
内容)

情報源の多様化を図ることが納税義務者や課税客体の捕捉に有用であると考えられることから、国・県・市の協力体制を構築
し、重複しがちな調査事務の一部を集約・共通化し、合理的かつ効率的な情報収集と情報共有を図ることにより、税収増を目指
します。

取
組
の
概
要

令和2年度に国・県・市
による情報共有のための
連携体制を構築し、未申
告法人の捕捉と申告勧奨
をおこないます。また、
申告勧奨に対し応答のな
い法人の実態調査を行い
ます。

実
績
及
び
担
当
課
評
価

単
年
度
計
画

①鳥取労働局からの法人情報の提供及びＮＴＴ電話帳、求人情報
を元に調査し、未届法人の掘り起しを行う。
②国・県の申告データを元に税額決定を行う。
③申告期限内に申告の無い法人に、催告を行う。

進
捗
状
況

①労働局よりも保有する事業所数が多い労働基準監督署の労働保
険適用事業所のデータなどを元に未届法人の調査を行い、登録１
０社（内申告８社）の掘り起しを行った。（申告１６件）
②国、県の申告データを元に税額決定を行った。（８９件）
③申告期限内に申告の無い法人へ催告を行い、９４件申告を受け
付けた。

進
捗
度
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

改革の目標 国、県との協力体制の構築により、重複しがちな調査業務の合理化、
効率化を図り、納税義務者や課税客体の捕捉を推進します。

個
別
成
果

指
標

申告勧奨後の申告受付
件数及び決定件数：

600件

効
果
額

―

Ｂ

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

税収増を図るためには、課税ベースの拡大が重要であるという認識のもと、未申告法人等の調査業務に取り組んでいます。しか
しながら、調査業務は労働集約的業務としての面が強く、効率的な運用ができていないため、対策を講じる必要が生じていま
す。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 311050

施策 自主財源の確保と新たな財源の創出

細施策 税等の適正賦課及び収納率の向上

実施計画名 法人市民税に係る課税ベースの拡大

担当課

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

申告勧奨未応答法人の実態調査

未申告法人の捕捉

申告の勧奨

法人税割額及び均等割額の決定

国・県・市の協力体制の整備と運用
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実
績
及
び
担
当
課
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

Ｃ
担
当
課
自
己

評
価

・ＦＭ（公共施設経営）担当課が実施した施設別行政コストの計算を活用し、使用料施設のコスト計算を行った
が、コロナ禍で施設の利用実態に変化が生じており、使用料・手数料を設定する方針の見直しには至らなかった。
・コロナ対策支援を受けるために必要な証明書の発行手数料減免について、基準の整備を行った。

単
年
度
計
画

・コスト計算の実施
・使用料・手数料の見直し基本方針の改定

進
捗
状
況

・ＦＭ（公共施設経営）担当課が実施した施設別行政コストの計
算を活用し、使用料施設のコスト計算を行った。
・使用料・手数料の見直し方針の見直し検討を行った。
・コロナ対策支援を受けるために必要な証明書の発行手数料減免
について、窓口担当課と調整を行った。

進
捗
度
評
価

目指す姿
(実現する
内容)

コスト計算を行った上で適正な使用料等の見直しを行い、受益と負担の公平性の確保をめざします。

取
組
の
概
要

令和2年度は、各公共施
設のコスト計算を実施し
ます。令和3年度は、充
分な説明責任や情報提供
に努めながら、使用料・
手数料の見直し基本方針
の改定を行い、令和4年
度に方針に沿った使用
料・手数料の一斉見直し
を行います。令和5年度
以降は、適宜、方針を改
正し、継続的に料金設定
の見直しを図ります。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

担当課 行財政改革課
柱 将来を見据えた持続可能な財政基盤の確立

施策 自主財源の確保と新たな財源の創出

細施策 受益者負担の適正化

実施計画名 使用料・手数料の見直し

改革の目標 使用料・手数料等の見直しにより受益者負担の適正化が図られます。

個
別
成
果

指
標 見直し条例数：132件

効
果
額

―

個
別
成

果
指
標

なし

次
年
度
の

取
組
方
針

コスト計算の結果を参考に、施設の利用状況、地域における施設の役割、近隣類似施設との比較等を踏まえ、充分な説明責任や情報提供
に努めながら、使用料・手数料の見直し基本方針の改定を行う。

効
果
額

0万円

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

第4次大綱に基づく使用料・手数料見直し基本方針を策定してコスト計算を行い、観光施設等に特化した高齢者免除等の見直し方
針を策定しました。第5次大綱ではスポーツ施設等の同種施設間における料金の均衡を図り、第6次大綱では消費税及び地方消費
税の引上げによる見直しを行いました。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 312010

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

条例施行
条例改

正・周知

使用料・手

数料の見直

し基本方針

の改定

見
直
し
実
施

条例施行

周
知
期
間

条
例
改
正

見
直
し
実
施

使用料・手

数料の見直

し基本方針

の改定

コスト計算

キャンセル規定等の

見直し

条例施行
条例改

正・周知

他自治体の事例調査

による必要な見直し

の検討
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担
当
課
自
己

評
価

他自治体への事例調査等を行っているが、見直し基準の検討及び条例改正は次年度に見送ったため。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

・他自治体の事例調査

個
別
成

果
指
標

なし

次
年
度
の

取
組
方
針

令和２年度と令和３年度に実施した他自治体の事例調査を参考にし、算定方法等の検討整理を行う。
占用料の見直し時期については、令和４年度も依然として新型コロナウイルス感染症による経済活動への影響が継続していることか
ら、土地価格の推移を検証しつつ実施時期を見極めていく。

効
果
額

0万円

道路課
柱 将来を見据えた持続可能な財政基盤の確立

目指す姿
(実現する
内容)

占用者への公平性の観点から、定期的な見直し若しくは地価の一定の変動率による見直しを導入します。

取
組
の
概
要

令和2年度中に道路占用
料の見直し基準を定め、
料金改定を行います。

実
績
及
び
担
当
課
評
価

単
年
度
計
画

・引続き占用料見直し基準の検討を行う
・土地価格の推移を検証しつつ占用料の見直し（条例改定）を実
施 進

捗
状
況

新型コロナウイルス感染症による経済活動への影響が継続してい
ることから、昨年度同様、地価が下落しており道路占用料の見直
し時期としては適切ではないと判断した。
道路占用料の改定の具体的基準について、他自治体の事例を参考
にするため、２回目（追加）アンケート調査を行った。

進
捗
度
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

改革の目標 一定のルールによる合理的な占用料の見直しを行うことで、市民負担
の公平性の担保が図られます。

個
別
成
果

指
標

道路占用料の見直し：
令和4年度

効
果
額

―

Ｃ

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

本市では、道路占用料の見直し基準を定めていないことから、平成２６年度に占用料の改定を実施して以来、占用料の見直しが
行われていません。しかし、占用料は土地利用の対価として土地価格から算定されるため、地価の上昇や下落に伴い修正するこ
とが望ましいものです。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 312020

施策 自主財源の確保と新たな財源の創出

細施策 受益者負担の適正化

実施計画名 道路占用料の見直し

担当課

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

※計画変更実施

道路占用料見直しの

検討

改定占用料の適用

占用料の見直し
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実
績
及
び
担
当
課
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

Ａ
担
当
課
自
己

評
価

計画とおり進めることが出来ている。引き続き庁内関係課と連携を図りながら財源の確保を行う

単
年
度
計
画

・未利用財産をホームページ等で積極的に公開
・未利用財産の売却
・車両等の物品をインターネット公売により売却 進

捗
状
況

・3件の土地売却及び2台の消防ポンプ車の売却を行った。
・不用品（ピアノ）をインターネット公売にかけたが、売れな
かった。

進
捗
度
評
価

目指す姿
(実現する
内容)

未利用財産をホームページ等で積極的に公開し民間事業者による有効活用（売買等）を促すことで、新たな財源確保や維持管理
費用の削減を目指します。また、売却にあたっては、インターネット公売の活用もさらに拡大し、購入希望者がより手軽に入札
できるような環境を整えます。

取
組
の
概
要

毎年度、本市の未利用財
産の調査を行い、売却可
能なものについてはホー
ムページで一覧を公開す
るとともに、売却を進め
ます。また令和2年度か
らは土地についてもイン
ターネット公売を実施し
ます。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

・土地５件、物品８件の売却（149,557千円）

担当課 資産活用推進課
柱 将来を見据えた持続可能な財政基盤の確立

施策 自主財源の確保と新たな財源の創出

細施策 市有財産の活用及び売却等の推進

実施計画名 貸付・売却可能な市有財産の公開と公売の推進

改革の目標
従来実施していた物品や建物のほか、土地についてもインターネット
公売を利用することで、購入希望者がより手軽に入札できるようにな
ります。

個
別
成
果

指
標

未利用財産の売却件
数：5件

効
果
額

2500万円

個
別
成

果
指
標

未利用財産の売却件数
（１３件）

次
年
度
の

取
組
方
針

・未利用財産について市場調査を行い売却可能物件の把握に努める。

効
果
額

14,956万円

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

人口減少や市民ニーズの変化等により、行政目的を終えた市有財産が未利用財産となっているケースがあります。本市ではこれ
まで、一般競争入札やインターネット公売を活用しながら不要となったパソコンや乗用車、バスなどの売却を行ってきました。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 313010

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

対象財産の抽出

売
買
契
約

一般競争入

札等

売
買
契
約

一般競争入

札等

売
買
契
約

一般競争入

札等

売
買
契
約

一般競争入

札等

売
買
契
約

一般競争入

札等
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担
当
課
自
己

評
価

R3.4月～R4.3月はマイナンバーカード交付事務で多目的室２を使用。
上記による貸出不能期間及びコロナ禍による活動自粛等により目標を下回った。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

なし

個
別
成

果
指
標

稼働率(R3) 多目的室１：24.68％ 多目的室２：0％
多目的室３：20.19％

次
年
度
の

取
組
方
針

新型コロナウイルス感染症の収束は不透明であるが、引き続き多目的室（３室）の貸出を行う。

効
果
額

147万円

財産経営課
柱 将来を見据えた持続可能な財政基盤の確立

目指す姿
(実現する
内容)

市民交流センターの多目的室を貸室とすることで、市民活動を促進し、市民交流や賑わいの創造を目指します。

取
組
の
概
要

市民交流センターの多目
的室1，2，3の利用貸し
出しを行います。

実
績
及
び
担
当
課
評
価

単
年
度
計
画

多目的室（３室）の貸出し

進
捗
状
況

多目的室（３室）の貸出しを行った。

稼働率 多目的室１：24.68％ 多目的室２：0％ 多目的室３：
20.19％

進
捗
度
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

改革の目標 多目的室３室の貸室化により、新たな市民活動の場を提供し、市民交
流や賑わいの創出を図ります。

個
別
成
果

指
標

多目的室の稼働率：
30％

効
果
額

510万円

Ｃ

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

市民交流や賑わいの創造を図るため、新本庁舎建設に併せ市民交流センターを令和元年11月5日よりオープンしました。市民交
流センターにはレストラン、売店、喫茶店、交流ホール、コミュニティスタジオのほか、3室の多目的室が整備されました。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 313020

施策 自主財源の確保と新たな財源の創出

細施策 市有財産の活用及び売却等の推進

実施計画名 多目的室等の貸室化

担当課

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

多目的室の３室を貸出し
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実
績
及
び
担
当
課
評
価

目指す姿
(実現する
内容)

学校については、これまでどおり地域での利活用を検討するが、地域での利用が困難な（一定期間利活用がなされない）場合
は、民間事業者による利活用を検討します。

取
組
の
概
要

令和2年度から3年度にか
けて廃校の利活用につい
て地域住民と協議を行い
ます。地域での利用が困
難である場合は令和4年
度までに民間事業者によ
る利活用の検討も行い、
令和5年度から廃校の利
活用を実施します。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

個
別
成

果
指
標

なし

次
年
度
の

取
組
方
針

旧神戸小学校の利活用にかかる民間事業者と契約準備を進めるとともに、今後学校統廃合により廃校となる施設が増えることを見据
え、民間事業者による活用が促進されるよう、資産活用推進課と連携しながら、施設の利活用にかかる新たなルールづくりを検討す
る。

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

効
果
額

0万円

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

統廃合され、既存の行政目的がなくなった学校の利活用については、地域コミュニティーの核という性格を併せ持っていること
を踏まえ、地域住民と十分協議しながら検討することとなっています。
なお、行政目的がなくなった普通財産は、市は修繕を行わないため、耐用年数や防災上の観点から、利活用する者が責任を持っ
て維持管理できる体制を構築することが重要となっています。

Ａ
担
当
課
自
己

評
価

施設の賃貸借の条件、施設の状況等を整理し、提案を受けた民間事業者や地域との調整を円滑に進めることができ
た。その結果、当該事業との貸付契約を、来年度はじめに締結することで合意した。

単
年
度
計
画

・神戸小学校の廃校利用の検討

進
捗
状
況

「鳥取市公共施設マネジメント民間提案制度」による施設貸付の
公募を実施し、民間事業者が交渉権者として決定した。（ドロー
ンの総合訓練施設として活用）地域への説明会の実施や、民間事
業者と賃貸借の条件など具体的な協議を進めている。

進
捗
度
評
価

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 313030

担当課 教育総務課
柱 将来を見据えた持続可能な財政基盤の確立

施策 自主財源の確保と新たな財源の創出

細施策 市有財産の活用及び売却等の推進

実施計画名 廃校の有効活用の検討

改革の目標 未利用の財産の性質や立地・環境などを踏まえて、費用対効果の高い
利活用に努めます。

個
別
成
果

指
標

廃校の利活用の実施：
令和5年度

効
果
額

690万円

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

※計画変更実施

廃校の利活用について地域住民と協議

地域での利用と同時に民間事業者による利活用を検討

行政財産から普通財産に変更し、貸与または売却
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実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

人口減少や市民ニーズの変化等により、行政目的を終えた公共施設が未利用財産となっているケースがあります。本市では平成
29年度に「鳥取市公共施設マネジメント民間提案制度運用指針」を策定し、民間事業者のノウハウによる公共施設の管理運営・
利活用を進めてきました。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 313040

施策 自主財源の確保と新たな財源の創出

細施策 市有財産の活用及び売却等の推進

実施計画名 公共施設マネジメント民間提案制度の推進

担当課 資産活用推進課
柱 将来を見据えた持続可能な財政基盤の確立

目指す姿
(実現する
内容)

民間事業者による未利用財産の有効活用を促すことで、新たな財源確保や維持管理リスクの回避、ビジネスチャンスの創出を目
指します。

取
組
の
概
要

毎年度、庁内での低・未
利用の公共施設の調査を
行い、民間提案制度によ
る管理運営事業者を募集
します。

実
績
及
び
担
当
課
評
価

単
年
度
計
画

・募集対象施設の現地調査
・民間提案制度（自由提案型・施設再生型）の募集
・採択案件について事業者と詳細協議 進

捗
状
況

【施設再生型】
　昨年度からの継続案件を事業化（契約）。
　本年度の募集を行い、２件を審査、協定締結。詳細協議に移
行。
【自由提案型】
　本年度の募集を行い、１件を審査、協定締結。詳細協議に移
行。

進
捗
度
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

改革の目標 民間資金やノウハウを生かした効率的な市有施設の運営が図られま
す。

個
別
成
果

指
標

未利用施設の利活用件
数：5件

効
果
額

―

Ｂ
担
当
課
自
己

評
価

概ね計画のとおり進めることが出来ている。
施設再生型については、昨年度からの継続案件を１件契約済みで、新規２件について協議を行っている。
自由提案型については、新規１件について協議を行っている。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

旧園芸用ガラスハウス（床面積：約40㎡、桑苗木生産研究事業として利
用）
旧勝谷幼稚園（床面積：約244㎡、ビール製造所として利用）

個
別
成

果
指
標

未利用施設の利活用件数：2件

次
年
度
の

取
組
方
針

協議中案件の事業化を目指す。
事業化案件のフォローを引き続き行う。
新年度も自由提案型と施設再生型の募集を行っていく。

効
果
額

15万円

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

提案内容の審

査 ・調整

提案

募集
貸付契約等

提案募集
提案内容の審

査 ・調整
貸付契約等

提案募集
提案内容の審

査 ・調整
貸付契約等

提案募集
提案内容の審

査 ・調整
貸付契約等

提案募集
提案内容の審

査 ・調整
貸付契約等
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実
績
及
び
担
当
課
評
価

目指す姿
(実現する
内容)

案内通知（ハガキ）にスポンサーを募り広告等を載せることで、広告料収入を得るとともに、スポンサー企業から新成人に向け
た情報発信により、市内在住の新成人をはじめ、一時的に帰省する新成人にもふるさと鳥取の魅力を再認識していただき、定住
につながる契機とすることを目指します。

取
組
の
概
要

令和2年度に、成人式の
案内通知（ハガキ）に広
告を掲載するスポンサー
導入を検討し、併せて成
人式の運営主体も含めた
将来的なあり方の検討を
行います。令和3年度以
降は、スポンサーを導入
した成人式の運営を実施
します。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

なし

個
別
成

果
指
標

なし

次
年
度
の

取
組
方
針

コロナ禍のため成人式の開催が不透明な状況ではスポンサーを募集することは無理だと考えている。

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

効
果
額

0万円

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

成人式の対象者約1800名に対し、ハガキに開催日時と開催場所を知らせる案内通知を入場券として送付しています。成人式は就
職や進学により市を離れた方の参加も多いことから、地元鳥取の良さをアピールする格好の機会でもあると考えられます。

Ｄ
担
当
課
自
己

評
価

新型コロナウイルス感染症の影響により、成人式を安全に開催することが不透明な状態。開催が不透明な状況であ
ればスポンサー企業が集まらないし、仮にスポンサー企業が見つかっても成人式が中止となれば違約金の発生も心
配される。コロナ禍の中では、スポンサーを募集するスキームについて見直しが必要と思われる。

単
年
度
計
画

新型コロナウイルス感染症の影響により成人式の実施についても
不確定な状況となっている。成人年齢の引き下げも踏まえ、成人
式のあり方の検討を行うことから、当事業の検討も引き続き行
う。

進
捗
状
況

新型コロナウイルス感染症の影響により、成人式の開催の是非に
ついて議論される状況では、スポンサーを募集する段階に至らな
い。実際、成人式もコロナ禍のため開催の可否についてぎりぎり
まで調整している。成人年齢の引き下げに伴い成人式のあり方の
検討を行う中、スポンサー獲得よりも民間運営とするほうが効果
的であり、その検討を始めたところである。

進
捗
度
評
価

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 314010

担当課 生涯学習・スポーツ課
柱 将来を見据えた持続可能な財政基盤の確立

施策 自主財源の確保と新たな財源の創出

細施策 新たな財源の創出

実施計画名 発行物、市有財産への広告掲載（成人式案内通知）

改革の目標 成人式の経費削減を図るとともに、大学生や県外就職されている20歳
の方々に、地元企業の紹介が可能となります。

個
別
成
果

指
標

成人式入場券（ハガ
キ）へのスポンサー広
告の掲載：令和6年度

効
果
額

150万円

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

※計画変更実施

成人式へのスポンサー導入に向けての検

討

成人式のあり方についての検討

スポンサーの導入
プレ試行・事業検証

の期間
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実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

本市では、新たな財源の創出の一環として、民間企業等の広告掲載により、財源の確保を行っています。これまでも、市の公式
ウェブサイト、印刷物、庁舎等、市民が目にする機会の多い資産を広告媒体として、広告収入を確保していましたが、他の自治
体では庁内パソコンを利用した職員向け広告に取り組む事例もあることから、本市でも新たな広告媒体として検討が可能なもの
と考えられます。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 314011

施策 自主財源の確保と新たな財源の創出

細施策 新たな財源の創出

実施計画名 発行物、市有財産への広告掲載（庁内パソコン）

担当課 情報政策課
柱 将来を見据えた持続可能な財政基盤の確立

目指す姿
(実現する
内容)

職員が日常の事務に使用する庁内パソコンに広告枠を設け、広告を掲載することで、新たな財源確保を目指します。

取
組
の
概
要

令和2年度に、庁内パソ
コンへの広告表示の実現
方法を検討します。また
令和3年度には実施ツー
ルを選定し、視認が十分
か、業務の障害にならな
いかなどを含めた動作試
験を行ったうえで、令和
4年度から広告を導入し
ます。

実
績
及
び
担
当
課
評
価

単
年
度
計
画

・職員パソコンへの広告掲載の開始

進
捗
状
況

・職員パソコンのグループウェア起動時のログイン画面へ、広告
掲載の開始（令和３年５月～、４社（計１１月）の広告を掲載）

進
捗
度
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

改革の目標 職員向け広告により新たな収入の確保が図られます。

個
別
成
果

指
標

庁内パソコンでの広告
開始：令和4年度

効
果
額

30万円

Ａ
担
当
課
自
己

評
価

広告事業者の選定は資産活用推進課が実施し、情報政策課にてグループウェアへの掲載設定を行い、予定どおり令
和３年５月から運用を開始した。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

・公告の実施（令和２年度）

個
別
成

果
指
標

庁内パソコンでの広告開始：令和3年度

次
年
度
の

取
組
方
針

・グループウェアへの広告掲載の継続

効
果
額

46万円

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

実現方式検討
ツール

選定

動作

試験

広告運用開始
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担
当
課
自
己

評
価

今年度は募集を見送り、可能施設の絞り込みを行った

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

個
別
成

果
指
標

なし

次
年
度
の

取
組
方
針

今年度も新型コロナウイルス感染症の影響もあり、民間事業者へ新たな負担をしいる事業募集は行わなかったが、令和４年度は募集施
設・募集内容を吟味し募集を行う

効
果
額

0万円

資産活用推進課
柱 将来を見据えた持続可能な財政基盤の確立

目指す姿
(実現する
内容)

新たな財源確保のため、鳥取市営サッカー場以外の公共施設においてもネーミングライツ導入を進めていきます。

取
組
の
概
要

令和2年度からは鳥取市
営サッカー場の新たなス
ポンサーによるネーミン
グライツを実施するとと
もに、民間提案型ネーミ
ングライツ制度を構築
し、他の公共施設におけ
るネーミングライツスポ
ンサーの募集を行いま
す。

実
績
及
び
担
当
課
評
価

単
年
度
計
画

・他自治体の事例研究を行う
・新規募集

進
捗
状
況

昨年同様、新型コロナウイルス感染症の影響もあり新規の募集は
見送った。

進
捗
度
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

改革の目標
民間提案型のネーミングライツを実施することで、よりスポンサーの
ニーズに沿った施設での広告を可能とし、ネーミングライツ導入施設
を増やしていきます。

個
別
成
果

指
標

ネーミングライツ導入
施設数：5施設

効
果
額

2800万円

Ｄ

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

ネーミングライツ（施設命名権）は、施設の名称に企業名や商品名などを冠した愛称を付与する代わりに、ネーミングライツを
取得した民間事業者等（ネーミングライツスポンサー）から対価を得て、施設の持続的な運営と維持管理を行うとともに、市民
サービスの向上及び地域経済の活性化を図る取組です。本市ではこれまで、市が指定する施設に対して募集を行っており、これ
により鳥取市営サッカー場（バードスタジアム）でネーミングライツを実施してきました。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 314020

施策 自主財源の確保と新たな財源の創出

細施策 新たな財源の創出

実施計画名 ネーミングライツの推進

担当課

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

※計画変更実施

提案型制度の構築

バードスタジアムのネーミングライツスポンサー契約

募集 審
査

スポンサー契約

募集 審
査

スポンサー契約

募集 審
査
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実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

現在、広告事業の主たる部分については、財産経営課において行っており、公用車広告や動画広告、自治体案内板広告など積極
的に取組を行っていますが、他課においては広告事業の必要性等の認識が薄く、全庁的に検討が進めばさらなる広告事業の展開
が可能であると期待されます。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 314030

施策 自主財源の確保と新たな財源の創出

細施策 新たな財源の創出

実施計画名 全庁的な広告事業の推進

担当課 資産活用推進課
柱 将来を見据えた持続可能な財政基盤の確立

目指す姿
(実現する
内容)

各課が広告事業の重要性を認識し、各課実施事業に合った広告事業を推進できるよう、必要な助言や指導を行うとともに、全庁
横断的なプロジェクトチームを設置し、広告事業の効果的な実施方法等の検討を進めます。
また、庁内の広告事業の集約化や、広告主のニーズ把握を行うことで、効率的な広告事業の推進を目指します。

取
組
の
概
要

各課が広告事業をする際
に必要に応じて助言・指
導を行うとともに、令和
2年度からは庁内広告事
業の集約化の検討及び広
告主のニーズ調査を実施
します。また令和5年度
以降は全庁横断的な広告
事業のプロジェクトチー
ムを設置します。

実
績
及
び
担
当
課
評
価

単
年
度
計
画

・広告ニーズの把握を行う為、新たな広告事業の開拓に向け関係
課との協議を行う

進
捗
状
況

・助言及び指導の案件はなかった。
・「職員パソコンログイン画面広告」の募集を行い、４社の広告
掲載を実施した。
・集約化の案件はなかった。
・各支所と協議を行い、８総合支所の内壁面広告の募集を行った
が、掲載企業なし。引き続き継続募集中

進
捗
度
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

改革の目標 横断的なプロジェクトチームを設置することで、より効果的な広告事
業の実施方法の検討を進めることができるようになります。

個
別
成
果

指
標

横断的なプロジェクト
チームの設置：令和5

年度

効
果
額

30万円

Ｂ
担
当
課
自
己

評
価

・新たな広告事業の募集を行ったが契約に至らなかった。他市の状況を見ながら新規募集を行っていく。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

・令和3年度に向け「職員パソコンログイン画面広告」の募集を開始（令
和2年度）
・令和3年度「職員パソコンログイン画面広告」４社と契約（効果額462
千円については管理番号314011「発行物、市有財産への広告掲載（庁内
パソコン）」で計上）
・８総合支所内壁面広告募集を行うも契約なし

個
別
成

果
指
標

なし

次
年
度
の

取
組
方
針

関係各課と連携を図りながら、新たな財源確保策の検討を行う

効
果
額

0万円

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

広告事業の集約化の検討

横断的なプロジェクトチームの設置プロジェクトチームの設置の検討

広告事業の助言・指導

広告ニーズの把握
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改革の目標 寄付金の使途を具体的に示すことで、市民が共感する事業に対し直接
寄附をすることができるようになります。

個
別
成
果

指
標 寄附件数：4件

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 314040

Ｃ
担
当
課
自
己

評
価

先進自治体の、寄付金の事業への充て方や目標達成できなかった場合の事業実施の方法等を研究し、本市での実施
に向けスケジュールや役割分担を検討した。
併せて担当課ヒアリング等も実施したが、対象事業を定めることができず、取組方針の策定およびクラウドファン
ディング型ふるさと納税の実施に至らなかった。

単
年
度
計
画

・取組方針策定
・対象事業の選定
・クラウドファンディング型ふるさと納税の実施 進

捗
状
況

・方針策定に向け、令和2年度に引き続き先行自治体（県内7自治
体）へ聞き取りを行い、事業実施スケジュールや関係部局の役割
分担などを検討した。
・クラウドファンディング型ふるさと納税の対象とする事業の選
定に向け、事業担当部署に聞取りを行った。

進
捗
度
評
価

担当課

効
果
額

400万円

行財政改革課
柱 将来を見据えた持続可能な財政基盤の確立

施策 自主財源の確保と新たな財源の創出

細施策 新たな財源の創出

実施計画名 クラウドファンディング活用の推進

実
績
及
び
担
当
課
評
価

目指す姿
(実現する
内容)

事業内容を広くＰＲし、寄附金の使い道を詳細に説明することで、共感いただいた方より寄附金を募り、地域の課題解決に取り
組みます。

取
組
の
概
要

令和2年度には、本市で
クラウドファンディング
型ふるさと納税を活用す
るための検討方法等を示
した方針を策定します。
また令和3年度以降は選
定委員会を設置し、この
方針に基づき対象事業の
選定等を行うとともに、
クラウドファンディング
型ふるさと納税を活用し
た資金調達を実施しま
す。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

個
別
成

果
指
標

なし

次
年
度
の

取
組
方
針

・方針策定と周知
・事業の選定を行い、クラウドファンディング型ふるさと納税を実施

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

効
果
額

0万円

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

自治体の財源確保が難しくなってきている中、新たな資金調達手段として、ふるさと納税の寄附金控除とクラウドファンディン
グの事業への共感による寄附というメリットを組み合わせた、「クラウドファンディング型ふるさと納税」があります。

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

取組方針策定
ｸﾗｳﾄﾞﾌｧ

ﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ

の実施

選定委員会

による対象

事業の選定

事業実施

事業実施

事業実施

成果の

公表

成果の

公表

選定委員会

による対象

事業の選定

選定委員会

による対象

事業の選定

選定委員会

による対象

事業の選定

ｸﾗｳﾄﾞﾌｧ

ﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ

の実施

ｸﾗｳﾄﾞﾌｧ

ﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ

の実施

ｸﾗｳﾄﾞﾌｧ

ﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ

の実施
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実
績
及
び
担
当
課
評
価

目指す姿
(実現する
内容)

共感を呼ぶ使途項目の追加や魅力的な返礼品を開拓し、寄附額について現状の水準以上の獲得を目指します。

取
組
の
概
要

令和2年度には収入増加
に繋がりにくい各種サイ
ト契約等の見直しによ
り、事務の効率化を図り
ます。令和3年度以降は
新たな寄附金の使い道や
魅力的な返礼品事業者の
開拓を行います。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

【令和2年度】
・新規使途「医療に関する事業」の設置（1,465件、3,546千円）
・返礼品に梨、米の定期便を追加
【令和3年度】
・新規使途「医療に関する事業」（2,126件、47,349千円）
・新規返礼品「炊飯器」の追加による寄附金額（883件、164,052千円）
　※「炊飯器」のうち　72件、13,291千円は「医療に関する事業」と重
複

個
別
成

果
指
標

4,402件

次
年
度
の

取
組
方
針

寄附増加に向けて新たな返礼品の開拓と併せて、外部委託の検討、事務見直しなどの経費削減の取り組みを行っていく。

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

効
果
額

20,166万円

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

本市ではふるさと納税の取組を積極的に行っており、これまでに返礼品の充実やポイント制度の導入などを行い、平成30年度に
は10,825件、2億4,749万円の寄附がありました。今後、さらに寄附額の増加を図るためには、共感を呼ぶ使途項目の追加や魅力
的な返礼品の開拓など、より寄附者にＰＲできる選択肢を増やす必要があります。

Ｂ
担
当
課
自
己

評
価

・コロナ禍による巣ごもり需要や新規返礼品の追加でふるさと納税の寄附は増加した。引き続き魅力ある返礼品の
開拓を進め寄附増加に取り組んでいく。
・経費削減については、RPAの実証実験や外部ポータルサイトの削減についての検討を行ったが、外部委託など更
なる検討が必要である。

単
年
度
計
画

・外部受付ポータルサイトの見直し
・ふるさと納税新システムの導入による事務の効率化
・企業訪問による返礼品提供事業者の開拓 進

捗
状
況

各外部サイトの近年の寄附件数、額の推移を調査し、見直し対象
サイトをピックアップした。新システムの導入は、決済サービス
の停止によるHPの改修が必要となったため見送り、外部委託を含
めた事務の効率化を再検討する。コロナ禍による影響で企業訪問
はできなかったが、新規返礼品「炊飯器」の追加で164,052千円
の寄附金額の増加を図った。

進
捗
度
評
価

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 314050

担当課 資産活用推進課
柱 将来を見据えた持続可能な財政基盤の確立

施策 自主財源の確保と新たな財源の創出

細施策 新たな財源の創出

実施計画名 ふるさと納税の推進

改革の目標

収入増加につながらない各種サイト契約、広報費、返礼品登録を見直
すことで、経費と事務量の削減を目指します。また、事務量の削減に
より浮いた時間を利用して、新規使途や返礼品事業者の開拓に注力す
ることで、寄附者にとってより魅力的な選択肢を増やし、寄附額の増
加を図ります。

個
別
成
果

指
標

寄附件数：2,200件増
加

効
果
額

1億7,700万円

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

　

経費の見直し

新規使途・返礼品事業者の開拓

事業収支の改善
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効
果
額

1,820万円

実
績
及
び
担
当
課
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

Ａ
担
当
課
自
己

評
価

計画どおり進んでいる。引き続き関係課と連携を図りながら寄附獲得に向けた取り組みを行っていく。

単
年
度
計
画

・募集方法等関係課との協議
・紙面、ＨＰ等広報媒体による情報発信
・寄附獲得に向けた企業訪問の実施 進

捗
状
況

・チラシ作成配布、公式HPへの記事掲載で寄附募集を行った。
・コロナ禍による制限の中、関西事務所と連携し、銀行窓口への
チラシ配置、企業訪問（関西）を行った。
・寄附件数：6件、寄付金額：18,200千円の寄附を受領した。

進
捗
度
評
価

目指す姿
(実現する
内容)

本市の地方創生の取組をPRし、賛同いただける市外に本店がある企業から寄附を受け、官民連携して地方創生を推進させます。

取
組
の
概
要

令和2年度は庁内検討会
議を設置し、構成メン
バーそれぞれが所管する
業務を中心に分担・協力
して寄附獲得に向けた取
組を行います。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

【令和3年度実績】
・寄付金額　18,200千円、寄附件数　6件

担当課 資産活用推進課・政策企
画課柱 将来を見据えた持続可能な財政基盤の確立

施策 自主財源の確保と新たな財源の創出

細施策 新たな財源の創出

実施計画名 企業版ふるさと納税の推進

改革の目標 地方創生を推進するに当たり、行政だけの取組とせず、企業の社会貢
献を促すとともに官民連携した事業の進捗を図ります。

個
別
成
果

指
標 寄附件数：5件

効
果
額

50万円

個
別
成

果
指
標

寄附件数：6件

次
年
度
の

取
組
方
針

寄附獲得に向けて、関係課と連携しながら、企業訪問、情報発信を行っていく。

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

企業版ふるさと納税（地方創生応援税制）は、地方創生を推進させる取組のひとつとして制度化されたものであるが、本市はこ
れまで具体的な取り組みには至っていませんでした。しかし、地方創生の一層の推進や持続可能な財政基盤の確立のためには、
行政だけの取組ではなく、企業の社会貢献など官民連携した取組が必要となります。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 314060

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

庁内検討

会議を設

置

事
業
選
定

企
業
訪
問

地
域
再
生
計

画
の
申
請

寄
附
受
入

事
業
選
定

企
業
訪
問

地
域
再
生
計

画
の
申
請

寄
附
受
入

事
業
選
定

企
業
訪
問

地
域
再
生
計

画
の
申
請

寄
附
受
入

事
業
選
定

企
業
訪
問

地
域
再
生
計

画
の
申
請

寄
附
受
入

事
業
選
定

企
業
訪
問

地
域
再
生
計

画
の
申
請

寄
附
受
入
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実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

本市では平成27年に債券運用指針を策定し基金の債券運用を実施したことにより、預金に比較して高い利息が得られ運用効率が
向上しました。しかし、その後、金利が低い状況が続き、効率的な運用が難しい状況となっています。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 314070

施策 自主財源の確保と新たな財源の創出

細施策 新たな財源の創出

実施計画名 効率的な公金の運用

担当課 出納室
柱 将来を見据えた持続可能な財政基盤の確立

目指す姿
(実現する
内容)

引き続き効率的な運用ができるよう検討を進め、運用収入の増加を目指します。

取
組
の
概
要

令和2年度以降も継続的
に市場調査を行うととも
に、適宜、より効果的な
運用方法となるよう見直
しを行います。

実
績
及
び
担
当
課
評
価

単
年
度
計
画

・債券市場の動向を見ながら、現状で保有している債券について
保有・売却の検討、新規購入の検討を行う。

進
捗
状
況

・手持ちの債券で最も利率が低いものよりも市場の利率が上がっ
たが、ウクライナ情勢の変化が影響しているために市場の変化が
急激であり、売却はせず、保持することとした。

進
捗
度
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

改革の目標 市場情報の把握に努め、より効率的な運用を図り、運用収入の増加を
目指します。

個
別
成
果

指
標

見積合わせの実施回
数：15回（年3回／4
月、5月、8月）

効
果
額

―

Ｂ
担
当
課
自
己

評
価

金利が低く、金融機関の定期預金で利息を稼げる状況でないし、債券の利率の変化が激しいために売買はリスクが
高く、条件の良い債権を保有し続けて運用する今のスタイルが妥当と考えている。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

公金管理委員会を開催して、公金の管理・運用について関係課の共通理
解を得ながら、公金の効果的な運用を進めている。

個
別
成

果
指
標

見積合わせ　R2　1回、R3　なし

次
年
度
の

取
組
方
針

資金不足が予想されるため、定期預金については計画に挙げず、債券の運用について検討していく。

効
果
額

0万円

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

市場情報のリサーチ

より効率的な

運用方法の選

択

より効率的な

運用方法の選

択

より効率的な

運用方法の選

択

より効率的な

運用方法の選

択

より効率的な

運用方法の選

択
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実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

本市では平成28年3月に「第2次鳥取市補助金等適正化方針」を策定し、個人・法人の資産形成に資する補助の原則廃止や、サン
セットルール補助金の見直しの徹底など、適正化に取り組んできました。この結果、平成30年度末時点の補助メニュー数は
346、金額は約48億円となっています。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 321010

施策 公有財産の整理合理化と適正な財政運営の推進

細施策 戦略的な予算配分の推進

実施計画名 補助金適正化の推進

担当課 行財政改革課
柱 将来を見据えた持続可能な財政基盤の確立

目指す姿
(実現する
内容)

各種補助事業の目的や効果等を検証し、さらなる適正化を目指します。

取
組
の
概
要

令和3年度までは第2次鳥
取市補助金等適正化方針
に基づき補助金の適正化
を継続的に実施します。
また、毎年度整備する補
助金台帳を基に各補助事
業の目的や効果等を検証
したうえ、令和4年度に
第3次鳥取市補助金等適
正化方針を策定し、令和
5年度以降は新方針に基
づき適正化を推進しま
す。

実
績
及
び
担
当
課
評
価

単
年
度
計
画

・補助メニュー一覧の公開
・翌年度の予算編成に向け、補助金適正化方針に基づいた事業の
見直し、検討の周知
・事業目的・効果等の検証、第3次鳥取市補助金等適正化方針の
策定

進
捗
状
況

・公式ウェブサイトに一覧を掲載した。
・令和４年度予算編成要領により、補助金適正化方針に基づいた
事業の見直し・検討を実施するよう周知を図った。
・第3次鳥取市補助金等適正化方針の策定に向け、過年度の補助
執行額実績の分析を行った。

進
捗
度
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

改革の目標
平成30年度末時点の補助金総額(47億9千万円）の2％削減を目指しま
す。また、分かりやすい補助メニュー一覧を公開することで、市民等
が必要な補助金を検索しやすくなります。

個
別
成
果

指
標

第3次鳥取市補助金等
適正化方針の策定：令

和4年度

効
果
額

2億3,950万円

Ｂ
担
当
課
自
己

評
価

補助メニュー一覧の公開、予算編成要領による補助事業の見直し・検討の周知等に加え、次年度に予定している第
3次鳥取市補助金等適正化方針の策定に向け、過年度実績の分析を行う等、概ね計画通りに進めることができた。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

個
別
成

果
指
標

なし

次
年
度
の

取
組
方
針

引き続き、補助メニュー一覧の公開を行うとともに、翌年度の予算編成に向け、第3次鳥取市補助金等適正化方針の策定を行う。

効
果
額

0万円

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

補助金台帳の整備と補助メニュー一覧の公開

第3次鳥取市補助金等適正

化方針の策定

第2次鳥取市補助金等適正化方針に

基づく適正化の継続実施

事業目的、効

果等の検証

第3次鳥取市補助金等適正化方針に

基づく適正化の推進
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効
果
額

0万円

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

厳しい財政状況が続く中、選択と集中により市民にとって真に必要なサービスを提供していく必要があります。このため、事業
の必要性、費用対効果等を事前に把握・評価して事務・事業の予算要求を行う必要があります。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 321020

改革の目標 事前評価の仕組みを導入することで、より費用対効果を踏まえた予算
要求を行えるようになります。

個
別
成
果

指
標

事前評価の開始：令和
3年度

効
果
額

―

個
別
成

果
指
標

事前評価の開始：令和3年度

次
年
度
の

取
組
方
針

これまでの試行を踏まえ、限られた資源を効果的に活用し、戦略的に政策を展開することができるよう、仕組みを随時改善していく。

行財政改革課
柱 将来を見据えた持続可能な財政基盤の確立

施策 公有財産の整理合理化と適正な財政運営の推進

細施策 戦略的な予算配分の推進

実施計画名 投資効果を踏まえた事前評価制度の構築

実
績
及
び
担
当
課
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

Ｃ
担
当
課
自
己

評
価

様々な試みを実施し、より効果的な方法を模索している。限られた資源を効果的に活用していくには、事業のさら
なる選択と集中が必要になってくる。何に力を入れ、代わりに何をやめるのか、市の取り組みの精度をさらに上げ
ていくためにも、まずは市の政策の方向性を早期に決定していくことが必要と考えている。

単
年
度
計
画

事前評価要綱（目的・実施手順等）の作成
事前評価の実施

進
捗
状
況

事前評価の検討を行った結果、より効果的な方法を模索するべ
く、要綱の作成までは行わず、幹部会議で議論をしながらさまざ
まな手法を試行的に実施することとした。普通建設事業費（＝公
共事業費）の各事業について、担当課と行財政改革課による事前
評価を実施し、優先順位を決定した（詳しくは324010「市債発行
の抑制と計画的な公共事業の推進」を参照）。

進
捗
度
評
価

目指す姿
(実現する
内容)

公共事業や補助金の投資的効果が見込まれる事業においては、事業の必要性や投資効果等の妥当性を評価する事前評価を実施す
ることとします。

取
組
の
概
要

令和2年度中に事前評価
の要綱を作成するととも
に試行運用を行います。
令和3年度以降は、年度
前半に対象となる事業の
事前評価を実施し、評価
の結果を基に予算要求を
行います。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

担当課

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

事業化

事前評価

要綱の作

成

事業化

事業化

事前評価
予算

要求

事前評価
予算

要求

事前評価
予算

要求

予算

要求
事前評価

予算

要求
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担
当
課
自
己

評
価

鳥取市公共施設再配置推進委員会の中で、様々な意見を頂いている。意見書の提出は令和４年度になるが、再配置
における取組に活かしていきたいと考える。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

【施設譲渡、解体】
集会所等の地元譲渡（５施設（R2:3、R3：2））
保育園の民間事業者譲渡（１施設（R3:1））
【施設廃止】
集会所等の廃止（２施設（R2:1、R3:1））

個
別
成

果
指
標

８施設（うち譲渡６、解体０、廃止２）

次
年
度
の

取
組
方
針

再配置推進委員会の意見書提出を受け、庁内で今後の取組内容の意思決定を行う。
また、例年通り、引き続き所管課への伴走支援を実施し、再配置基本計画に沿った施設のあり方検討を行う。

効
果
額

0万円

資産活用推進課
柱 将来を見据えた持続可能な財政基盤の確立

目指す姿
(実現する
内容)

経営基本方針で取り組みの目的に掲げた“次世代の負担軽減”と“公共サービスの維持・向上”をふまえ、“今後の施設の方向
性”等について見直しを進めます。

取
組
の
概
要

令和2年度から6年度まで
は、「鳥取市公共施設再
配置基本計画」の更新検
討時期の第1期に当たる
公共施設について、計画
的に所管課ヒアリングを
行い、総量圧縮に向けた
検討を進めます。

実
績
及
び
担
当
課
評
価

単
年
度
計
画

・所管課に施設の状況について聞き取り（７月）
・所管課の相談対応
・鳥取市公共施設再配置推進委員会での検討 進

捗
状
況

昨年同様、所管課へのヒアリング及び伴走支援を行った。
鳥取市公共施設再配置推進委員会を５回開催し、令和４年４月に
意見書の提出を控えている。

進
捗
度
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

改革の目標 今後の施設の総量圧縮に向けた検討を推進します。

個
別
成
果

指
標

総量圧縮に繋がる方向
性を示した施設数：25

施設

効
果
額

―

Ｂ

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

平成16年（2004年）に9市町村が合併した鳥取市は、旧自治体単位の公共施設をそのままの状態で引き継いでおり、非常に多く
の施設を有しています。これらの施設の老朽化が進んでおり、建替えや大規模改修が必要な時期がここしばらく集中して訪れま
すが、少子高齢化等により財政規模の縮小が見込まれるため、次世代に負担を先送りしない、効率的な施設の再配置が求められ
ています。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 322010

施策 公有財産の整理合理化と適正な財政運営の推進

細施策 公共施設再配置の推進

実施計画名 再配置基本計画に沿った施設のあり方検討の推進

担当課

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

更新検討時期 第１期〈2016～2024（R6)〉

施設所管課

へのヒアリング

施設所管課

へのヒアリング

施設所管課

へのヒアリング
施設所管課

へのヒアリング

施設所管課

へのヒアリング
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実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

平成16年（2004年）に9市町村が合併した鳥取市は、旧自治体単位の公共施設をそのままの状態で引き継いでおり、非常に多く
の施設を有しています。これらの施設の老朽化が進んでおり、建替えや大規模改修が必要な時期がここしばらく集中して訪れま
すが、少子高齢化等により財政規模の縮小が見込まれるため、次世代に負担を先送りしない、効率的な施設の再配置が求められ
ています。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 322020

担当課 資産活用推進課
柱 将来を見据えた持続可能な財政基盤の確立

施策 公有財産の整理合理化と適正な財政運営の推進

細施策 公共施設再配置の推進

実施計画名 施設の複合化や集約化の推進

改革の目標 今後の施設の複合化、集約化に向けた検討を推進します。

個
別
成
果

指
標

複合化、集約化といっ
た方向性を示した案件

数：5件

効
果
額

―

個
別
成

果
指
標

なし

次
年
度
の

取
組
方
針

学校給食センターについて委員会が翌年度も継続するため、引き続き支援を行う。
再配置推進委員会の意見書提出を受け、庁内で今後の取組内容の意思決定を行う。
気高地域学校統合準備委員会の検討結果を受け、小学校統合に向けた取り組みの支援を行う。

効
果
額

0万円

実
績
及
び
担
当
課
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

Ｂ
担
当
課
自
己

評
価

施設更新の情報を資産活用推進課に集約し、方向性検討の初期段階から複合化や集約化の観点を取り入れていく仕
組みが定着してきており、継続的に所管課への支援を行っている。

単
年
度
計
画

・所管課に施設の状況について聞き取り（７月）
・所管課の検討支援
・鳥取市公共施設再配置推進委員会での検討 進

捗
状
況

「鳥取市学校給食センター整備計画検討委員会」にて、集約化に
向けた検討を伴走支援中。また、鳥取市公共施設再配置推進委員
会を５回開催し、令和４年４月に意見書の提出を控えている。
上記に併せ、所管課へヒアリングを行うとともに、検討段階から
関係各課へ伴走支援を行うことで、集約化・複合化といった観点
を組み込んだ案件形成に取り組んでいる。

進
捗
度
評
価

目指す姿
(実現する
内容)

公共施設を複合化又は集約化し、施設にかかるコスト（ランニングコスト）を縮減しつつ、サービス等の充実や稼働率の向上を
図ります。

取
組
の
概
要

令和2年度から6年度まで
は、「鳥取市公共施設再
配置基本計画」の更新検
討時期の第1期に当たる
公共施設について、計画
的に所管課ヒアリングを
行い、複合化や集約化に
向けた検討を進めます。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

更新検討時期 第１期〈2016～2024（R6)〉

施設所管課

へのヒアリン

グ

施設所管課

へのヒアリン

グ

施設所管課

へのヒアリン

グ

施設所管課

へのヒアリン

グ

施設所管課

へのヒアリン

グ
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改革の目標 学校のあり方について、地域住民の意見をより反映できるようにな
り、それぞれの地域にふさわしい形での校区再編が図られます。

個
別
成
果

指
標

「学校のあり方を考え
る検討組織」の設立校
区数：全ての小・義務
教育学校区（R2年度時

点43校区）

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 322030

Ｂ
担
当
課
自
己

評
価

概ね計画通りに進めることができている。

単
年
度
計
画

・鳥取市立学校適正規模・適正配置基本方針について説明会の実
施
・新設校の設置に向けた気高地域学校統合準備委員会の開催 進

捗
状
況

令和３年度は鳥取市立学校適正規模・適正配置基本方針について
各小中学校区PTA、各種団体等に説明を行った。
また、令和３年３月に設置した気高地域学校統合準備委員会にお
いて、気高地域に新設する学校の学校種及び設置場所について議
論を行っていただき、令和４年２月に検討結果等について報告を
受けた。

進
捗
度
評
価

担当課

効
果
額

8850万円

教育総務課
柱 将来を見据えた持続可能な財政基盤の確立

施策 公有財産の整理合理化と適正な財政運営の推進

細施策 公共施設再配置の推進

実施計画名 校区再編の推進

実
績
及
び
担
当
課
評
価

目指す姿
(実現する
内容)

令和2～3年度にかけて、20年後を見据えた全市的な学校の適正規模・配置についての本市の考え方を示します。また、現時点で
課題を抱える学校区のみならず、全市的に、20年後の学校のあり方を地域で考える「学校のあり方を考える検討組織」づくりを
推進し、それぞれの地域にふさわしい形での校区再編を目指します。

取
組
の
概
要

令和2～3年度にかけて
「20年後を見据えた学校
の適正規模・配置につい
ての本市の考え方」を策
定します。それ以降は
「学校のあり方を考える
検討組織」づくりを推進
し、地域の意見を踏まえ
た具体的な校区再編を検
討します。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

・鳥取市立学校適正規模・適正配置基本方針の策定（令和２年度）
・気高地域学校統合準備委員会の設置及び会議開催（令和３年度）

個
別
成

果
指
標

6校区

次
年
度
の

取
組
方
針

令和４年度は鳥取市立学校適正規模・適正配置基本方針に基づき、各校区からの代表者で構成される「ブロック別協議会」の設置に向
け取り組む。また、令和４年２月に気高地域学校統合準備委員会より提出された報告書の意見を踏まえ、新設校の設置に向けた調査及
び検討を行うため、庁内検討会を設置し議論を開始する。

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

効
果
額

3,543万円

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

本市では平成18年度から合併後の学校配置及び校区の設定について校区審議会に諮問し審議がなされており、これまで宮ノ下小と岩倉小の校
区再編、佐治中と用瀬中の統合、青谷中と気高中の現位置での改築、福部地域の幼小中一貫校の設置、南中学校の今後のあり方、鹿野地域の
小中一貫校の設置、江山校区の小中一貫校の設置について答申を受け、校区再編等に取り組んできました。このほか学校と地域との協働によ
り、より良い学校づくりを行うためコミュニティ・スクールを推進しており、校区再編には地域での合意形成が重要なことから、小学校区単
位で「学校のあり方を考える検討組織」づくりを進め、将来を担う子どもたちや地域にとってこれからの学校がどうあるべきか地域全体の意
向を集約しています。

※計画変更実施 　

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

校
区
審
議
会
に
お
い
て
、
20
年
後
を
見
据
え
た

学
校
の
適
正
規
模
・
配
置
に
つ
い
て
答
申
予
定

20
年
後
を
見
据
え
た
学
校
の
適
正
規
模
・
配
置
に
つ

い
て
の
本
市
の
考
え
方
策
定

鳥取市立

学校適正

規模・適正

配置基本

方針の周

知

「学校のあり方を考える検討組織」や「ブロック別協議会」の意向集約内容を踏まえ、具

体的な校区再編について検討・関係校区との調整

これまでに校区再編を行った学校の教育効果等の検証

校区再編の実施に

向けた準備

「学校のあり方を考える検討組織」づくりの推進や「ブ

ロック別協議会」の開催
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担
当
課
自
己

評
価

各課が保有する備品について、共同利用を可能にするためには、まずはきちんとした備品の把握が必要だと考えて
おり、進捗はしていないが必要な作業だと考える。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

・共同利用のためのシステムを検討した。

個
別
成

果
指
標

R3　備品の照合作業開始

次
年
度
の

取
組
方
針

・各課が保有する備品について、共同利用可能なものを各課に選出してもらう。

効
果
額

0万円

出納室
柱 将来を見据えた持続可能な財政基盤の確立

目指す姿
(実現する
内容)

汎用性の高い備品について、他部署が所有しているものを借りて使用することにより、備品の効率的な稼働と、購入費用の抑制
を目指します。

取
組
の
概
要

令和2年度に各課が所有
する貸し借りが可能な備
品の一覧を作成し庁内で
共有します。また令和3
年度以降も備品一覧を適
宜更新します。

実
績
及
び
担
当
課
評
価

単
年
度
計
画

・共同利用のためのプラットフォームを検討する。
・共同利用可能な備品のリストを作成し、出納室ライブラリに掲
載。
・リストを活用した共同利用を開始する。

進
捗
状
況

・備品の管理について監査委員から指摘があり、あらためて備品
と台帳の照合作業を各課に命じた。一応の期限を令和4年3月31日
としたが、課によっては非常に点数が多く、全体としては令和4
年9月30日を作業完了期限としている。

進
捗
度
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

改革の目標 汎用性の高い備品を共同利用することで、効率的に稼働させるととも
に、重複購入を抑制します。

個
別
成
果

指
標

備品情報の共有：令和
3年度

効
果
額

―

Ｃ

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

懸垂幕やプロジェクター、スクリーンといった備品については、職員が利用するグループウェアに掲載し、共有する仕組みが作
られています。しかし、これらは極一部であり多くの備品については所属外の備品の検索ができず、どこの課がどのようなもの
を所有しているかわからないため、貸し借り等共同利用できておらず、複数の課が所有している事例があります。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 323010

施策 公有財産の整理合理化と適正な財政運営の推進

細施策 新たな事務経費削減手法の展開

実施計画名 庁内備品の共同利用

担当課

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

※計画変更実施

備品一覧表の

掲載

利用の推進
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実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

学校施設の老朽化に伴い、修繕や改修等が必要となってきており、今後多額の経費が発生することが想定されることから、学校
施設維持管理について効率化を図る必要があります。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 323020

施策 公有財産の整理合理化と適正な財政運営の推進

細施策 新たな事務経費削減手法の展開

実施計画名 学校施設維持管理の効率化

担当課 教育総務課
柱 将来を見据えた持続可能な財政基盤の確立

目指す姿
(実現する
内容)

令和2年度中に「公立学校施設に係る長寿命化計画（個別施設計画）」を策定し、同年に示される予定の校区審議会答申におけ
る「中長期的な学校区のあり方」を踏まえながら施設改良等の対策を進めることにより、学校施設維持管理について効率化を図
ります。

取
組
の
概
要

令和2年度中に、鳥取市
公共施設再配置基本計画
に基づいた「公立学校施
設に係る長寿命化計画
（個別施設計画）」を策
定します。この長寿命化
計画に加え、同年に校区
審議会より示される予定
の「20年後を見据えた学
校の適正規模・配置につ
いての本市の考え方」も
踏まえながら、令和3年
度以降に各施設の状況を
考慮した施設改良等の対
策を行います。

実
績
及
び
担
当
課
評
価

単
年
度
計
画

・「鳥取市学校施設長寿命化計画」などに基づき施設整備等を推
進

進
捗
状
況

鳥取市立江山学園普通教室棟長寿命化改良工事を実施した。

進
捗
度
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

改革の目標

「公立学校施設に係る長寿命化計画（個別施設計画）」に基づき、
「中長期的な学校区のあり方」を踏まえながら整備を進めることによ
り、学校施設にかかる経費の縮減を図ります。削減した経費を老朽化
した学校施設の修繕や長寿命化改修などの事業費に充てることが可能
となり、教育環境の向上が図られます。

個
別
成
果

指
標

鳥取市立江山学園普通
教室棟長寿命化改良工
事の実施：令和3年度
鳥取市立湖東中学校校
舎長寿命化改良工事の

効
果
額

―

Ｂ
担
当
課
自
己

評
価

鳥取市立江山学園普通教室棟長寿命化改良工事を実施し、令和4年3月に完成した。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

・鳥取市学校施設長寿命化計画の策定（令和２年度）
・鳥取市立江山学園普通教室棟長寿命化改良工事の実施（令和３年度）

個
別
成

果
指
標

鳥取市立江山学園普通教室棟長寿命化改良工事の実
施：令和3年度

次
年
度
の

取
組
方
針

「鳥取市学校施設長寿命化計画」などに基づき、鳥取市立湖東中学校長寿命化改良工事に取り組むなど、引き続き、施設整備等を推進
することで、維持管理にかかる経費を縮減する。

効
果
額

0万円

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

個別施設毎の

長寿命化計画の策定

校
区
審
議
会
に
お
い
て
、
20
年
後
を
見
据
え

た学
校
の
適
正
規
模
・
配
置
に
つ
い
て
答
申
予

20
年
後
を
見
据
え
た
学
校
の
適
正
規
模
・

配
置
に
つ
い
て
の
本
市
の
考
え
方
策
定

「鳥取市学校施設長寿命化計画」及び「鳥取市立学校適正規模・適正配置基本方針」

を基に学校施設改良等の対策を検討
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実
績
及
び
担
当
課
評
価

目指す姿
(実現する
内容)

現行の住民情報系システムの更新（令和7年度）を目途に、国で推進している自治体クラウドへの移行について、鳥取県自治体
ICT共同化推進協議会への参画や現在稼働中のベンダー利用自治体間での意見交換等を行い、次期システムの方向性を確定し、
安定したシステム稼働を目指します。

取
組
の
概
要

令和2年度から5年度にか
けて、他自治体の事例研
究や周辺自治体との協議
を行い共同化の検討を行
い、次期住民情報系シス
テムの仕様書を作成しま
す。その後、令和6年度
に検討結果を踏まえたシ
ステム構築を行います。

備
考

・Fit＆Gap分析・・・国作成の標準仕様書と現行の仕様書を比較し、機能等の過不足を確認し対応方法等を検討する。
・標準化システム・・・地方公共団体の基幹業務システム（住民基本台帳、市民税など17業務の国民生活に直接関係する事務に係る情報シ
ステム）について、住民サービスの向上と行政の効率化、コスト削減を図るため、原則全ての地方公共団体が、令和７年度までに導入する
こととなる、国の示す標準化基準に適合したシステム。
・自治体クラウド・・・クラウドコンピューティング技術を活用して、地方公共団体の情報システムの集約と共同利用を進めることによ
り、情報システムに係る経費の削減や住民サービスの向上等を図るもの。

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

個
別
成

果
指
標

なし

次
年
度
の

取
組
方
針

2022年夏に提示される標準仕様書を基に、既存業務とのFit＆Gap分析を行う。

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

効
果
額

0万円

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

現在稼働している住民情報系システムは、平成27年度から稼働したものであり、それまでは、住基・税システムを主として、そ
れ以外の福祉関係のシステムなどは個々に調達し、住基システムと連携を行っていたものを、住民情報を取り扱うシステムに関
して一括調達し、自庁サーバ室に機器設置し当市のみで運用しているものです。

Ｂ
担
当
課
自
己

評
価

庁内向けの定例会で、各関係課に対し国の意見照会に責任もって回答するよう周知を行ったことで各課が主体的に
情報収集を行うようになった。しかし、国から提示されている標準仕様書が十分に要件が固まっておらず、データ
連携要件などの詳細が未定のままなど改版が前提のものであったことから導入に向けた具体的な作業はできていな
い状況。

単
年
度
計
画

標準システム導入に向けた検討

進
捗
状
況

・国から地方自治体へ不定期に行われる、標準仕様書案について
の意見照会が昨年度に引き続き実施されたため、各課の業務担当
から回答をおこなうよう依頼した。
・既存システム保守業者と連携を取り、国の動向や標準仕様書の
要点を確認した。
・システム導入に向け関係課を交えた検討体制を構築した。

進
捗
度
評
価

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 323030

担当課 情報政策課
柱 将来を見据えた持続可能な財政基盤の確立

施策 公有財産の整理合理化と適正な財政運営の推進

細施策 新たな事務経費削減手法の展開

実施計画名 システムの共同利用の推進

改革の目標 自治体クラウドに移行することで、管理運用の効率化、安定したシス
テムの稼働を図るとともに、導入・運用経費の削減を目指します。

個
別
成
果

指
標

共同利用となるシステ
ムの割合：21.8％
（160システムのうち
35システム）

効
果
額

―

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

自治体クラウドの検討

（次期システム仕様書作成等含む）

次期システム構築
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実
績
及
び
担
当
課
評
価

目指す姿
(実現する
内容)

早い段階で各部局の建設事業費を見込み、事業関係部局長等で構成する政策調整プロジェクトチームを設置し、事業の優先順位
を決定し、普通建設事業費の抑制を図ります。

取
組
の
概
要

令和2年度以降、本市の
中長期起債シミュレー
ションを作成、更新して
いきます。併せて、当該
シミュレーションの結果
を参考に、普通工事事業
について政策調整プロ
ジェクトチーム（PT）で
優先順位付けを行い、翌
年度以降の予算編成に活
かします。

備
考

○普通建設事業費…道路、橋、学校など公共施設の建設・修繕事業にかかる経費
○起債…債券を発行すること（＝借金をすること）
○公債費…市の借金（市債）を返済するための経費
○交付税措置上有利な起債…市の借金のうち、後で国から交付税として措置される（実質的に国が肩代わりしてくれる）もの。措置率が高
いほど市の負担は少ない。充当率は実施する事業にどのくらいの割合でその借金を使っていいのかを表す。
　　例）緊急防災・減災事業…充当率100％、交付税措置率70％
　　　　過疎対策事業…充当率100％、交付税措置率70％　等
○実質公債費比率…市の収入に対して借金返済額がどれくらいの割合かを示すもの
○普通建設事業費部局長プロジェクトチーム（PT）会議…事業実施担当部局の長で構成され、事業の優先順位を決定する会議体。

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

個
別
成

果
指
標

9.6%（令和2年度）
※決算統計作業終了後、実績確定（8月ごろ）

次
年
度
の

取
組
方
針

・中長期起債シミュレーションの更新を行う。
・普通建設事業費部局長PT会議を開催し、事業の優先順位を決定する。

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

効
果
額

12,100万円

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

計画的な繰上償還の実施や、交付税措置上有利な起債の活用へのシフト等の取組により、公債費（実質公債費比率）は着実に低
下させてきましたが、新本庁舎整備や可燃物処理施設整備などの大型プロジェクトや、国の地方交付税の財源不足を理由に発行
を余儀なくされている臨時財政対策債などにより、平成28年度決算以降、市債残高の総額は増加しています。
そのため、普通建設事業費と市債発行を抑制し、将来に先送りしない健全な財政運営を図る必要があります。

Ｂ
担
当
課
自
己

評
価

事業内容を精査し、優先順位を決定したことで、計画的な市債発行ができている。

単
年
度
計
画

・中長期起債シミュレーションの更新
・普通建設事業費部局長プロジェクトチーム（PT）会議を開催
し、事業の優先順位を決定する。 進

捗
状
況

・中長期起債シミュレーションの更新
・普通建設事業費部局長PT会議を開催し、予算規模のイメージを
共有するとともに、各担当部局による緊急度、地域からの要望・
有利な財源・計画性の有無といった視点で事業の優先度を評価し
た後、行財政改革課が同様の視点で評価を行い、PT会議での議論
を経て事業実施の優先順位を決定した。

進
捗
度
評
価

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 324010

担当課 行財政改革課
柱 将来を見据えた持続可能な財政基盤の確立

施策 公有財産の整理合理化と適正な財政運営の推進

細施策 将来を見据えた計画的な財政運営の推進

実施計画名 市債発行の抑制と計画的な公共事業の推進

改革の目標 早い段階で普通建設事業費の優先順位を検討することで、適正な事業
計画が立てられ、将来負担の抑制が図られます。

個
別
成
果

指
標

実質公債費比率：
10.3%

効
果
額

5億500万円

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

中長期起債シミュレーションの作成・更新

Ｐ
Ｔ
会
議

予
算
編
成

事
業
洗
出
し

Ｐ
Ｔ
会
議

予
算
編
成

事
業
洗
出
し

Ｐ
Ｔ
会
議

予
算
編
成

事
業
洗
出
し

Ｐ
Ｔ
会
議

予
算
編
成

事
業
洗
出
し

Ｐ
Ｔ
会
議

予
算
編
成

事
業
洗
出
し
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実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

本市では社会保障関係費や老朽化した社会資本の更新経費など、財政需要が今後も増加し続けると見込まれる中で、市税の大き
な伸びは期待できないことから、今後の財政運営は一層厳しいものになると見込まれます。このような状況の中で、更なる行財
政改革の推進を図り、人件費の縮減や民間活力の活用などにより経費削減を目指すとともに、有利な財源の活用や市債発行の厳
選により財政負担の平準化を図るなど、中長期的な展望に立った財政基盤の強化を図り、厳しい環境下にあっても持続可能な財
政運営を引き続き堅持することが必要となっています。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 324020

・中長期財政計画の公表（令和2年度）

担当課 行財政改革課
柱 将来を見据えた持続可能な財政基盤の確立

施策 公有財産の整理合理化と適正な財政運営の推進

細施策 将来を見据えた計画的な財政運営の推進

実施計画名 中長期財政計画の策定と公表

改革の目標 財政運営の基となる財政の見通しを示すことにより、市民の知る権利
を保障するとともに、市としての説明責任を果たします。

個
別
成
果

指
標

中長期財政計画の更
新：毎年度

効
果
額

―

個
別
成

果
指
標

中長期財政計画の公表（令和2年度）

次
年
度
の

取
組
方
針

国の地方財政計画、社会情勢の変化などを踏まえ、毎年度更新していく。

効
果
額

0万円

実
績
及
び
担
当
課
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

Ｃ
担
当
課
自
己

評
価

令和４年度の財政フレームと起債シミュレーションの作成は行ったが、新型コロナウイルスの影響で税収の振れ幅
が激しく、国の制度の追加・変更が随時生じている状況であるため、中長期財政計画の更新を見送り、短期的な推
計にとどめることとした。

単
年
度
計
画

中長期財政計画の更新と公表

進
捗
状
況

第11次総合計画を踏まえ、令和４年度の財政フレームの構築及び
起債の長期シミュレーションを作成し、予算編成方針説明会で共
有を行った。

進
捗
度
評
価

目指す姿
(実現する
内容)

今後予定される財政需要や歳入の見通しを踏まえ、資金収支の健全性の確保を目指します。

取
組
の
概
要

令和2年度に、本市の中
長期財政計画を策定し公
表します。また、令和3
年度以降は毎年度、最新
の状況を基に中長期財政
計画を更新し、継続的に
公表します。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

中長期財政計

画の作成

公

表

中長期財政計

画の更新

公

表

中長期財政計

画の更新

公

表

中長期財政計

画の更新

公

表

中長期財政計

画の更新

公

表
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改革の目標 より有利な借入方法を検討し、歳出の抑制を図ります。

個
別
成
果

指
標

借入方法の検討：毎年
2月ごろに実施

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 324030

Ａ
担
当
課
自
己

評
価

計画より大きく利息の支払額を減らすことができた。

単
年
度
計
画

・少しでも低い利率で借り入れできるよう、見積合せによって借
入先の金融機関を決める。
・資金計画と照らし合わせて、可能な限り借入の期間を短縮す
る。

進
捗
状
況

・一括借入※と当座貸越契約による借入※の2つの借り方で見積
合せを行い、利率を低く抑えた。

※詳しくは備考欄参照

進
捗
度
評
価

担当課

効
果
額

―

出納室
柱 将来を見据えた持続可能な財政基盤の確立

施策 公有財産の整理合理化と適正な財政運営の推進

細施策 将来を見据えた計画的な財政運営の推進

実施計画名 一時借入金利子の軽減

実
績
及
び
担
当
課
評
価

目指す姿
(実現する
内容)

引き続き、支払利息が抑制できるよう借入方法を検討します。

取
組
の
概
要

令和2年度以降も継続的
に借入方法を検討し、適
宜、有利な借り入れを実
施します。

備
考

・一括借入：借入額全額を一定の期間借り入れる。利息は低めになるが、中途解約・返済はできない。
・当座貸越契約による借入：借入期間と、期間内の借入限度額を定めた契約により借り入れる。利息は高めになるが、資金に余裕がある場
合には期間中に返済することもできる。

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

借入の方法、見積合せの条件設定などを細かく検討し、効果的な見積合
わせを実施して、借入利息を低く抑えた。

個
別
成

果
指
標

令和3年2月に借入の方法を検討し、一括借入と当座借
越の2つの方法で利率の見積合せを行っている。

次
年
度
の

取
組
方
針

借入の時期、金額を見極め、借入利息を抑えるよう努める。

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

効
果
額

4,886万円

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

会計年度内に一時的な資金不足が発生した場合、その不足分を補うために短期借り入れを行うことがあります。この借入に際し
て本市ではこれまで、金融機関での調達以外の方法として企業会計からの借り入れを導入するなど、借入金利息の抑制に努めて
きました。

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

借入方法の検

討

借入額の抑制

借入方法の検

討
借入方法の検

討
借入方法の検

討
借入方法の検

討
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実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

本市ではこれまで、各団体の経営改善計画の策定や「外郭団体の経営改善及び統廃合に関する方針（平成18年3月）」に基づき、
外郭団体の改革に取り組んできました。具体的には、市からの補助金支出などの財政的な支援や役員への任用、職員派遣の人的
支援の見直しなど団体経営の自主・自立化を促すための見直しを実施するとともに、公益性や市の関与の必要性等の観点から、
外郭団体の役割や事業をゼロベースで見直し、団体の統廃合等も実施してきました。しかしながら、債務超過に陥るなど本市に
とって財政的リスクを有する団体も見受けられることから、引き続き経営改善や課題解決に向けた取組が必要となっています。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 324040

施策 公有財産の整理合理化と適正な財政運営の推進

細施策 将来を見据えた計画的な財政運営の推進

実施計画名 外郭団体の経営健全化（全体方針）

担当課 行財政改革課
柱 将来を見据えた持続可能な財政基盤の確立

目指す姿
(実現する
内容)

外郭団体の役割や現状、採算性を検証し、統廃合の検討、経営改善計画の策定等を定めた方針を見直し、自主的な経営改善を促
進することで、さらなる経営健全化を目指します。

取
組
の
概
要

令和2年度中に外郭団体
の経営改善及び統廃合に
関する方針の見直しを行
います。また令和3年度
には方針を各外郭団体に
説明し、それぞれで経営
改善計画を策定します。
令和4年度以降は策定し
た経営改善計画に基づき
取組状況等のモニタリン
グを実施し、成果検証を
行うとともに、令和7年
度以降の経営改善計画に
ついて検討します。

実
績
及
び
担
当
課
評
価

単
年
度
計
画

・外郭団体の経営改善及び統廃合に関する方針の見直し
・新たな方針に基づく経営改善計画の策定

進
捗
状
況

・外郭団体の経営改善及び統廃合に関する方針改定(案)作成
・現行の経営改善計画のフォロー
・外郭団体の状況調査（経営状況等）、外郭団体の担当課へのヒ
アリング

進
捗
度
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

改革の目標
外郭団体の経営状況が改善することによって、市民サービスの向上に
つながる事業等の充実が図られます。また、市の外郭団体への補助金
や委託料等の適正化を目指します。

個
別
成
果

指
標

外郭団体の経営改善計
画の策定：21団体

効
果
額

―

Ｃ
担
当
課
自
己

評
価

・方針の見直しのための事前準備とそれに基づく見直し作業を行い、方針改定(案)の作成を進めている。
・令和3年度の包括外部監査では出資法人≒外郭団体が対象だったので、監査の指摘事項を方針(案)に反映すること
とした。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

個
別
成

果
指
標

なし

次
年
度
の

取
組
方
針

・外郭団体の経営改善及び統廃合に関する方針を改定し、併せて、新たな方針に基づく経営改善計画を策定する。

効
果
額

0万円

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

方針の見直し

経営改善

計画の策

定

モニタリング

成果検証

新方針

説明

次期計画の検

討
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改革の目標 鳥取市土地開発公社の保有土地の早期処分を目指します。

個
別
成
果

指
標

公社保有土地：3割縮
減（対H30末保有資産
約83.8億円）

効
果
額

―

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 324041

担当課 資産活用推進課
柱 将来を見据えた持続可能な財政基盤の確立

施策 公有財産の整理合理化と適正な財政運営の推進

細施策 将来を見据えた計画的な財政運営の推進

実施計画名 外郭団体の経営健全化（土地開発公社）

Ｃ
担
当
課
自
己

評
価

工業団地で新型コロナウイルス感染症の影響による業績悪化のため、購入延期となっている物件もあるが、適度に
問い合わせはある状況。

単
年
度
計
画

・公社運営支援
・公社保有土地の売却・有効活用方法の検討
・公社保有土地処分計画の策定 進

捗
状
況

湯川住宅団地（鹿野）にモデルルームを建築し販売促進に努めた
ところ、新規で３件（宅地分譲（売買）１区画、定期借地権付土
地（賃借）２区画）の契約となった。また、新布袋工業団地につ
いても２区画売却を行った。
処分計画については、新型コロナウイルス感染症の影響により、
保有資産の売却が低調傾向にあること、また、処分方針が未定の
土地もあることから、策定には至らなかった。

進
捗
度
評
価

実
績
及
び
担
当
課
評
価

目指す姿
(実現する
内容)

設立団体として市は、公社と連携して保有土地の早期処分等を目指します。

取
組
の
概
要

土地の処分や有効利活用
策の検討を進め、令和３
年度までに公社保有土地
の処分計画を策定しま
す。策定に当たっては、
庁内関係部署と公社で構
成するプロジェクト会議
を設置し、全庁的に取り
組みます。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

令和２年度：湯川住宅団地 １件宅地分譲、青谷西町団地 １件宅地分譲
令和３年度：湯川住宅団地 １件宅地分譲、２件定期借地権土地

個
別
成

果
指
標

なし

次
年
度
の

取
組
方
針

新型コロナウイルス感染症の影響が懸念される中、引き続き処分計画の策定について検討を行うとともに、保有資産の削減に向けて関
係課と連携を図っていく。

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

効
果
額

0万円

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

鳥取市土地開発公社は、平成30年度末時点で約47.8ha・83.8億円の土地を保有していますが、保有土地の処分や有効利活用が課
題となっています。

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

公社保有土地の有効利活用策の検討

公社保有土地の処

分等

公社保有土地の処

分等

公社保有土地の処

分等

公社保有土地の処

分等

公社保有土地処分計画の策定

公社保有土地の処

分等

保有土地処分計画の進行管理
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実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

病院事業会計は、平成２３年度に経常収支の黒字化を達成したものの、その後平成２７年度より赤字経営が続いています。平成
２９年３月には、「新鳥取市立病院改革プラン」を作成し、健全経営に向けて取り組んできましたが、赤字の解消には至ってい
ません。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 324050

施策 公有財産の整理合理化と適正な財政運営の推進

細施策 将来を見据えた計画的な財政運営の推進

実施計画名 公営企業の経営健全化（市立病院）

担当課 鳥取市立病院
柱 将来を見据えた持続可能な財政基盤の確立

目指す姿
(実現する
内容)

地域医療を支える自治体病院として、また、東部医療圏の中核病院として地域住民に安定した医療機能体制の提供を行うため、
経営の健全化（経常収支比率100％以上の継続）を目指します。

取
組
の
概
要

令和2年度は「新鳥取市
立病院改革プラン」に基
づく取組を推進するとと
もに、「（仮称）鳥取市
立病院中期計画」を策定
します。令和3年度以降
は「（仮称）鳥取市立病
院中期計画」に基づき、
経営健全化の取組を推進
します。

実
績
及
び
担
当
課
評
価

単
年
度
計
画

・総務省よりガイドラインの改定が示された後、新たな改革プラ
ンの策定を行う。
・次期改革プラン策定に着手するまでの間についても、患者の減
少に歯止めをかける取り組みや診療単価の引き上げにつながる取
り組み、手術支援ロボットを導入し、他院より優位性のある診療
科の魅力アップ等、経営改善の取り組みを進めていく。

進
捗
状
況

総務省のガイドライン改定が年度末となったため、新たな改革プ
ラン策定には着手しなかったものの、新たに導入した手術支援ロ
ボットによる前立腺がん・膀胱がん手術を開始するとともに、併
せて広報活動を展開し、他院より優位性のある診療科の魅力アッ
プに取り組んだ。また、救急患者の積極的な受入を行う等、診療
単価増による収入増加の取り組みを進めた。

進
捗
度
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

改革の目標
医師をはじめとする医療従事者の確保に努め診療の質の向上を図ると
ともに、開業医や地域包括支援センター、介護施設のみならず他の急
性期病院との連携を強化し、患者増を図ります。

個
別
成
果

指
標

経常収支比率：100％以
上

効
果
額

―

Ｃ
担
当
課
自
己

評
価

新型コロナウイルスの影響等により、引き続き患者数が減少したが、診療単価の増等により、医業収益は昨年度を
上回ることができた。今後も収益増加、費用削減の取り組みを進めていく。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

・紹介患者増を目的とした開業医訪問（令和２年度）
・診療単価を高める取り組み（令和２年度）
・病棟再編による新年度採用職員数の抑制（令和２年度）

個
別
成

果
指
標

R2:103.41％
R3:決算確定時点で入力予定

次
年
度
の

取
組
方
針

総務省のガイドライン改定の内容を踏まえ、当院の改革プランの改定を行う。
また、引き続き、他院より優位性のある診療科の魅力アップを図るととともに、更なる収支改善に向けて取り組みを行い、コロナ関係収
支を除いた経常収支の1億円の改善を目指す。

効
果
額

6,519万円

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

※計画変更実施

「新鳥取市立病

院改革プラン」

の改訂

「（改訂版」新鳥取市立病院改革プラン」に基づく取り組みの推進

「新鳥取市立病

院改革プラン」に

基づく取り組み

の推進
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効
果
額

0万円

実
施
計
画
の
内
容

計画策定時
の状況
(取組の背
景)

本市では、平成17年６月に「鳥取市水道事業長期経営構想」を策定し「お客さまの視点に立ち、お客さまに信頼していただける
水道を目指す」という経営方針のもと、健全な事業運営に努めてきました。また、平成27年の改訂において、令和７年度までの
具体的な施策を示し、将来にわたって安全な水道、強靱な水道及び水道サービスの持続を目指しています。

実施計画評価シート
（公表用） 令和３年度 実績 管理番号 324051

改革の目標
水道事業の経営改善を行うことで、水質管理体制の強化による「安全
な水道」、水道管の耐震化による「強靭な水道」、給水サービスの向
上の取組による「水道サービスの持続」を目指します。

個
別
成
果

指
標

年度末の内部留保資金
残高:13億円以上（災
害など生じた場合でも
事業継続可能な資金）

効
果
額

―

個
別
成

果
指
標

2,203,070千円

次
年
度
の

取
組
方
針

震災時応急給水拠点整備の推進、簡易水道等の統合に伴う施設改修(地域水道整備事業）に引き続き取り組むとともに、令和4年10月運
用開始に向けて水道施設情報管理システムの構築にも引き続き取り組む。また、令和6年度までの3か年で老朽化した叶水源地自家用発
電機施設の更新工事に取り組む。

鳥取市水道局
柱 将来を見据えた持続可能な財政基盤の確立

施策 公有財産の整理合理化と適正な財政運営の推進

細施策 将来を見据えた計画的な財政運営の推進

実施計画名 公営企業の経営健全化（水道局）

実
績
及
び
担
当
課
評
価

【進捗度の判定基準】Ａ：計画を上回っている　Ｂ：概ね計画通り　Ｃ：計画より遅れている　Ｄ：未着手　－：計画の中止

Ｂ
担
当
課
自
己

評
価

概ね計画どおりに事業を推進できている。今後も安定給水の確保及び効率的な水運用を行うため、引き続き事業を
進める。

単
年
度
計
画

・震災時応急給水拠点整備の推進
・簡易水道等の統合に伴う施設改修（地域水道整備事業）
・水道施設情報管理システムの構築 進

捗
状
況

震災時応急給水拠点整備は、令和元年度から令和7年度までに29
か所の整備完了を目標としている（令和13年度までに47か所を計
画）。そのうち令和3年度は6か所の整備が完了し、3年間で22か
所の整備を完了している。地域水道整備事業では、国府町上地地
域の浄水場が完成し供用を開始した。また、水道施設情報管理シ
ステムの構築は、令和4年10月の運用開始に向けて取り組んでい
る。

進
捗
度
評
価

目指す姿
(実現する
内容)

水道事業ガイドラインに基づく業務指標を毎年度作成・公表し、指標を活用した経営改善を行います。

取
組
の
概
要

令和4年度までは「鳥取
市水道事業長期経営構
想」に基づく中期スケ
ジュールに従い、また令
和5年度以降は同長期ス
ケジュールに従い、健全
な水道事業経営の取組を
推進します。

備
考

改
革
の
成
果

（
計
画
当
初
〜

現
時
点
）

取
組
実
績

担当課

工程表
（計画）

青：当初計画
紫：過年度変
　更箇所

赤：最新変更
箇所

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

【安全な水道・強靱な水道・水道サービスの持続】

事業スケジュール（中期）

※令和元年度から令和４年度まで

【安全な水道・強靱な水道・水道サービスの持続】

事業スケジュール（長期）

※令和５年度から令和７年度まで
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